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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次
国際会計基準

第42期 第43期 第44期 第45期 第46期

決算年月 2014年３月 2015年３月 2016年３月 2017年３月 2018年３月

売上高及び営業収入 (百万円) 217,595 218,157 249,902 229,922 239,497

営業利益 (百万円) 7,823 15,305 24,679 36,359 45,181

税引前利益 (百万円) 9,377 16,960 23,768 35,521 44,709

親会社の所有者に帰属する

当期利益
(百万円) 4,465 9,918 10,516 25,951 30,507

親会社の所有者に帰属する

当期包括利益
(百万円) 6,219 13,151 7,911 25,701 28,960

親会社の所有者に帰属する

持分
(百万円) 208,180 217,789 212,750 234,441 253,782

資産合計 (百万円) 300,592 311,592 328,187 337,144 363,108

１株当たり親会社所有者帰

属持分
(円) 1,501.89 1,571.25 1,573.11 1,733.57 1,876.62

基本的１株当たり当期利益 (円) 32.21 71.55 76.44 191.89 225.59

希薄化後１株当たり当期利

益
(円) 32.21 71.55 76.13 189.08 222.21

親会社所有者帰属持分比率 (％) 69.3 69.9 64.8 69.5 69.9

親会社所有者帰属持分当期

利益率
(％) 2.1 4.7 4.9 11.6 12.5

株価収益率 (倍) 74.04 31.45 43.57 24.62 24.78

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
(百万円) 29,709 45,254 71,336 43,759 53,980

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
(百万円) △47,416 △24,495 △18,746 △13,615 △18,484

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
(百万円) 3,448 △6,807 △1,877 △9,420 △14,798

現金及び現金同等物の期末

残高
(百万円) 50,024 64,654 113,907 134,743 154,485

従業員数
(人)

5,453 5,048 4,578 4,606 4,706

(外、平均臨時雇用者数) [7,277] [7,181] [6,201] [6,022] [5,840]

(注)１．当社は、第43期より国際会計基準（以下、IFRS）に準拠して連結財務諸表を作成しております。

２．売上高及び営業収入には消費税等は含まれておりません。
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回次
米国会計基準

第42期 第43期

決算年月 2014年３月 2015年３月

売上高及び営業収入 (百万円) 217,595 218,157

営業利益 (百万円) 7,696 14,451

税引前当期純利益 (百万円) 9,228 15,947

当社株主に帰属する当期純

利益
(百万円) 3,834 9,479

当社株主に帰属する包括利

益
(百万円) 5,544 12,719

株主資本 (百万円) 225,133 234,310

総資産額 (百万円) 320,251 329,760

１株当たり株主資本 (円) 1,624.19 1,690.44

１株当たり当社株主に帰属

する当期純利益金額
(円) 27.66 68.38

潜在株式調整後１株当たり

当社株主に帰属する当期純

利益金額

(円) 27.66 68.38

株主資本比率 (％) 70.3 71.1

株主資本利益率 (％) 1.7 4.1

株価収益率 (倍) 86.24 32.90

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
(百万円) 9,027 30,022

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
(百万円) △26,734 △9,263

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
(百万円) 3,448 △6,807

現金及び現金同等物の期末

残高
(百万円) 50,024 64,654

従業員数
(人)

5,453 5,048

(外、平均臨時雇用者数) [7,277] [7,181]

(注)１．売上高及び営業収入には消費税等は含まれておりません。

２．第43期の米国会計基準による連結財務諸表については、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監

査を受けておりません。
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(2) 提出会社の経営指標等

回次 第42期 第43期 第44期 第45期 第46期

決算年月 2014年３月 2015年３月 2016年３月 2017年３月 2018年３月

営業収益 (百万円) 15,995 14,560 14,518 17,010 16,443

経常利益 (百万円) 12,534 11,951 11,859 14,813 13,590

当期純利益 (百万円) 12,170 11,259 11,569 9,921 13,710

資本金 (百万円) 47,398 47,398 47,398 47,398 47,398

発行済株式総数 (千株) 143,500 143,500 143,500 143,500 143,500

純資産額 (百万円) 199,293 207,051 205,409 211,362 215,475

総資産額 (百万円) 222,893 242,053 238,836 239,500 241,536

１株当たり純資産額 (円) 1,437.77 1,493.78 1,518.84 1,562.91 1,593.36

１株当たり配当額

(円)

34.00 21.00 23.00 58.00 68.00

(うち１株当たり中間配当

額)
(17.00) (8.50) (10.50) (17.00) (30.00)

１株当たり当期純利益金額 (円) 87.80 81.23 84.10 73.36 101.38

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
(円) － － 83.68 72.15 99.71

自己資本比率 (％) 89.4 85.5 86.0 88.3 89.2

自己資本利益率 (％) 6.2 5.5 5.6 4.8 6.4

株価収益率 (倍) 27.16 27.70 39.60 64.41 55.14

配当性向 (％) 38.72 25.85 27.35 79.06 67.07

従業員数
(人)

91 71 54 57 60

(外、平均臨時雇用者数) [－] [－] [－] [－] [－]

(注)１．営業収益には消費税等は含まれておりません。

２．第42期及び第43期については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないことから、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金額は記載しておりません。

３．平均臨時雇用者数については、重要性が乏しいため記載を省略しております。
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２【沿革】

1969年３月 上月景正(現・代表取締役会長)が創業

1973年３月 コナミ工業株式会社を設立、アミューズメント機器の製造を開始

1980年５月 大阪府に新社屋完成、本社を移転

1982年３月 大阪市北区の大阪駅前第４ビルに本社を移転

1982年11月 米国に現地法人Konami of America,Inc.(現・Konami Digital Entertainment,Inc.)を設立

1984年５月 英国に現地法人Konami Ltd.(現・Konami Digital Entertainment B.V.)を設立

1984年10月 大阪証券取引所新二部(市場第二部特別指定銘柄)に上場

1984年12月 ドイツに現地法人Konami GmbH(現・Konami Digital Entertainment B.V.)を設立

1986年８月 神戸市中央区にコナミソフト開発ビル完成、本社を移転

1987年12月 コナミ興産株式会社(現・コナミリアルエステート株式会社)を設立

1988年８月 東京証券取引所及び大阪証券取引所市場第一部に上場

1991年５月 神戸市西区にコナミ技術研究所(現・神戸テクニカルセンター)完成

1991年６月 コナミ工業株式会社からコナミ株式会社に商号変更

1993年４月 東京都港区に本社を移転

1994年８月 神奈川県座間市に東京テクニカルセンター完成

1994年９月 香港に現地法人Konami(Hong Kong)Limited(現・Konami Digital Entertainment Limited)を設立

1995年４月 東京都千代田区に株式会社コナミコンピュータエンタテイメント東京(2005年４月に当社に合併)、大阪

市北区に株式会社コナミコンピュータエンタテイメント大阪(2005年４月に当社に合併)を設立

1996年４月 東京都渋谷区に株式会社コナミコンピュータエンタテイメントジャパン(2005年４月に当社に合併)を設

立

1996年11月 米国持株会社Konami Corporation of Americaを設立

豪州に現地法人Konami Australia Pty Ltdを設立

1997年１月 米国に現地法人Konami Gaming,Inc.を設立

1997年３月 神戸市西区にAM機器事業本部工場(現・神戸テクニカルセンターに統合)完成

1997年11月 オランダに欧州持株会社Konami Europe B.V.(現・Konami Digital Entertainment B.V.)を設立

1999年９月 ロンドン証券取引所に上場

株式会社コナミコンピュータエンタテイメント大阪がJASDAQ証券取引所に上場

1999年12月 神戸市中央区から東京都港区に本店登記を移転

2000年８月 株式会社コナミコンピュータエンタテイメント東京がJASDAQ証券取引所に上場

2001年２月 株式会社ピープル(現・株式会社コナミスポーツクラブ)を友好的なTOB(公開買付)により子会社とする

2001年８月 株式会社ハドソンに資本参加　関連会社とする

2002年２月 株式会社コナミコンピュータエンタテイメントジャパンがJASDAQ証券取引所に上場

2002年８月 東京都千代田区の丸ビルに本社を移転

2002年９月 ニューヨーク証券取引所に上場

2005年６月 米国ネバダ州ラスベガスにゲーミング機器の新社屋完成

2006年２月 株式会社インターネットイニシアティブとの合弁会社、株式会社インターネットレボリューションを設

立

2006年３月 リゾートソリューション株式会社(現・リソルホールディングス株式会社)に資本参加(持分法適用会社)

するとともに、業務提携契約を締結

当社のデジタルエンタテインメント事業を株式会社コナミデジタルエンタテインメントとして会社分割

し、当社は純粋持株会社へ移行

2007年４月 東京都港区の東京ミッドタウンに本社を移転

2011年１月 株式交換によりアビリット株式会社(現・株式会社コナミアミューズメント)を完全子会社とする

2011年９月 愛知県一宮市に土地・建物を取得(現・コナミグループ一宮事業所)

2012年２月 KPE・高砂販売株式会社を設立（2017年４月に株式会社コナミアミューズメントに合併）
 
2012年３月 株式会社コナミデジタルエンタテインメントが株式会社ハドソンを吸収合併

2012年５月 米国に現地法人4K Acquisition Corp.(現・4K Media Inc.)を設立

2012年６月 当社代表取締役社長に上月拓也が就任

2012年８月 シンガポールに現地法人Konami Digital Entertainment Pte. Ltd.を設立

2015年３月 コナミビジネスエキスパート株式会社を設立

2015年７月 那須ハイランドゴルフクラブを取得

2015年９月 米国ネバダ州ラスベガスにゲーミング＆システム事業・第２工場完成

2015年10月 コナミ株式会社からコナミホールディングス株式会社に商号変更

株式会社コナミスポーツ＆ライフ(現・株式会社コナミスポーツクラブ)の健康商品開発、製造及び販売

に関する事業を株式会社コナミスポーツライフとして新設分割

2016年11月 グループ会社の事業再編を実施し、株式会社コナミアミューズメントが発足

2018年１月 タイ王国に現地法人Konami Amusement (Thailand) Co., Ltd.を設立
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３【事業の内容】

　当社グループは当社(コナミホールディングス株式会社)、連結子会社21社及び持分法適用会社１社により構成され

る、娯楽産業と健康産業を通じて、顧客に「価値ある時間(＝「High Quality Life」)」を提供する企業集団であり

ます。

　事業の内容と当社、連結子会社及び持分法適用会社の各事業における位置付け並びに事業別セグメントとの関連

は、次のとおりであります。

　次の４事業は、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(1)連結財務諸表　連結財務諸表注記　４．セグメン

ト情報」に掲げるセグメントの区分と同一であります。

　なお、当社は、有価証券の取引等の規制に関する内閣府令第49条第２項に規定する特定上場会社に該当しており、

これにより、インサイダー取引規制の重要事実の軽微基準については連結ベースの数値に基づいて判断することとな

ります。

事業の種類  主要な会社

デジタルエンタテインメント事業

国内 株式会社コナミデジタルエンタテインメント、他

海外

Konami Digital Entertainment,Inc.、

Konami Digital Entertainment B.V.、

Konami Digital Entertainment Limited、他

アミューズメント事業

国内
株式会社コナミアミューズメント、

ＫＰＥ株式会社、他

海外

Konami Digital Entertainment,Inc.、

Konami Digital Entertainment B.V.、

Konami Digital Entertainment Limited、他

ゲーミング＆システム事業 海外
Konami Gaming,Inc.、

Konami Australia Pty Ltd、他

健康サービス事業 国内

株式会社コナミスポーツクラブ、

株式会社コナミスポーツライフ、

リソルホールディングス株式会社（注２）、他

(注)１．各事業毎の主要な会社は、複数事業を営んでいる場合にはそれぞれに含めております。

２．関連会社であり、持分法適用会社であります。
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事業系統図

以上述べた事項を事業系統図によって示すと、次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

(1) 連結子会社

名称 住所 資本金 主要な事業の内容

議決権の所

有割合又は

被所有割合

(％)

関係内容

株式会社コナミデジタ

ルエンタテインメント

(注４・５)

東京都港区
百万円

100

デジタルエンタテインメン

ト事業
100

経営管理

役員兼任　有

株式会社コナミア

ミューズメント
愛知県一宮市

百万円

100
アミューズメント事業 100

経営管理

役員兼任　有

ＫＰＥ株式会社 東京都港区
百万円

100
アミューズメント事業 100 －

株式会社コナミスポー

ツクラブ(注５)
東京都品川区

百万円

100
健康サービス事業 100

経営管理

役員兼任　有

株式会社コナミスポー

ツライフ
神奈川県座間市

百万円

20
健康サービス事業 100 資金貸借

コナミリアルエステー

ト株式会社
東京都港区

百万円

20
全社 100

資金貸借

事務所賃借

役員兼任　有

株式会社インターネッ

トレボリューション
東京都港区

百万円

100

デジタルエンタテインメン

ト事業、

アミューズメント事業

70

(70)
－

Konami Corporation

of America

米国カリフォル

ニア州

ＵＳ＄

35,500千
全社 100 役員兼任　有

Konami Digital

Entertainment,Inc.

米国カリフォル

ニア州

ＵＳ＄

21,500千

デジタルエンタテインメン

ト事業、

アミューズメント事業

100

(100)
経営管理

Konami Gaming,Inc.

（注４・５）
米国ネバダ州

ＵＳ＄

25,000千
ゲーミング＆システム事業

100

(100)

経営管理

役員兼任　有

Konami Digital

Entertainment B.V.

英国バーク

シャー州

ＥＵＲ

9,019千

デジタルエンタテインメン

ト事業、

アミューズメント事業

100 経営管理

Konami Digital

Entertainment

Limited

香港
ＨＫ＄

19,500千

デジタルエンタテインメン

ト事業、

アミューズメント事業

100 経営管理

Konami Amusement

(Thailand) Co.,Ltd.

タイ王国バンコ

ク都

ＴＨＢ

4,000千
アミューズメント事業 49 資金貸借

Konami Australia

Pty Ltd

オーストラリア

ニューサウス

ウェールズ州

Ａ＄

30,000千
ゲーミング＆システム事業 100

経営管理

役員兼任　有

その他７社 － － － － －
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(2) 持分法適用関連会社

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業の内容

議決権の所
有割合又は
被所有割合

(％)

関係内容

リソルホールディング

ス株式会社(注３)
東京都新宿区 3,948 健康サービス事業 20

健康サービス事業に

おける出資提携

役員兼任　有

(注)１．主要な事業の内容欄には、セグメントの名称を記載しております。

２．議決権の所有割合の ( ) 内は、間接所有割合で内数となっております。

３．有価証券報告書を提出しております。

４．特定子会社に該当します。

５．株式会社コナミデジタルエンタテインメント及びKonami Gaming,Inc.については、売上高（連結会社相互間の

内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10％を超えております。なお、株式会社コナミスポーツクラ

ブについては、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が10％を超えておりま

すが、健康サービス事業の売上高に占める当該連結子会社の売上高の割合が90％を超えているため、主要な損

益情報等の記載を省略しております。

主要な損益情報等

 株式会社コナミデジタルエンタテインメント Konami Gaming,Inc.

(1）売上高 110,531百万円 26,113百万円

(2）税引前利益 32,849百万円 3,560百万円

(3）当期純利益 21,346百万円 2,166百万円

(4）純資産額 54,631百万円 13,957百万円

(5）総資産額 74,114百万円 27,324百万円
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５【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

2018年３月31日現在
 

セグメントの名称 従業員数(人)

デジタルエンタテインメント事業 1,749 (0)

アミューズメント事業 793 (8)

ゲーミング＆システム事業 612 -

健康サービス事業 1,165 (5,735)

全社(共通) 387 (97)

合計 4,706 (5,840)

(注)１．従業員は就業人員であり、臨時従業員は(　)内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２．全社(共通)として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門等に所属しているも

のであります。

(2) 提出会社の状況

2018年３月31日現在
 

従業員数(人) 平均年齢(才) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

60 37.0 9.4 7,358,267

(注)１．従業員は就業人員であります。

２．平均勤続年数の算定にあたっては、グループ会社からの転籍・出向等により当社で就業している従業員は、各

社における勤続年数を通算しております。

３．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

４．当社の従業員は、すべて特定のセグメントに区分できない全社(共通)に属するものとなります。

(3) 労働組合の状況

　当社の連結子会社の一部に労働組合が結成されておりますが、労使関係については特に記載すべき事項はありま

せん。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

　文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当グループが判断したものであります。

 

(1) 経営の基本方針

　当社グループは、企業理念として、「『価値ある時間』の創造と提供を通して、常に期待される企業集団を目指

す」ことを掲げ、「株主重視の基本姿勢」及び「ステークホルダーとの良好な関係の維持と、良き企業市民としての

持続可能な社会の発展に貢献すること」を経営の基本方針としており、当該経営の基本方針を具体化するため、「国

際基準」、「公正な競争」、「高収益の追求」を経営の具体的な指針として、グループ経営資源の最適活用を目指し

ております。

　「株主重視の基本姿勢」に関しましては、株主への利益還元として、連結配当性向30％以上を基本方針としており

ます。配当後の内部留保につきましても、将来における企業価値の増大と配当原資の拡大のために、将来性の高い分

野に重点投資する方針です。

　「ステークホルダーとの良好な関係の維持と、良き企業市民としての持続可能な社会の発展に貢献すること」に関

しましては、株主、投資家、顧客、取引先、従業員、社会全般との良好な関係の維持を常に念頭におくとともに、教

育、スポーツ、文化等幅広い分野への支援活動を展開しております。当社グループは、こうした基本方針に則り、

「価値ある時間」の創造と提供を通して、世界中の人々に夢と感動をお届けしてまいります。

(2) 重視する経営指標

　当社グループは、常に経営効率向上による収益性の向上を目標としており、経営指標として、売上高営業利益率、

売上高当期利益率及びＲＯＥを重視しております。

(3) 中長期的な会社の経営戦略と会社の対処すべき課題

 ① 世界経済の急速な変化に対応する強固な組織の構築

　世界経済は、緩やかな景気回復の基調にあるものの、中国やアジア新興国経済の先行きや、経済政策に関する不確

実性、中東など地政学的なリスクの影響等、依然として先行き不透明感が根強く残る状況が続くものと想定されま

す。当社グループが事業展開しております「デジタルエンタテインメント事業」、「アミューズメント事業」、

「ゲーミング＆システム事業」、「健康サービス事業」を取り巻く環境においても、各国の景気動向から生じる消費

意欲や消費行動の変化や各種規制の改廃等に対する対応力が求められます。また、一方で当社グループが展開する事

業環境において、ネットワーク環境整備が進む中で、ユーザーの様々な情報が共有されるようになり、嗜好の多様化

とともにコミュニティーの形成が進んでおります。目まぐるしく変化する市場環境に適切に対応し、柔軟かつ継続的

な事業体へと進化するため、当社グループは持株会社体制の下、グループの経営と各事業の業務執行を明確に分離し

ております。各事業における市場のニーズやユーザーの変化に的確に対応するとともに、機動的な事業展開を促進す

るための体制を構築しております。これによりグループ全体の競争力ある持続的な成長と企業価値向上を目指すグ

ループ運営形態を推進いたします。

 ② 収益性の向上と成長分野への経営資源投入

　デジタルエンタテインメント事業においては、ネットワークを介したエンタテインメントの急速な普及により、

ゲームに親しんでいただける機会が増加し、そのニーズも一層多様化するものと考えております。これらの「多様

性」が求められる中、ゲームコンテンツを通じてそれぞれのデバイスの特性に合わせた遊び方を提案し、最適な経営

資源の投入を図ってまいります。

　アミューズメント事業においては、事業を取り巻く各種規制の改廃等への柔軟な対応と、遊び方やユーザー嗜好の

変化に応じて、長年培ってきたエンタテインメントのノウハウを活かした製品を提供し、市場シェアの拡大に努めて

まいります。また、グループ国内の製造機能を集約化することにより、製造効率及び製造品質の継続的な向上を追求

してまいります。

　ゲーミング＆システム事業においては、カジノが合法化されている国と地域は年々増加傾向にある一方で、米国を

中心とした若い世代のスロットマシン離れは業界の中長期的安定成長への課題とされております。この対策としてス

ロットマシンにプレーヤーのスキル要素（プレーヤーの腕前）を導入したマシンが合法化される等、当社グループの

アミューズメントマシンで培った豊富な技術と経験を強みに、新たなゲームジャンルのシェア獲得に向け積極的に取

り組んでまいります。

　健康サービス事業においては、健康志向の高まりの中、団塊世代の退職による余暇時間の拡大を背景に、その嗜好

性やライフスタイルの多様化が想定されます。当事業では、さらなる成長に向け、多様化するお客様のニーズを的確

に捉え、「コナミスポーツクラブ」、「グランサイズ」、「エグザス」の各ブランドにおける付加価値の向上を目指

しております。また、お客様の「トータル健康パートナー」として、単なる運動のための場所としてではなく、子ど
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もからお年寄りまで全てのお客様にとって健康や体について一番頼りになる存在を目指し、新たなサービスを展開す

るリーディングカンパニーとして収益の向上に努めてまいります。

　当社グループは、既存のデジタルエンタテインメント事業、アミューズメント事業、ゲーミング＆システム事業及

び健康サービス事業に加えて、中長期的に成長が見込まれる新たな事業分野も視野に入れながら、最適な経営資源の

投入を図ってまいります。
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２【事業等のリスク】

　当社及び当社グループ(以下、本項目においては当社と総称)の事業その他に関するリスクについて、投資者の判断に

重要な影響を及ぼす可能性があると考えられる主な事項を記載しております。また、必ずしもそのようなリスク要因に

該当しない事項についても、投資者の投資判断上、重要であると考えられる事項については、投資者に対する積極的な

情報開示の観点から以下に開示しております。なお、当社はこれらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避

及び発生した場合の対応に努める所存であります。

　本項においては、将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は当連結会計年度末現在において判断したもの

であります。

(1) 新製品・サービスのリリースに関するリスク

　新しい製品やサービスを適時にリリースできるかは様々な要因に左右されます。例えば当社の生産能力、新しいプ

ラットフォームや規制への適応等が大きな影響を与えます。新しい製品・サービスを計画通りリリースすることがで

きない場合、当社の業績に影響が生じる可能性があります。

(2) 競争に関するリスク

当社が展開する娯楽及び健康関連市場は競争が激しく、新しい製品やサービスが次々にリリースされます。また、

競合となり得る新しい業態の娯楽・レジャーが続々と登場しています。これにより新たな競争が生まれ、当社の業績

に影響が生じる可能性があります。

(3) 景気低迷に関するリスク

　消費者の支出を減少させるような景気の著しい低迷は、当社が展開する娯楽及び健康に関連する製品・サービスに

対する需要を大きく減退させ、当社の業績に影響が生じる可能性があります。

(4) 少子高齢化に関するリスク

　日本国内で急速に進展する少子高齢化が、当社が展開する娯楽及び健康関連市場の需要を大きく変化させる場合、

当社の業績に影響が生じる可能性があります。

(5) 消費者嗜好の変化に関するリスク

　当社が参入している市場の多くは変化の激しいトレンドとブームが特徴で、消費者の関心を惹きつけるために技術

革新やサービスの刷新を頻繁に行うことが必要です。消費者嗜好の変化に対応した製品・サービスを提供し続けるこ

とができなければ、当社の業績に影響が生じる可能性があります。

(6) 各国の法的規制等に関するリスク

　各国における法的規制等が大きく変更された場合、当社はこれに対応するため製品・サービスの変更、マーケティ

ング戦略やビジネスモデルの修正を余儀なくされる恐れがあります。これにより当該国での製品・サービスの提供が

遅れる、または提供不能となる可能性があり、当社の業績に影響が生じる可能性があります。

　尚、ゲーミング（カジノ）に関する規制、ライセンスについては「第２　事業の状況　４　経営上の重要な契約

等」をご覧ください。

(7) 知的財産権に関するリスク

　当社が製造、開発、販売、配信、提供する製品・サービスには、他者の著作物その他の知的財産が使用されている

ものがあります。当社が必要とする知的財産の使用許諾を他者より受けられない場合、関連する製品・サービスが提

供不能となり、当社の業績に影響が生じる可能性があります。

　また、当社は、当社が提供する製品・サービスにより他者の知的財産権を侵害することのないよう、業務フローを

整備する等相当の努力を払っておりますが、万が一にでも他者との間で知的財産権の侵害を巡り争いが生じた場合、

その解決のため、相応の対価の支払いをする、あるいは当該他者の知的財産の使用を中止するといった経営判断をす

る可能性があります。このような場合、当社の業績に影響が生じる可能性があります。

(8) 製品の欠陥に関するリスク

　当社は、製品をリリースする前に広範な検査を行っております。しかし、万が一出荷した製品に市場需要の喪失に

結びつくような欠陥が含まれていた場合、当社の業績に影響が生じる可能性があります。
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(9) 企業買収または投資に関するリスク

　当社は、既存事業の拡大のためだけでなく、中長期的に成長が見込まれる新たな事業分野も視野に入れて日本国内

外で企業買収または投資の機会を模索しております。このような企業買収または投資を実行する場合、当社は以下の

ような財務及び営業上のリスクを負うこととなり、当社の業績に影響が生じる可能性があります。

・企業買収または投資が妥当な対価で実行されなければ将来減損損失のリスクが生じることとなります。

・被買収会社の統合が意図した通り進まなければ企業買収または投資による効果を享受できないこととなります。

(10) 人材に関するリスク

　当社の成長は経営幹部と他の重要な従業員の貢献が継続すること、そして新たに能力ある従業員を採用できるかに

も依存しております。特にソフトウェア産業は従業員の流動性がきわめて高く、競合会社間で人材の獲得競争が行わ

れており人材確保が極めて難しい状況にあります。また、海外での事業展開に対応するためグローバル人材の確保が

急務となっております。能力ある社員を採用し、継続雇用できなければ当社の業績に影響が生じる可能性がありま

す。

(11) 海外での事業展開に関するリスク

　海外での事業展開については、言語だけでなく通貨の流通停止及び収用による財産の没収等の政府機関による介

入、各国特有の商慣習等に対応することが必要となります。さらに為替変動によるリスクも考慮して事業活動を行う

ことが必要です。これら全てに適切な対応ができなければ当社の業績に影響が生じる可能性があります。

(12) 自然災害・戦争等に関するリスク

　自然災害や戦争・テロ、パンデミックといった事象は世界経済に影響を及ぼす可能性があります。これらが当社が

事業を行う地域において社会的または政治的不安を引き起こす場合、当社の事業に影響が生じる可能性があります。

(13) セキュリティに関するリスク

　サイバー攻撃、ハッキングのような不正アクセスやシステム障害等により当社の事業活動が中断され、お客様へ提

供するサービスの遅延または停止が発生する場合、当社の業績に影響が生じる可能性があります。

　尚、このような事態を未然に防止するため、当社は強固なセキュリティを維持するよう努力しております。

(14) 個人情報管理に関するリスク

　不適切な管理、外部からの不正アクセス等によりお客様の個人情報が漏洩するような事態が発生する場合、当社の

ブランドイメージ及び業績に大きな影響が生じる可能性があります。当社はこのような事態が発生しないよう万全を

期す努力をしております。

(15) 訴訟に関するリスク

　当社の事業活動が訴訟・仲裁その他の法的手続の対象とされ、当社に不利な判断が下された場合、当社の業績に影

響が生じる可能性があります。

(16) 不正行為に関するリスク

　当社製品・サービスを利用した不正行為に対しては、システム面での防止策のみならず、利用規約での禁止やお客

様への啓発を積極的に行うと共に違反者には厳正な措置・対策を取っております。しかし、万が一大規模な不正行為

が発生した場合、当社の信頼性やブランドが毀損すること等により当社の業績に影響が生じる可能性があります。
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３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績等の状況の概要

　当連結会計年度における当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー(以下、「経営成績等」とい

う。)の状況の概要は次のとおりであります。

 

① 経営成績

　当連結会計年度におけるわが国の経済は、企業業績や雇用環境の改善が進み、個人消費は回復の兆しをみせるな

ど堅調に推移いたしました。海外経済は概ね緩やかな回復基調にあるものの、政策の不確実性や地政学的リスクの

影響など、先行き不透明感は払拭されない状況が続いております。

　エンタテインメント市場におきましては、モバイル端末や家庭用ゲーム機器等の各種デバイスは高性能化を続

け、通信インフラ環境の発達に伴い、ゲームコンテンツの多様化が進んでおります。また、時代の変化に伴い、個

人消費において「豊かな経験や体験による日々の充実」への志向が高まっております。ゲーム業界ではゲームをス

ポーツ競技として捉えるeスポーツが注目されるなど、コンテンツの新しい楽しみ方を提供するための取り組みが加

速しております。

　アミューズメント市場におきましては、これまで厳しい市場環境が続いておりましたが、2016年６月施行の「風

俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律」（風適法）の一部改正に伴う都道府県施行条例改正により、青

少年に対する入場時間の規制緩和から、ショッピングセンター内のゲームコーナーに家族連れの利用者が増加し、

また業界全体の市場活性化に向けた取り組みにより、新しいユーザー層の開拓につながったことなどを背景に、市

場は回復の兆しが見えております。

　ゲーミングビジネスに関しましては、世界各地で新規カジノ施設やカジノを含むIR（統合型リゾート）施設の開

業や開発が進み、ゲーミング市場は成長を続けております。また、若者のスロット離れに対する対策として、ス

ロットマシンへのスキル要素（プレーヤーの腕前）の導入が北米の一部の州で合法化されるなど、ゲーミングビジ

ネスのさらなる活性化に向けた施策が具体化されています。

　健康市場におきましては、社会全体における健康意識が高まる中で、シニア世代や女性層を中心に、健康や体力

の向上を余暇の目的とする割合が年々上昇する傾向にあり、スポーツ志向、健康志向、そして高齢化に伴う介護予

防への需要がさらに高まりをみせております。また、ボディメイクに取り組まれるお客様も着実に増加するととも

に、対応商品（ダイエット・シェイプアップ・パーソナルトレーニング・スタジオプログラムなど）へのニーズは

多様化しております。そのほか、家庭用の健康機器市場は多種多様な製品が発売され、市場規模の拡大が見込まれ

ます。

　このような状況の下、当社グループのデジタルエンタテインメント事業におけるモバイルゲームでは、当第４四

半期において国内向けに「ときめきアイドル」、「クイズマジックアカデミー ロストファンタリウム」の２タイト

ルを新たに配信いたしました。そのほか、「実況パワフルプロ野球」、「遊戯王 デュエルリンクス」、「プロ野球

スピリッツA（エース）」などのタイトルも堅調に推移いたしました。カードゲームでは、「遊戯王トレーディング

カードゲーム」を引き続きグローバルに展開いたしました。2017年３月に導入された新ルールも１年が経過し、お

客様への浸透が進んでおります。家庭用ゲームでは、当第４四半期にメタルギアシリーズのスピンオフタイトル

「METAL GEAR SURVIVE」を発売いたしました。また、「ウイニングイレブン 2018」（海外名「PRO EVOLUTION

SOCCER 2018」）も、引き続き堅調に推移いたしました。

　アミューズメント事業におきましては、ビデオゲーム「麻雀格闘倶楽部 豪華絢爛」にハイグレードモデル筐体が

加わり、引き続き堅調に稼働しているほか、音楽ゲーム「beatmania IIDX 25 CANNON BALLERS」や「DANCERUSH

STARDOM」が稼働を開始いたしました。メダルゲームでは「アニマロッタ おとぎの国のアニマ」の新筐体や、「GI-

World Classic」、「MARBLE FEVER」が稼働を開始いたしました。また、前期に発売した「GI優駿倶楽部」が長期安

定稼働を維持し、市場からの高い評価を背景とした追加受注により好調に推移いたしました。

　ゲーミング＆システム事業におきましては、主力商品であるビデオスロットマシン「ConcertoTM（コンチェル

ト）」シリーズを中心に、ロングセラー商品の「PodiumⓇ（ポーディアム）」シリーズやカジノマネジメントシス

テム「SYNKROSⓇ（シンクロス）」の販売を北米、アジア・オセアニア市場を中心に展開いたしました。

　健康サービス事業におきましては、お客様の利用頻度に応じて選択できる料金プランや複数の施設を手軽に利用

できる施設利用制度を展開するとともに、“続けられる”をコンセプトにコナミスポーツクラブのサービスの拡充

と浸透に努めました。健康関連商品では、家庭用を中心として広がりを見せる健康機器市場での認知向上、シェア

拡大を目的に新たな健康関連商品の開発に取り組んでおります。
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　以上の結果、当連結会計年度の売上高は2,394億９千７百万円（前連結会計年度比4.2％増）、営業利益は451億８

千１百万円（前連結会計年度比24.3％増）、税引前利益は447億９百万円（前連結会計年度比25.9％増）、親会社の

所有者に帰属する当期利益は305億７百万円（前連結会計年度比17.6％増）となりました。

 

事業別売上高及び営業収入(セグメント間含む)要約版

 
前連結会計年度

(自　2016年４月１日
至　2017年３月31日)

当連結会計年度
(自　2017年４月１日
至　2018年３月31日)

増減率

 金額(百万円) 金額(百万円) (％)

デジタルエンタテインメント事業 105,573 120,250 13.9

アミューズメント事業 25,342 25,178 △0.6

ゲーミング＆システム事業 31,251 29,628 △5.2

健康サービス事業 68,648 66,004 △3.9

消去 △892 △1,563 －

連結合計 229,922 239,497 4.2

 

② 財政状態

（資産）

　当連結会計年度末における資産合計は、前連結会計年度末に比較して259億６千４百万円増加し、3,631億８百万

円となりました。これは主として、現金及び現金同等物や有形固定資産、並びにのれん及び無形資産が増加したこ

と等によるものであります。

 

（負債）

　当連結会計年度末における負債合計は、前連結会計年度末に比較して66億１千７百万円増加し、1,085億６千９百

万円となりました。これは主として、社債及び借入金が減少した一方で、営業債務及びその他の債務や未払法人所

得税が増加したこと等によるものであります。

 

（資本）

　当連結会計年度末における資本合計は、前連結会計年度末に比較して193億４千７百万円増加し、2,545億３千９

百万円となりました。これは主として、親会社の所有者に帰属する当期利益の計上により利益剰余金が増加したこ

と等によるものであります。

　なお、親会社所有者帰属持分比率は、前連結会計年度末に比較して0.4ポイント増加し、69.9％となりました。

 

③ キャッシュ・フロー

当連結会計年度の概況

 
前連結会計年度

(自　2016年４月１日
至　2017年３月31日)

当連結会計年度
(自　2017年４月１日
至　2018年３月31日)

増減

区　分 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

営業活動によるキャッシュ・フロー 43,759 53,980 10,221

投資活動によるキャッシュ・フロー △13,615 △18,484 △4,869

財務活動によるキャッシュ・フロー △9,420 △14,798 △5,378

現金及び現金同等物に係る為替変動

の影響額
112 △956 △1,068

現金及び現金同等物の純増減額 20,836 19,742 △1,094

現金及び現金同等物の期末残高 134,743 154,485 19,742

 

　当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末に比較して197億

４千２百万円増加し、当連結会計年度末には1,544億８千５百万円となりました。
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　また、当連結会計年度における各キャッシュ・フローは、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度において営業活動により獲得した資金は、539億８千万円（前連結会計年度比23.4％増）となりま

した。これは主として、当期利益が増加したことや法人所得税の支払額が減少したこと等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度において投資活動により使用した資金は、184億８千４百万円（前連結会計年度比35.8％増）とな

りました。これは主として、設備投資等の資本的支出や定期預金が増加したこと等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度において財務活動により使用した資金は、147億９千８百万円（前連結会計年度比57.1％増）とな

りました。これは主として、当連結会計年度において社債の償還による支出があったことや、配当金の支払額が増加

したこと等によるものであります。

④ 生産、受注及び販売の実績

(ⅰ) 生産実績

　当連結会計年度における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期増減率（％）

デジタルエンタテインメント事業 62,824 20.0

アミューズメント事業 13,832 △8.4

ゲーミング＆システム事業 11,126 △9.3

健康サービス事業 58,643 △2.6

合計 146,425 4.6

(注)１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．上記の金額は、売上原価により算出しております。

(ⅱ) 受注実績

　当社グループは受注生産を行っておりません。

(ⅲ) 販売実績

　当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期増減率（％）

デジタルエンタテインメント事業 119,548 13.7

アミューズメント事業 24,629 △2.2

ゲーミング＆システム事業 29,628 △5.2

健康サービス事業 65,692 △3.9

合計 239,497 4.2

(注)１. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２. セグメント間の取引については相殺消去しております。
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(2) 経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

　経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりであります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

 

① 重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第93条の規定によ

り、IFRSに準拠して作成しております。この連結財務諸表の作成にあたり、必要と思われる見積りは合理的な基準

に基づいて実施しておりますが、見積り特有の不確実性が存在するため、実際の結果はこれらの見積りと異なる場

合があります。

　なお、当社グループの連結財務諸表で採用する重要な会計方針は、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　

(1)連結財務諸表　連結財務諸表注記　３. 重要な会計方針」に記載のとおりであります。

 

② 当連結会計年度の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

　当連結会計年度において営業利益及び親会社の所有者に帰属する当期利益は過去最高を更新いたしました。さら

に収益性を高め、企業価値の向上を目指してまいります。

 

　重視する経営指標

 
前連結会計年度

(自　2016年４月１日
至　2017年３月31日)

当連結会計年度
(自　2017年４月１日
至　2018年３月31日)

区　分 (％) (％)

売上高営業利益率 15.8 18.9

売上高当期利益率 11.3 12.7

親会社所有者帰属持分当期利益率（ＲＯＥ） 11.6 12.5

 

　当社グループの製品及びサービスの収益性が向上し、当連結会計年度の売上高営業利益率は前連結会計年度より

3.1ポイント改善し、18.9％となりました。また、近年財務体質がより強化されると同時に資産効率が高まり、資産

合計当期利益率（ＲＯＡ）が改善しております。

　以上の結果、当連結会計年度の親会社所有者帰属持分当期利益率（ＲＯＥ）は12.5％となり、前連結会計年度よ

り0.9ポイント改善しました。

 

　当連結会計年度における経営成績等の分析・検討内容の詳細は、次のとおりであります。

 

(ⅰ) 事業別セグメント

（デジタルエンタテインメント事業）

　モバイルゲームでは、当第４四半期において、「ときめきアイドル」と「クイズマジックアカデミー ロストファ

ンタリウム」の２タイトルを国内市場に向けて配信を開始いたしました。また、国内市場では「実況パワフルプロ

野球」、「プロ野球スピリッツA（エース）」が牽引したほか、グローバル市場では「遊戯王 デュエルリンク

ス」、「ウイニングイレブン 2018」（海外名「PRO EVOLUTION SOCCER 2018」）、「ウイニングイレブン クラブマ

ネージャー」（海外名「PES CLUB MANAGER」）をはじめとした各タイトルが堅調に推移いたしました。

　カードゲームでは、「遊戯王トレーディングカードゲーム」を引き続きグローバルに展開いたしました。2017年

３月に導入した新ルールも１年が経過し、お客様への浸透が進んでおります。また、2019年で20周年を迎える『遊

戯王オフィシャルカードゲーム』の20周年記念プロジェクトを開始し、コンテンツの活性化を推進しております。

　家庭用ゲームでは、当第４四半期にメタルギアシリーズのスピンオフタイトル「METAL GEAR SURVIVE」を発売い

たしました。また、「ウイニングイレブン 2018」（海外名「PRO EVOLUTION SOCCER 2018」）では、各国の代表

チームやクラブチームで活躍した過去の人気プレーヤーを登場させるなど継続的な施策を行い、引き続きご好評を

いただいているほか、eスポーツの取り組みとして、世界選手権「PES LEAGUE WORLD TOUR 2018」の予選を開催し、

盛り上がりを見せております。
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　以上の結果、当事業の連結売上高は1,202億５千万円（前連結会計年度比13.9％増）となり、セグメント利益は

374億５百万円（前連結会計年度比10.8％増）となりました。セグメント資産は、前連結会計年度末に比較して165

億９千３百万円増加し、1,668億１千１百万円となりました。

 

（アミューズメント事業）

　ビデオゲームでは、オンライン対戦麻雀ゲーム「麻雀格闘倶楽部」の稼働15周年を記念した新筺体「麻雀格闘倶

楽部 豪華絢爛」にハイグレードモデル筐体が加わり、引き続き堅調に稼働しております。また、音楽・映像のクオ

リティアップに加え、新たにプレーヤーの手元・顔を写すことができる撮影機能を搭載した音楽ゲーム「beatmania

IIDX 25 CANNON BALLERS」や「DanceDanceRevolution」の発売から20年を迎え、シャッフルダンスを誰でも簡単に

楽しめる新世代ダンスゲーム「DANCERUSH STARDOM」の稼働を開始いたしました。メダルゲームでは、人気商品「ア

ニマロッタ おとぎの国のアニマ」の機能をコンパクトにまとめた新筐体や、「GIシリーズ」の最新作「GI-World

Classic」に加え、きらびやかに筐体内を駆け巡るガラス玉で多種多様なルーレット抽選を楽しむ新感覚プッシャー

ゲーム「MARBLE FEVER」が稼働を開始し、初心者の方からゲームファンのお客様まで幅広くご好評をいただいてお

ります。また、前期に発売した「GI優駿倶楽部」は、豊富なゲーム性が多くのお客様の支持を獲得し、一般紙含む

各業界媒体に多く取り上げられるなど、2017年新機種でトップクラスの長期安定稼働を維持しました。

　アミューズメント施設を利用されるお客様が電子マネーでゲームを楽しめる環境作りに向け、マルチ電子マネー

決済システム「シンカターミナル」のサービスを順次開始しております。また、2011年より毎年開催しているアー

ケードゲームプレーヤーの頂点を決める公式のeスポーツ大会「KONAMI Arcade Championship」は７回目を迎え、全

国のアミューズメント施設及びアジア・北米地域で大変な盛り上がりを見せました。

 

　以上の結果、当事業の連結売上高は251億７千８百万円（前連結会計年度比0.6％減）となり、セグメント利益は

74億９千３百万円（前連結会計年度比43.0％増）となりました。セグメント資産は、前連結会計年度末に比較して

37億１千１百万円増加し、560億１千５百万円となりました。

 

（ゲーミング＆システム事業）

　スロットマシンでは、プレーヤーやカジノオペレーターの多様なニーズに対応し、KONAMI初となるカーブを描い

た画面が特徴の新筐体「Concerto CrescentTM（コンチェルト クレセント）」や大型縦型画面を用いた「Concerto

Stack
TM
（コンチェルト スタック）」をはじめとした「Concerto

TM
」シリーズの拡充を北米中心に展開したほか、

豊富なラインアップを擁し、中南米やアフリカ、アジア地域でも依然高い人気を誇るロングセラー商品「Podium

Ⓡ
」シリーズの販売に注力いたしました。また、当社グループのアミューズメントマシンで培った経験や技術を活

用したフィールド付競馬マルチステーション機「Fortune CupTM（フォーチュン カップ）」の設置を開始いたしま

した。パーティシペーションでは、「ConcertoTM」シリーズをはじめ、プレーヤーの期待感とプレー意欲を一層高

めたプレミアム商品や、ゲームコンテンツのラインアップ拡充に努めました。カジノマネジメントシステム

「SYNKROSⓇ」では、北米のカジノ施設に加え、海外を就航する大型クルーズ船内のカジノ施設への導入も引き続き

順調に推移いたしました。

　なお、当連結会計年度におきましては、新規カジノ施設の開業が限定的であったことからスロットマシンの新規

設置が減少したほか、カジノマネジメントシステムの施設への導入が、一部次期に移行した影響により売上高が減

少いたしました。

 

　以上の結果、当事業の連結売上高は296億２千８百万円（前連結会計年度比5.2％減）となり、セグメント利益は

43億６千６百万円（前連結会計年度比10.0％減）となりました。セグメント資産は、前連結会計年度末に比較して

９億２千８百万円増加し、341億６百万円となりました。

 

（健康サービス事業）

　スポーツクラブ施設運営では、近年多様化するフィットネス市場において、お客様のニーズに応えるため、利用

頻度に応じて選択できる料金プランと、定期的に施設に通えないお客様に向けた都度利用プランにより利用促進を

図るとともに、施設リニューアルによる施設環境の整備を推進いたしました。スタジオプログラムでは、自社開発

プログラムの「カーディオクロス」や「骨盤フレックス」、レスミルズプログラムの「ボディアタック」「ボディ

ジャム」などさらなる充実を図り、お客様への快適なフィットネスライフ提供のため、サービス向上に取り組みま

した。新たな施設では、長崎県佐世保市に新しくコナミスポーツクラブのフランチャイズ施設をオープンしたほ

か、かつてスポーツクラブの先駆けとなり、常に時代をリードしてきたスポーツクラブブランド「エグザス」を
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リ・ブランドし、マシンジムとスタジオに特化したコンパクトな施設「エグザス 西九条」（大阪市此花区）に続

き、「エグザス 奏の杜」（千葉県習志野市）をオープンし、会員獲得に取り組みました。

　健康関連商品では、コナミスポーツクラブブランドで展開する「コナミスポーツクラブ オリジナル」商品のほ

か、「コナミスポーツクラブ セレクション」として展開するコナミスポーツクラブ選りすぐりのブランド商品のラ

インアップを拡充させるとともに、お客様がより効果的にご使用いただけるようコナミスポーツクラブインストラ

クターによる使い方講座を動画配信いたしました。

　なお、当連結会計年度におきましては、直営施設の退店などによる影響で売上高は減少する中、原油価格の高騰

による光熱費の負担増加や、新店オープン及び施設のリニューアル、入会施策等の先行投資により、会員数は回復

基調にあるものの、前連結会計年度比減益となりました。

 

　以上の結果、当事業の連結売上高は660億４百万円（前連結会計年度比3.9％減）となり、セグメント利益は32億

５千３百万円（前連結会計年度比23.0％減）となりました。セグメント資産は、前連結会計年度末に比較して13億

９千１百万円増加し、688億８千万円となりました。

 

(ⅱ) 地域別情報

（日本）

　デジタルエンタテインメント事業におけるモバイルゲームでは、「ときめきアイドル」、「クイズマジックアカ

デミー ロストファンタリウム」の２タイトルを新たに配信開始いたしました。そのほか、「実況パワフルプロ野

球」、「遊戯王 デュエルリンクス」をはじめとするモバイルゲームの継続的なサービス拡大に注力いたしました。

カードゲームでは、「遊戯王トレーディングカードゲーム」の活性化施策を推進いたしました。家庭用ゲームで

は、メタルギアシリーズのスピンオフタイトル「METAL GEAR SURVIVE」を発売いたしました。また、「ウイニング

イレブン 2018」も、引き続き堅調に推移いたしました。

　アミューズメント事業におきましては、ビデオゲームの「麻雀格闘倶楽部 豪華絢爛」にハイグレードモデル筐体

が加わり、引き続き堅調に稼働しているほか、音楽ゲームでは「beatmania IIDX 25 CANNON BALLERS」や

「DANCERUSH STARDOM」が稼働を開始いたしました。また、メダルゲームでは「アニマロッタ おとぎの国のアニ

マ」の新筐体、「GI-World Classic」や「MARBLE FEVER」が稼働を開始いたしました。前期に発売した「GI優駿倶

楽部」が長期安定稼働を維持し、市場からの高い評価を背景とした追加受注により順調に推移いたしました。ま

た、「ラッキーベガス」、「悪魔城ドラキュラ Lords of Shadow」や「戦国コレクション３」が稼働を開始いたし

ました。

　健康サービス事業におきましては、お客様の目的に合わせた多彩なプログラムと多様化するニーズに応えるた

め、サービスの拡充に努めました。スポーツクラブ施設運営では、長崎県佐世保市に新しくコナミスポーツクラブ

のフランチャイズ施設をオープンしたほか、かつてスポーツクラブの先駆けとなり、常に時代をリードしてきたス

ポーツクラブブランド「エグザス」をリ・ブランドし、「エグザス 西九条」（大阪市此花区）、「エグザス 奏の

杜」（千葉県習志野市）をオープンしました。また、「コナミスポーツクラブ」の既存施設では、マシン機器の入

れ替えを中心とした施設リニューアルの推進や、スタジオプログラムの更なる充実を図るなど、より快適なフィッ

トネスライフの提供に取り組みました。健康関連商品では、取扱商品ラインアップを拡充させるとともに、お客様

がより効果的にご使用いただけるようコナミスポーツクラブインストラクターによる使い方講座を動画配信いたし

ました。

 

　以上の結果、日本における当連結会計年度の売上高は1,832億２千２百万円(前連結会計年度比6.2％増)となりま

した。

 

(米国)

　デジタルエンタテインメント事業における家庭用ゲームでは、メタルギアシリーズのスピンオフタイトル「METAL

GEAR SURVIVE」を発売いたしました。また、「PRO EVOLUTION SOCCER 2018」も、引き続きご好評いただいておりま

す。カードゲームでは「遊戯王トレーディングカードゲーム」シリーズが堅調に推移いたしました。

　ゲーミング＆システム事業においては、KONAMI初となるカーブを描いた画面が特徴の新筐体「Concerto

Crescent
TM
」や大型縦型画面を用いた「Concerto Stack

TM
」をはじめとした「Concerto

TM
」シリーズの拡充を北米中

心に展開したほか、ロングセラー商品「PodiumⓇ」シリーズの販売に注力いたしました。カジノマネジメントシス

テム「SYNKROSⓇ」につきましては、北米のカジノ施設に加え、海外を就航する大型クルーズ船内のカジノ施設への

導入も引き続き順調に推移いたしました。
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　以上の結果、米国における当連結会計年度の売上高は381億６千８百万円（前連結会計年度比5.6％減）となりま

した。

 

(欧州)

　デジタルエンタテインメント事業における家庭用ゲームでは、メタルギアシリーズのスピンオフタイトル「METAL

GEAR SURVIVE」を発売いたしました。また、「PRO EVOLUTION SOCCER 2018」も、引き続きご好評いただいておりま

す。カードゲームでは「遊戯王トレーディングカードゲーム」シリーズが堅調に推移いたしました。

 

　以上の結果、欧州における、当連結会計年度の売上高は110億６千７百万円（前連結会計年度比7.9％増）となり

ました。

 

(アジア・オセアニア)

　デジタルエンタテインメント事業における家庭用ゲームでは、メタルギアシリーズのスピンオフタイトル「METAL

GEAR SURVIVE」を発売いたしました。また、「PRO EVOLUTION SOCCER 2018」も、引き続きご好評いただいておりま

す。カードゲームでは「遊戯王トレーディングカードゲーム」シリーズが堅調に推移いたしました。

　ゲーミング＆システム事業においては、主力商品であるビデオスロットマシン「ConcertoTM」シリーズ及び

「PodiumⓇ」シリーズのバラエティ豊かな商品ラインアップの販売に注力いたしました。

 

　以上の結果、アジア・オセアニアにおける、当連結会計年度の売上高は70億４千万円（前連結会計年度比4.0％

増）となりました。

 

③ 当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因

　当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因につきましては、「第２　事業の状況　２　事業等のリス

ク」に記載のとおりであります。

 

④ 資本の財源及び資金の流動性

　当社における資金需要は、主に、ゲームコンテンツ制作費に係る支出、コンテンツライセンサーへの支払、部品

及び原材料の購買、研究開発費等の販売費及び一般管理費の支払、企業買収戦略に基づく会社の取得、従業員への

給与・賃金その他の支払、スポーツクラブの施設賃料、借入債務の返済、資産の修繕及び維持費用、株主への配当

金の支払、並びに納税等であります。なお、当連結会計年度における主な資金需要は、事業の通常の運営のために

使用する資金であります。加えて、当社は随時、当社の現在の事業の拡大や、新たな事業領域に参入する潜在的機

会について検討しております。

　当社の資金の源泉は、主に、利用可能な手元現預金、現在及び将来の営業活動により得られる資金、銀行その他

の金融機関の借入枠及び社債の発行があります。当社は、当連結会計年度末における現預金残高や、営業活動から

得られると予想される現金、取引金融機関との間にコミットメントライン契約を締結していること、将来の借入ま

たは社債の発行が、現在予想される当社の資本的支出及びその他の支出に対する十分な資金源となるものと考えて

おります。
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４【経営上の重要な契約等】

(1) 当社グループが締結している重要な契約

相手先名 国別 内容 契約期間

任天堂株式会社 日本 「ニンテンドー 3DS」対応ソフト

の商標許諾及び製造委託契約

2010年12月１日から

2011年11月30日まで

以後１年ごとの自動更新

株式会社ソニー・インタラクティブエン

タテインメント

日本 「プレイステーション４」対応ソ

フト等の商標許諾及び製造委託契

約

2014年２月１日から

2019年３月31日まで

以後１年ごとの自動更新

Microsoft Corporation 全世界 「ＸboxONE」対応ソフトの商標許

諾及び製造委託契約

2013年10月１日から

2018年３月31日まで

以後１年ごとの自動更新

Apple Inc. 全世界 Apple Inc.の運営するマーケット

を通じてゲームを配信する許諾契

約

2008年８月28日から

2009年７月２日まで

以後１年ごとの自動更新

Google Inc. 全世界 Google Inc.の運営するマーケッ

トを通じてゲームを配信する許諾

契約

2009年７月15日締結

グリー株式会社 日本 グリー株式会社の提供するプラッ

トフォームを通じてゲームを配信

する許諾契約

2010年９月１日から

2011年８月31日まで

以後１年ごとの自動更新

株式会社ディー・エヌ・エー 日本 株式会社ディー・エヌ・エーの提

供するプラットフォームを通じて

ゲームを配信する許諾契約

2010年３月25日締結

リソルホールディングス株式会社 日本 業務提携契約 2006年３月７日締結
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(2) ゲーミング（カジノ）に関する規制、ライセンスについて

　2000年１月に、当社は米国ネバダ州のゲーミング機器製造に関するライセンスを、また、当社の子会社である

Konami Gaming, Inc.（略称KGI、本社ネバダ州ラスベガス）は同州のゲーミング機器製造及び販売に関するライセ

ンスをそれぞれ取得し、ゲーミング機器市場に参入いたしました。現在では、米国、オーストラリア及びアジア

等、海外の様々な国・地域において、ゲーミング機器の製造及び販売に必要なライセンスを取得し、事業を展開し

ておりますが、これらのライセンス取得に伴い、当社グループは様々な国・地域における規制を受けます。これら

の規制のうち、米国ネバダ州におけるゲーミング機器の製造、販売及び流通について規制する条例及び規定（以下

「ネバダ規定」と称します。）の内容、範囲及び手続きを記載いたします。

① 一般規制内容

　ゲーミング機器及び関連ソフトの製造、販売及び流通は、米国及び外国管轄の連邦、州、部族及び地方の規則の

適用対象となります。規則上の要件は管轄地域によって異なりますが、ほとんどの管轄でライセンス、登録、認

可、適格性の認定、資格証明書類を必要とします。それらには、ゲーミング機器を製造、流通する会社の財務の安

定性を示す書類その他の必要な承認書、役員、取締役、大株主及び主要従業員の各人の適格性やライセンス等があ

げられます。様々なゲーミング規制局の法律が、一般的には、市民を保護し、ゲーミング関連の活動に不正行為が

なく、公正な競争の下、健全に行われるように確保するために制定されております。

　当社は、多くのゲーミング規制局から商品の製造販売ライセンス及びWAPシステムとして知られる「広域プログ

レッシブ」システムを運営するライセンスを受けております。当社とその主要社員は、ビジネスを行う管轄地域に

おいて、ゲーミング機器を製造、流通するために、そして許可された場合にはその運営を行うために、必要な政府

のライセンス、認可、登録、適格性の判断、承認を全て受けているか、申請中であります。当社は、現在にいたる

まで１度もゲーミング関係のライセンスについて当局より申請の拒絶、停止または取消し処分を受けたことはあり

ません。

② ネバダ規定の内容

　ネバダ州内でのゲーミング機器の製造、販売及び流通、あるいはネバダ州外で使用することを目的にそれらの行

為を行うことは、ネバダ州ゲーミング管理法及びネバダゲーミングコミッション（コミッション）の規定、州の

ゲーミング管理委員会（GCB）及び多くの郡や自治体の規制当局（以下「ネバダゲーミング当局」と総称します。）

の現地の法律、規則、条例の適用対象となります。これらの法律、規則、条例は、主として、ゲーミング機器の

メーカー、流通業者及び営業者、並びにゲーミングに金銭的に関与している者の責任、財務的安定性や性格に関す

るものであります。ゲーミング機器の製造、販売及び運営にはそれぞれ別のライセンスが必要であります。ネバダ

ゲーミング当局の法律、規則及び監督手続は、下記事項を求めております。すなわち、(i)いつ、いかなる立場にお

いても、直接、間接を問わず、不適格な者がゲーミング事業と関わることを防止すること、(ii)信頼できる会計慣

行と手順を確立し維持すること、(iii)ライセンス保持者の財務慣行に対して有効に管理を行うこと（なお、これに

は社内の財務業務に関する最小限の手続の確立、資産と収益の保全、信頼性のある帳簿等の保持、ネバダゲーミン

グ当局への定期的な報告の義務付け等が含まれます）、(iv)詐欺的及び不正な慣行を防止すること、(v)納税及びラ

イセンス料の支払いを通じて、州及び地方政府へ財源を供給すること等が要請されております。これらの法律、規

則、手続、司法上または規制上の解釈の変更が、当社のゲーミング＆システム事業に悪影響をもたらすこともあり

えます。

　当社の子会社で、ネバダ州内でゲーミング機器の製造、販売と流通をするもの、あるいは州外で使用する目的

に、それらの行為を行うもの、及びネバダ州内でスロットマシンルートの運営、その他ゲーミング活動を行うもの

は、ネバダゲーミング当局のライセンスを受ける必要があります。ライセンスを維持するためには、定期的にライ

センス料と税金を支払う必要があり、ライセンスの譲渡はできません。ネバダ州内において当社が販売する機器

は、型式毎にネバダコミッションの承認を受ける必要があり、機器の修正を求められることもあります。ネバダ州

においてライセンスを受けている当社の子会社は、全ての重要な借入れ、リース、証券の売却、及び類似する金融

取引について、GCBとネバダコミッションに報告し、ネバダコミッションから承認を得る必要があります。当社はネ

バダ州でビジネスを行うために必要な全てのライセンス、承認を取得していると確信しております。

　当社は上場企業としてネバダコミッションに登録されているため、詳細な財務・営業報告を定期的にネバダコ

ミッションに提出するほかに、その求めに応じ他の一切の情報を提出することを義務付けられております。ネバダ

ゲーミング当局からライセンスと承認を得ることなしには、当社のゲーミング＆システム事業子会社の株主になる

ことも、ゲーミング＆システム事業子会社からの利益の一部を受け取ることもできません。
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　当社の役員、取締役そして主要従業員のうち、ゲーミングの管理・監督に積極的に携わっているか、ライセンス

を受けた当社子会社のゲーミング業務に直接的に関与している者は、ネバダゲーミング当局に申請書を提出し、当

局からライセンスを取得するか、適格との認定を受けることが必要となる場合があります。ライセンスを受けた当

社子会社の役員、取締役及び主要従業員もまた、ネバダゲーミング当局に申請書を提出し、ライセンスを取得する

か適格との認定を受けることが必要となる場合があります。当社の内規では、役員、取締役そして主要従業員に関

するGCBの調査の費用は、当社が全て負担すると定めております。

　ネバダゲーミング当局は、当社またはライセンスを受けている当社子会社と重要な関係または関わりを持つ個人

を、ライセンス保持者の取引関係者として適格であるか、またはライセンスを付与するべきかを判断するために調

査することができます。ネバダゲーミング当局は、理にかなった根拠があるとみなせば、ライセンスの申請または

適格性の認定を拒否することができます。適格性の認定を受けることはライセンスを付与されることに等しく、共

に詳細な個人・財務情報の提出を要求され、その後、徹底した素行調査を受けることになります。調査の全ての費

用はライセンスまたは適格性の認定を申請した者が支払います。ライセンスを受けた地位に変更が生じたときは、

ネバダゲーミング当局に報告しなければなりません。ネバダゲーミング当局は、当社の役員、取締役または主要従

業員の地位の変更を不承認とし、当社に対して、これらの者の資格停止または解雇するように要求し、該当する申

請を提出することを拒否した者、またはネバダゲーミング当局がかかる資格で活動するには不適切と認定した者に

ついては、全ての関係を断つように要求することができます。適格性またはライセンス付与に関する問題の決定に

ついては、ネバダ州の司法審査の対象とはなりません。

　当社は、詳細な財務・事業報告をネバダコミッションに提出する必要があります。当社またはライセンスを受け

た当社子会社がネバダ州のゲーミング法令に違反したと判断された場合には、法令や規制上の手続きに基づいて、

当社のライセンスが限定付、条件付、一時停止または取消になる可能性があります。さらに、当社、ライセンスを

受けた当社子会社及び関係者は、ネバダ州のゲーミング法令に違反するたびに、ネバダゲーミング当局の裁量によ

り、相当の罰金を課せられることがあります。ネバダコミッションは監督官を任命する権限もあり、その目的は当

社のゲーミング資産を運営し、一定状況のもとで、監督官の任期中に発生した所得がネバダ州に没収されることも

あります。ライセンスが限定付、条件付または一時停止となるか、監督官が選任されると、当社のゲーミング＆シ

ステム事業は重大な悪影響を受ける可能性があり（また、当社のゲーミングライセンスが取消されると、重大な悪

影響を受けることになり）ます。

　ネバダコミッションは、当社議決権株式の実質株主に対し、その所有株式数にかかわらず、申請書の提出を求め

て調査をした上で、適格と認定することがあり、この場合、申請者はGCB調査の費用と経費を全て負担します。適格

性の認定を受ける必要がある議決権株式の実質株主が、会社、パートナーシップ、あるいは信託の場合は、その実

質的所有者のリスト等の詳細な事業・財務情報を提出する必要があります。当社の議決権株式の５％超を取得しよ

うとする者は、ネバダコミッションへ届出をする必要があります。当社議決権株式の10％以上の実質株主になる者

は、GCB会長がこの届出を求める通知書を郵送した日から30日以内に、適格性の認定を申請する必要があります。

　一定の状況下では、ネバダコミッション規則に定義された「機関投資家」が当社の議決権株式の10％超15％以下

を取得した場合に、投資目的でのみその議決権株式を所有するときは、ネバダコミッションに対して適格性の認定

という要件の免除を申請できます。機関投資家は、次の場合にのみ、投資目的で議決権株式を所有しているものと

みなされます。すなわち、その通常の取引過程で議決権株式を取得して保有し、直接的または間接的に、(i)取締役

会の過半数の選任、(ii)会社の定款、内規、経営、方針または事業の変更、(iii)ネバダコミッションが、投資目的

による議決権株式の所有に矛盾すると判断するその他の行為をもたらすことを目的とはしていない場合でありま

す。ネバダコミッションは、株主が決議する全ての事項に関する議決権の行使、証券アナリストが通常行うような

財務その他の情報の問い合わせ、ネバダコミッションが投資目的に合致すると認めるその他の行為については、議

決権株式を投資目的のみに所有することに矛盾しないとみなします。適格性の認定を受けなければならない議決権

株式の実質株主が、法人、パートナーシップ、合資会社、有限責任会社または信託の場合は、その株主は、実質的

な所有者のリスト等の詳細な事業・財務情報を提出する必要があります。その際、GCB調査にかかる全ての費用は申

請者の負担となります。

　ネバダコミッションまたはGCBの会長からの要請で、適格性の認定あるいはライセンス申請書の提出を求められた

にもかかわらず、30日以内にその提出を行わなかったか拒否した者は、不適格と判断されることがあります。同様

の規制が、実質的な所有者を特定するよう要請された場合に、それを行わなかった名義上の所有者にも適用されま

す。不適格と判断された株主が、ネバダコミッションが定める期間を超えて当社の議決権株式の実質株主に直接的
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または間接的にとどまると、刑法上有罪とされることがあります。当社が、ある者について、当社またはライセン

スを受けた当社子会社の株主、その他の関係を持つ相手として不適格であるという通告を受けた後に、以下の行為

を行うと懲戒処分の対象となり、認可喪失となる場合があります。その行為とは、(i)その不適格者に、議決権株式

にかかる配当または利息を支払うこと、(ii)その者が所有している株式により付与された議決権の直接、間接の行

使を認めること、(iii)提供されたサービスまたはその他に関し何らかの形で報酬を支払うこと、(iv)公正な市場価

格で現金と引換に、議決権株式を放棄することを求めるためのあらゆる合法的な努力を行わないこと。さらに、ク

ラーク郡当局は、ゲーミングライセンス保持者を支配する法人の株式を所有あるいは支配する立場にある者全員に

関して、これらの者を承認する権限を有するとの立場をとっております。

　ネバダコミッションは、その裁量により、当社の負債証券の所有者に対し、当社の負債証券の所有者としての申

請書の提出を求め、その適格性を調査した上で、適格と認定することを要求することができます。ネバダコミッ

ションがある者について、当該証券の所有に不適格と判断した場合に、ネバダコミッションから事前の承認を受け

ずに以下の行為を行うと、ネバダ州のゲーミング法令によって当社は認可喪失等の制裁措置を受けることがありま

す。その行為とは、(i)その不適格者に配当、利息、何らかの分配金を支払うこと、(ii)その証券に関して不適格者

の議決権利行使を認めること、(iii)不適格者に何らかの形で報酬を支払うこと、または(iv)元本、償還、転換、交

換、清算またはそれに準ずる取引で不適格者に対し支払いを行うことであります。

　当社はネバダ州内に最新の株式台帳を備え置かねばならず、この台帳はネバダゲーミング当局の調査を随時受け

ることがあり得ます。証券が代理人や名義人により信託で保有されている場合、その名義上の所有者は、実質株主

の身元をネバダゲーミング当局に開示するよう求められることがあります。開示をしなかった場合は、その名義上

の所有者が不適格と判断される根拠となることがあります。当社も実質株主を特定するために、最大限の援助をす

ることを求められております。ネバダコミッションは、当社の株券に、当該証券はネバダ州のゲーミング法令及び

ネバダコミッションの規則の適用対象となる旨の記載を入れることを、随時に求める権限がありますが、今日まで

ネバダコミッションはこの義務を当社に課しておりません。

　証券またはそこからの収入がネバダ州においてゲーミング施設の建設、取得または融資のために使用されること

が意図されているとき、またはこれらの目的で負った債務の償還もしくは繰延のために使われるときは、当社はネ

バダコミッションの事前承認なしにその証券の公募を行うことができません。この承認がなされても、証券の目論

見書や投資メリットの正確さや適切さについて、ネバダコミッションまたはGCBが認定、推奨、承認したということ

にはなりません。これに反する言明は全て不法です。

　当社の支配に変更をもたらすような合併、統合、株式または資産の取得、経営またはコンサルティング契約、ま

たはある者がそれによって支配権を得る行為・行動は、GCBの事前調査とネバダコミッションの承認なしには行えま

せん。当社の支配権を獲得しようとする者は、その支配権を獲得する前に、ネバダコミッションとGCBの厳格な各種

基準を満たさなければなりません。また、ネバダコミッションは、支配株主、役員、取締役、または支配権の取得

を申し出ている企業と重大な関係、関わりをもつその他の者に対して、その取引に関する承認手続きの一部とし

て、調査を受けてライセンスを得るように求めることがあります。

　ネバダ州議会は、敵対的企業買収、議決権株式の買戻し、ネバダ州のゲーミングライセンス保有者とこれらの事

業に関連する公開企業に影響を及ぼす企業防衛戦略は、安定的かつ生産的なゲーミング事業に有害となる可能性が

あるとしております。ネバダコミッションは規制枠組みを確立することにより、これらの商慣行がネバダ州のゲー

ミング業界に及ぼす潜在的な悪影響を改善し、下記の目的でネバダ州の方針をさらに徹底化することを図っており

ます。(i)ゲーミング経営企業とその関係会社の財務的安定を保証すること、(ii)法人形態で事業を行う特典を保全

すること、及び(iii)会社業務を秩序正しく統治するための、中立的な環境を整備することであります。市場価格よ

り高値での議決権株式の買戻しや、敵対的企業買収の場合等、特定の状況ではネバダコミッションの事前承認を求

められます。ネバダ州のゲーミング法令は、当社の支配権の獲得を目的として株主に直接行われる株式公開買付に

対抗して、取締役会が提案する資本再構成の計画を採用する場合にも事前承認を求めております。

　ライセンス料と税金は、ゲーミングの種類及び関与する活動によって様々な方法で算出され、ネバダ州及び当社

の子会社が事業を行っている市、郡、ネバダ州に納付されます。具体的なライセンス料や税金は、その種類によっ

て月次、四半期毎または年次で支払われます。また、スロットマシンルートのメーカー、流通業者そして営業者と

しての当社ライセンスを更新するために、ネバダ州に毎年ライセンス料を支払います。ネバダ州のゲーミング法は
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また、ネバダ州においてカジノ客にゲーミング機器の利用を収益の一部をシェアする方法で提供している者にも、

当該ゲーミング機器から生じたゲーミング収益に課される税金のうちの分担分を納付するように求めております。

　ライセンス保持者、ライセンス取得を求められている者、登録者、登録を求められている者またはこれらの者と

共通の支配下にある者、及びネバダ州外でのゲーミング事業に参与しようとする者は、GCBがライセンス保持者の域

外でのゲーミング業務への参加状況を調査する費用として、１万ドルの回転資金をGCBに預託し維持することも要求

されております。この回転資金の額はネバダコミッションの裁量により増減します。当社は、ライセンス保持者と

して、ネバダ州のゲーミング法令で課せられる一定の報告義務を遵守しなければなりません。当社はまた、域外

ゲーミング業務に関してその司法管轄区の法律に故意に違反した場合、ネバダ州のゲーミング業務で求められてい

る誠実さと清廉さの規範に則って域外ゲーミング業務を行わなかった場合、ネバダ州のゲーミング規制に不当な脅

威となるために、ネバダ州またはネバダ州のゲーミングに不名誉または悪評をもたらしているかそのおそれがある

ために、またはネバダ州のゲーミング政策に反しているために、不適切とされる活動に従事しまたは提携を結んだ

場合、ネバダ州のゲーミング税やライセンス料の徴収を妨害する活動に従事しまたは提携を結んだ場合、並びに個

人的な不適格性を理由にネバダ州でライセンスや適格性の認定を拒否された者、または賭博の不正行為により有罪

と認定された者を、域外のゲーミング業務で雇用しもしくは提携した場合にも、ネバダコミッションによる懲戒処

分の対象となります。

③ その他の管轄地

　当社が事業を行っている他の各管轄地においても、ゲーミング機器の製造・販売に関して様々なライセンス、許

可及び承認が必要ですが、一般的には多くの点でネバダ州の制限と類似しております。

④ 連邦規制

　1962年連邦賭博装置法（「法律」）は、米国司法省の司法長官に登録していない者が、州をまたがってゲーミン

グ機器、ゲーミング装置またはコンポーネントの製造、輸送、または受領することは非合法と定めております。当

社は登録をしており、この登録は毎年更新する必要があります。さらに、賭博装置に識別番号をつけ、その記録を

保管することを法律により義務付けられております。法律に違反した場合は、機器の差押えと没収のほかに、他の

ペナルティも課せられます。当社は法律の登録要件を遵守しております。

⑤ アメリカインディアンのゲーミング規制

　先住アメリカ人居留地におけるゲーミングは、連邦法、部族と州との契約及び部族のゲーミング規則に準拠しま

す。1988年インディアンゲーミング取締法（IGRA）によって、先住アメリカ人の居留地では、連邦及び州が全ての

ゲーミングを管理する体制が整えられました。この法律はナショナルインディアンゲーミング委員会（NIGC）及び

米国内務省長官により管理されております。IGRAは、ゲーミング活動の条件を定める部族－州間契約を、部族と州

が書面で締結するよう要求しております。部族－州間契約は州により異なりますが、多くの場合、機器のメーカー

及び流通業者が登録とライセンス取得という要件を常に満たすことを求めております。さらに、インディアン居留

地におけるゲーミング関連の活動を規制するため、部族単位のゲーミング委員会が多くのアメリカ先住民の部族に

よって設置されております。当社は、それぞれの州と契約交渉し連邦の承認を受けた先住アメリカ人の部族に対し

て、ゲーミング機器を製造、販売します。当社は複数の州において、先住アメリカ人のカジノにゲーミング機器と

コンポーネントを販売する許可を受けております。

⑥ 国際規則

　いくつかの国ではゲーミング機器の輸入、販売、及びカジノ及びカジノ以外の場所でのゲーミング機器の運営を

許可しております。国によっては、従来のスロットマシンの支払機能を禁止もしくは制限し、スロットマシンの運

営と数を、一定数のカジノまたはカジノ的遊戯施設に限定しております。各ゲーミング機器は、各国の規則に従わ

ねばなりません。管轄によっては、ゲーミング機器の運営者とメーカーにライセンス取得を義務付けております。

　当社は、ゲーミング機器を製造し、オーストラリア、カナダ、マレーシア、フィリピン、ロシア、ニュージーラ

ンド及び南アフリカ等の様々な国際市場に販売しております。当社は事業をしている海外の様々な国・地域におい

て、当社製品の製造、販売のために必要なライセンスを取得しております。
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５【研究開発活動】

　当社グループにおいては、新ジャンルへのチャレンジと既存のジャンルでの商品強化・差別化を目的とした、積極的

な開発・制作活動を行っております。

　現在、開発・制作活動は、当社の各子会社のデジタルエンタテインメント事業、アミューズメント事業、ゲーミン

グ＆システム事業及び健康サービス事業等の各制作部門において推進しております。

　当連結会計年度におけるグループ全体の研究開発費総額(注)は271億８千万円であります。

　当連結会計年度における各セグメント別の成果及び研究開発費は次のとおりであります。

(注)　上記金額は資産計上要件を満たす研究開発費及び資産計上要件を満たさず、発生時に費用認識した研究開発費

等、開発・制作部門で発生した支出の総額です。

(1) デジタルエンタテインメント事業

　モバイルゲームにおきましては、主に株式会社コナミデジタルエンタテインメントが中心となって、国内外で提供

するコンテンツの制作等を行っております。当連結会計年度の主な成果としては、「実況パワフルプロ野球」の制作

を行ったほか、各種モバイルゲームの展開を進めております。

　家庭用ゲームにおきましては、主に株式会社コナミデジタルエンタテインメントが中心となって、プレイステー

ション４用、Nintendo Switch™用等のコンシューマソフトウェアの制作を行っております。当連結会計年度の主な成

果としては、「METAL GEAR SURVIVE」や「ウイニングイレブン 2018」（海外名「PRO EVOLUTION SOCCER 2018」）

等、当社を代表するシリーズの新作を制作したほか、各ハードの特性を活かしオンラインネットワークを活用した商

品の制作も進行しております。

　当事業に係る研究開発費は196億９千４百万円であります。

(2) アミューズメント事業

　主に株式会社コナミアミューズメント及びKPE株式会社が中心となって、アミューズメントマシン等の製造・制作

を行っております。当連結会計年度の主な成果としては、「麻雀格闘倶楽部 豪華絢爛」や「beatmania IIDX 25

CANNON BALLERS」等の制作があげられます。また、“e-AMUSEMENT”を活用した、電子マネー「PASELI」や「e-

AMUSEMENT Participation」サービスを提供しております。

　当事業に係る研究開発費は61億８千９百万円であります。

(3) ゲーミング＆システム事業

　主にKonami Gaming，Inc．及び Konami Australia Pty Ltd が中心となって、ゲーミング機器の製造・制作を行っ

ております。当連結会計年度の主な成果としては、「Concerto」シリーズ等の制作があげられます。

　当事業に係る研究開発費は10億１千６百万円であります。

(4) 健康サービス事業

　主に株式会社コナミスポーツライフが中心となって健康関連商品等の製造・制作を行っております。

　当事業に係る研究開発費は２億８千１百万円であります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度における当社グループの設備投資額は、デジタルエンタテインメント事業やアミューズメント事業を

中心に210億７千２百万円（建設仮勘定及び無形資産を含む。）であります。

　デジタルエンタテインメント事業においては、開発資産や設備機材等で80億１千万円の設備投資を実施したほか、ア

ミューズメント事業においては、開発資産や金型等で38億４千９百万円の設備投資を実施しております。なお、当連結

会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。

　(注)「第３　設備の状況」の各記載金額には、消費税等は含まれておりません。

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1) 提出会社

2018年３月31日現在
 

事業所名
（所在地）

セグメントの名称 設備の内容

帳簿価額

従業
員数
(人)

建物附属
設備及び
構築物

(百万円)

工具器具
備品

(百万円)

土地
(百万円)
(面積㎡)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

本社

(東京都港区)
全社 管理 69 18 － － 87 60

(注)　当社は、本社建物を賃借しており、年間賃借料は256百万円であります。

(2）国内子会社

2018年３月31日現在
 

会社名
事業所名
（所在地）

セグメントの名称 設備の内容

帳簿価額
従業
員数
(人)

建物及び
構築物
(百万円)

工具器具
備品

(百万円)

土地
(百万円)
(面積㎡)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

株式会社コナミデ

ジタルエンタテイ

ンメント

本社他

(東京都港区他)

デジタルエンタテ

インメント事業

制作・営

業・管理
974 587 － 11 1,572 1,497

株式会社コナミデ

ジタルエンタテイ

ンメント

賃貸用住居

(東京都世田谷区)

デジタルエンタテ

インメント事業
住居賃貸 75 －

284

(714)
－ 359 －

株式会社コナミス

ポーツクラブ

本店他

(東京都品川区他)
健康サービス事業

スポーツク

ラブ
17,315 2,008

2,161

(10,702)
39 21,523 1,053

コナミリアルエス

テート株式会社

研修センター

(栃木県那須郡他)
全社 研修施設 4,038 107

4,568

(547,137)
－ 8,713 －

コナミリアルエス

テート株式会社

東京テクニカルセ

ンター他

(神奈川県座間市

他)

デジタルエンタテ

インメント事業

アミューズメント

事業

健康サービス事業

制作・製

造・管理
4,814 17

27,128

(1,073,881)
4,025 35,984 ー

(注)１．帳簿価額のうち「その他」は建設仮勘定を含んでおります。

２．株式会社コナミデジタルエンタテインメントは事務所を賃借しており、年間賃借料は2,983百万円でありま

す。

３．株式会社コナミスポーツクラブは店舗、事務所等を賃借しており、年間賃借料は15,099百万円であります。

４．コナミリアルエステート株式会社は、株式会社コナミデジタルエンタテインメント等に事務所を賃貸しており

ます。
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(3）在外子会社

2018年３月31日現在
 

会社名
事業所名
（所在地）

セグメントの名称
設備の
内容

帳簿価額
従業
員数
(人)

建物及び
構築物
(百万円)

工具器具
備品

(百万円)

土地
(百万円)
(面積㎡)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

Konami Digital

Entertainment,Inc.

本社他

(米国、ロサン

ゼルス)

デジタルエンタテイ

ンメント事業

営業・管

理
3 43 － － 46 85

Konami Digital

Entertainment B.V.

本社他

(英国、ウィン

ザー)

デジタルエンタテイ

ンメント事業

営業・管

理
274 6 － － 280 65

Konami Gaming,Inc.

本社他

(米国、ラスベ

ガス)

ゲーミング＆システ

ム事業

制作・製

造・営

業・管理

5,696 2,100
813

(50,181)
160 8,769 426

(注)１．Konami Digital Entertainment,Inc.は本社建物等の賃借をしており、年間賃借料は167百万円であります。

２．Konami Digital Entertainment B.V.は本社建物等の賃借をしており、年間賃借料は45百万円であります。

３【設備の新設、除却等の計画】

　重要な設備の新設等

会社名 所在地 セグメントの名称 設備の内容

投資予定金額

資金調達方法

着手及び完了予定年月

総額

(百万円)

既支払額

(百万円)
着手 完了

コナミリアルエス

テート株式会社
東京都中央区

デジタルエンタテ

インメント事業

制作・営

業・管理
15,000 2,752 自己資金 2014年４月 2019年11月
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（1）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 450,000,000

計 450,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数(株)

(2018年３月31日)
提出日現在発行数(株)
(2018年６月28日)

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 143,500,000 143,500,000

東京証券取引所

(市場第一部)

ロンドン証券取引所

単元株式数100株

計 143,500,000 143,500,000 － －
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（2）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

③【その他の新株予約権等の状況】

会社法に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。

2022年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債（2015年12月３日取締役会決議）

 
事業年度末現在
(2018年３月31日)

新株予約権の数（個） 1,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（単元株式数 100株）

新株予約権の目的となる株式の数（株）　※ 2,215,379 [2,233,788]（注７・８）

新株予約権の行使時の払込金額（円）　※ 4,513.9 [4,476.7]（注７・８）

新株予約権の行使期間 （注３）

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）　※

発行価格　　　4,513.9 [4,476.7]

資本組入額　　2,257.0 [2,239.0]

（注７・８）

新株予約権の行使の条件 （注５）

新株予約権の譲渡に関する事項
本新株予約権は、本社債に付されたものであり、本社債

からの分離譲渡はできない。

代用払込みに関する事項

各本新株予約権の行使に際しては、当該本新株予約権に

係る本社債を出資するものとし、当該本社債の価額は、

その額面金額と同額とする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注６）

新株予約権付社債の残高（百万円） 10,000

※　当事業年度の末日（2018年３月31日）における内容を記載しております。当事業年度の末日から提出日の前月

末現在（2018年５月31日）にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を[　]内に

記載しており、その他の事項については当事業年度の末日における内容から変更はありません。

（注）１．本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を交付する数は、行使請求に係る本社債の額面金額の総額を下

記２．に記載の転換価額で除した数とする。但し、行使により生じる１株未満の端数は切り捨て、現金による

調整は行わない。

２．本新株予約権の行使に際して払い込むべき金額

（1）各本新株予約権の行使に際しては、当該本新株予約権に係る本社債を出資するものとし、当該本社債の価額

は、その額面金額と同額とする。

（2）転換価額は、当初、4,553円とする。

（3）転換価額は、本新株予約権付社債の発行後、当社が当社普通株式の時価を下回る払込金額で当社普通株式を

発行し又は当社の保有する当社普通株式を処分する場合には、下記の算式により調整される。なお、下記の算

式において、「既発行株式数」は当社の発行済普通株式(当社が保有するものを除く。)の総数をいう。

    既発行

株式数
＋

発行又は処分株式数　×　１株当たりの払込金額

調整後

転換価額
＝

調整前

転換価額
×

時価

既発行株式数　＋　発行又は処分株式数
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また、転換価額は、当社普通株式の分割又は併合、一定の剰余金の配当、当社普通株式の時価を下回る価額

をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権(新株予約権付社債に付されるものを含む。)の発行が

行われる場合その他一定の事由が生じた場合にも適宜調整される。

３．2016年１月５日から2022年12月８日まで(行使請求受付場所現地時間)とする。但し、①当社による繰上償還の

場合は、償還日の東京における３営業日前の日まで（但し、繰上償還を受けないことが選択された本社債に係

る本新株予約権を除く。）、②本新株予約権付社債権者の選択による繰上償還がなされる場合は、償還通知書

が財務代理人に預託された時まで、③本社債の買入消却がなされる場合は、本社債が消却される時まで、また

④本社債の期限の利益の喪失の場合は、期限の利益の喪失時までとする。上記いずれの場合も、2022年12月８

日(行使請求受付場所現地時間)より後に本新株予約権を行使することはできない。

上記にかかわらず、当社の組織再編等を行うために必要であると当社が合理的に判断した場合には、組織再編

等の効力発生日の翌日から14日以内に終了する30日以内の当社が指定する期間中、本新株予約権を行使するこ

とはできない。

また、本新株予約権の行使の効力が発生する日（又はかかる日が東京における営業日でない場合、東京におけ

る翌営業日）が、当社の定める基準日又は社債、株式等の振替に関する法律第151条第１項に関連して株主を

確定するために定められたその他の日（以下「株主確定日」と総称する。）の東京における２営業日前の日

（又は当該株主確定日が東京における営業日でない場合、東京における３営業日前の日）から当該株主確定日

（又は当該株主確定日が東京における営業日でない場合、東京における翌営業日）までの期間に当たる場合、

本新株予約権を行使することはできない。但し、社債、株式等の振替に関する法律に基づく振替制度を通じた

新株予約権の行使に係る株式の交付に関する法令又は慣行が変更された場合、当社は、本段落による本新株予

約権を行使することができる期間の制限を、当該変更を反映するために修正することができる。

４．本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条の定める

ところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる

場合はその端数を切り上げた額とする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資本金

の額を減じた額とする。

５．新株予約権の行使の条件

（1）各本新株予約権の一部行使はできない。

（2）2022年９月22日（同日を含む。）までは、本新株予約権付社債権者は、ある四半期の最後の取引日（株式会

社東京証券取引所が開設されている日をいい、終値が発表されない日を含まない。）に終了する20連続取引

日において、当社普通株式の終値が、当該最後の取引日において適用のある転換価額の130％を超えた場合

に限って、翌四半期の初日から末日（但し、2022年９月１日に開始する四半期に関しては、2022年９月22

日）までの期間において、本新株予約権を行使することができる。但し、本（2）記載の本新株予約権の行

使の条件は、以下①、②及び③の期間は適用されない。

①(ⅰ)株式会社日本格付研究所若しくはその承継格付機関（以下「JCR」という。）による当社の発行体格

付がBB+以下である期間、(ⅱ)JCRにより当社の発行体格付が付与されなくなった期間、又は(ⅲ)JCRによ

る当社の発行体格付が停止若しくは撤回されている期間

②当社が、本社債の繰上償還の通知を行った日以後の期間（但し、繰上償還を受けないことが選択された本

社債に係る本新株予約権を除く。）

③当社が組織再編等を行うにあたり、上記３．に記載のとおり本新株予約権の行使を禁止しない限り、本新

株予約権付社債の要項に従い本新株予約権付社債権者に対し当該組織再編等に関する通知を行った日から

当該組織再編等の効力発生日までの期間

６．当社が組織再編等を行う場合の承継会社等による新株予約権の交付

（1）組織再編等が生じた場合、当社は、承継会社等（組織再編等における相手方であって、本新株予約権付社債

及び／又は本新株予約権に係る当社の義務を引き受ける会社をいう。）をして、本新株予約権付社債の要項

に従って、本新株予約権付社債の主債務者としての地位を承継させ、かつ、本新株予約権に代わる新たな新

株予約権を交付させるよう最善の努力をするものとする。但し、かかる承継及び交付については、(ⅰ)その

時点で適用のある法律上実行可能であり、(ⅱ)そのための仕組みが既に構築されているか又は構築可能であ

り、かつ、(ⅲ)当社又は承継会社等が、当該組織再編等の全体から見て不合理な（当社がこれを判断す

る。）費用（租税を含む。）を負担せずに、それを実行することが可能であることを前提条件とする。かか

る場合、当社は、また、承継会社等が当該組織再編等の効力発生日において日本の上場会社であるよう最善

の努力をするものとする。本（1）に記載の当社の努力義務は、当社が財務代理人に対して承継会社等が、

当該組織再編等の効力発生日において、理由の如何を問わず、日本の上場会社であることを当社は予想して

いない旨の証明書を交付する場合には、適用されない。
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（2）上記（1）の定めに従って交付される承継会社等の新株予約権の内容は下記のとおりとする。

①新株予約権の数

当該組織再編等の効力発生日の直前において残存する本新株予約権付社債に係る本新株予約権の数と同一

の数とする。

②新株予約権の目的である株式の種類

承継会社等の普通株式とする。

③新株予約権の目的である株式の数

承継会社等の新株予約権の行使により交付される承継会社等の普通株式の数は、当該組織再編等の条件等

を勘案のうえ、本新株予約権付社債の要項を参照して決定するほか、下記(ⅰ)又は(ⅱ)に従う。なお、転

換価額は上記２．（3）と同様の調整に服する。

(ⅰ)合併、株式交換又は株式移転の場合には、当該組織再編等の効力発生日の直前に本新株予約権を行使

した場合に得られる数の当社普通株式の保有者が当該組織再編等において受領する承継会社等の普通

株式の数を、当該組織再編等の効力発生日の直後に承継会社等の新株予約権を行使したときに受領で

きるように、転換価額を定める。当該組織再編等に際して承継会社等の普通株式以外の証券又はその

他の財産が交付されるときは、当該証券又は財産の価値を承継会社等の普通株式の時価で除して得ら

れる数に等しい承継会社等の普通株式の数を併せて受領できるようにする。

(ⅱ)上記以外の組織再編等の場合には、当該組織再編等の効力発生日の直前に本新株予約権を行使した

場合に本新株予約権付社債権者が得られるのと同等の経済的利益を、当該組織再編等の効力発生日の

直後に承継会社等の新株予約権を行使したときに受領できるように、転換価額を定める。

④新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額

承継会社等の新株予約権の行使に際しては、承継された本社債を出資するものとし、当該本社債の価額

は、承継された本社債の額面金額と同額とする。

⑤新株予約権を行使することができる期間

当該組織再編等の効力発生日（場合によりその14日後以内の日）から、上記３．に定める本新株予約権の

行使期間の満了日までとする。

⑥その他の新株予約権の行使の条件

承継会社等の各新株予約権の一部行使はできないものとする。また、承継会社等の新株予約権の行使は、

上記５．（2）と同様の制限を受ける。

⑦新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金

承継会社等の新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則

第17条の定めるところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円

未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限

度額より増加する資本金の額を減じた額とする。

⑧組織再編等が生じた場合

承継会社等について組織再編等が生じた場合にも、本新株予約権付社債と同様の取り扱いを行う。

⑨その他

承継会社等の新株予約権の行使により生じる１株未満の端数は切り捨て、現金による調整は行わない。承

継会社等の新株予約権は承継された本社債と分離して譲渡できない。

（3）当社は、上記（1）の定めに従い本社債に基づく当社の義務を承継会社等に引き受け又は承継させる場合、

本新株予約権付社債の要項に定める一定の場合には保証を付すほか、本新株予約権付社債の要項に従う。

７．2017年５月18日開催の取締役会において、2017年３月期の年間配当が１株につき58円と決定されたことに伴

い、2022年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債の転換価額調整条項に従い、転換価額を4,513.9円に

調整いたしました。事業年度末現在の各数値は、調整後の数値に基づいております。

８．2018年５月17日開催の取締役会において、2018年３月期の年間配当が１株につき68円と決定されたことに伴

い、2022年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債の転換価額調整条項に従い、転換価額を4,476.7円に

調整いたしました。提出日の前月末現在の各数値は、調整後の数値に基づいております。
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（3）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（4）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
(千株)

発行済株式総
数残高(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金増
減額(百万円)

資本準備金残高
(百万円)

2008年３月31日 △55 143,500 － 47,398 － 36,893

(注)　自己株式の消却による減少であります。

（5）【所有者別状況】

2018年３月31日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株

式の状況

（株）
政府及び地

方公共団体
金融機関

金融商品

取引業者

その他の

法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 52 42 270 543 37 20,046 20,990 －

所有株式数（単元） － 464,773 30,144 248,241 510,288 251 177,763 1,431,460 354,000

所有株式数の割合

（％）
－ 32.47 2.11 17.34 35.65 0.02 12.41 100.00 －

(注)１．自己株式8,266,259株は、「個人その他」に82,662単元及び「単元未満株式の状況」に59株を含めて記載して

おります。

２．「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ54単元及

び30株含まれております。
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（6）【大株主の状況】

  2018年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式（自己株
式を除く。）の総数
に対する所有株式数

の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行株式会

社（信託口）
東京都港区浜松町２－11－３ 22,190 16.41

一般財団法人上月財団 東京都港区北青山１－２－７ 16,750 12.39

コウヅキホールディング 東京都千代田区丸の内１－３－２ 15,700 11.61

日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社（信託口）
東京都中央区晴海１－８－11 10,612 7.85

コウヅキキャピタル株式会社 東京都港区北青山１－２－７ 7,048 5.21

資産管理サービス信託銀行株式会社

（証券投資信託口）
東京都中央区晴海１－８－12 2,940 2.17

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１－１－２ 2,017 1.49

STATE STREET BANK WEST CLIENT ‒

TREATY 505234

（常任代理人 株式会社みずほ銀行決

済営業部）

1776 HERITAGE DRIVE, NORTH

QUINCY, MA 02171, U.S.A.

（東京都港区港南２－15－１）

1,875 1.39

CHASE MANHATTAN BANK GTS CLIENTS

ACCOUNT ESCROW

（常任代理人 株式会社みずほ銀行決

済営業部）

5TH FLOOR, TRINITY TOWER 9,

THOMAS MORE STREET LONDON, E1W

1YT, UNITED KINGDOM

（東京都港区港南２－15－１）

1,812 1.34

STATE STREET BANK AND TRUST

COMPANY 505223

（常任代理人 株式会社みずほ銀行決

済営業部）

P.O. BOX 351 BOSTON

MASSACHUSETTS 02101 U.S.A.

（東京都港区港南２－15－１）

1,607 1.19

計 － 82,551 61.05

(注)１．コナミホールディングス株式会社が保有する自己株式は、8,266千株であります。

２．日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)、資

産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口）の所有株式数は、すべて信託業務に係る株式でありま

す。

３．2017年９月22日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、三井住友信託銀行株

式会社及びその共同保有者である三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社、日興アセットマネジメ

ント株式会社が2017年９月15日現在でそれぞれ以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社と

して2018年３月31日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めており

ません。

なお、その大量保有報告書の内容は、以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（千株）

株券等保有割合

（％）

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１－４－１ 3,405 2.37

三井住友トラスト・アセッ

トマネジメント株式会社
東京都港区芝３－33－１ 280 0.20

日興アセットマネジメント

株式会社
東京都港区赤坂９－７－１ 6,549 4.56
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４．2018年４月６日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、野村證券株式会社及

びその共同保有者であるNOMURA INTERNATIONAL PLC、野村アセットマネジメント株式会社が2018年３月30日現

在でそれぞれ以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として2018年３月31日現在における

実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、その大量保有報告書の内容は、以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（千株）

株券等保有割合

（％）

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１－９－１ 460 0.32

NOMURA INTERNATIONAL PLC
1 Angel Lane, London EC4R 3AB,

United Kingdom
82 0.06

野村アセットマネジメント

株式会社
東京都中央区日本橋１－12－１ 11,506 8.02

 

（7）【議決権の状況】

①【発行済株式】

2018年３月31日現在
 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 8,266,200 － －

完全議決権株式(その他) 普通株式 134,879,800 1,348,744 －

単元未満株式 普通株式 354,000 － －

発行済株式総数 143,500,000 － －

総株主の議決権 － 1,348,744 －

(注)１．「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が5,400株含まれております

が、議決権の数の欄には同機構名義の議決権54個は含まれておりません。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式が59株含まれております。

②【自己株式等】

2018年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の
合計(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

コナミホールディングス

株式会社

東京都港区赤坂９－

７－２
8,266,200 － 8,266,200 5.76

計 － 8,266,200 － 8,266,200 5.76
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（1）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（2）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 3,007 17,283,950

当期間における取得自己株式 300 1,635,400

(注)　当期間における取得自己株式には、2018年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式は含まれておりません。

（4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式
－ － － －

その他

（単元未満株式の売渡請求による売渡）
104 263,158 19 48,088

保有自己株式数 8,266,259 － 8,266,540 －

(注)　当期間における株式数及び処分価額の総額並びに保有自己株式数には、2018年６月１日からこの有価証券報告書

提出日までの単元未満株式の売渡請求による売渡による処分株式並びに単元未満株式の買取りによる株式は含ま

れておりません。

EDINET提出書類

コナミホールディングス株式会社(E01956)

有価証券報告書

 37/113



３【配当政策】

　当社は、配当と企業価値の向上が、株主の皆様への重要な利益還元であると考えております。配当につきまして

は、連結配当性向30％以上を目処として、さらなる配当水準の向上に努めてまいります。また、内部留保につきまし

ては、今後も会社の継続的な成長力と競争力の強化を図るために、将来性の高い分野に対する投資に活用していく考

えでおります。

　当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

　また、当社は「会社法第459条第１項に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当等を行うことができる。」

旨及び「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨定款に定めてお

り、これらの剰余金の配当の決定機関は取締役会であります。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額(百万円) １株当たり配当額(円)

2017年10月31日取締役会決議 4,057 30.00

2018年５月17日取締役会決議 5,139 38.00

 

４【株価の推移】

(1) 最近５年間の事業年度別最高・最低株価

回次 第42期 第43期 第44期 第45期 第46期

決算年月 2014年３月 2015年３月 2016年３月 2017年３月 2018年３月

最高(円) 2,984 2,522 3,370 5,130 6,600

最低(円) 1,723 1,900 2,116 3,255 4,470

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所(市場第一部)におけるものであります。

(2) 最近６月間の月別最高・最低株価

月別 2017年10月 2017年11月 2017年12月 2018年１月 2018年２月 2018年３月

最高(円) 5,590 6,250 6,590 6,480 6,170 5,750

最低(円) 5,250 5,590 5,810 6,100 5,300 5,060

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所(市場第一部)におけるものであります。
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５【役員の状況】

男性13名　女性１名(役員のうち女性の比率7.1％)

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有

株式数

(千株)

代表取締役 会長 上月　景正 1940年11月12日生

1973年３月 コナミ工業株式会社(現 コナミホールディングス株

式会社)設立

1987年６月 代表取締役会長に就任(現任)

2005年３月 財団法人上月スポーツ・教育財団(現 一般財団法人上

月財団)理事長(現任)

(注３) 165

代表取締役 社長 上月　拓也 1971年５月19日生

1997年11月 Konami Computer Entertainment America, Inc.取締

役副社長

2009年６月 取締役に就任

2011年６月 代表取締役に就任

2012年６月 代表取締役社長に就任(現任)

Konami Corporation of America取締役会長(現任)

(注３) 24

取締役
執行役員

副社長
中野　治 1959年１月11日生

2015年５月 当社入社

2015年６月 常務取締役に就任

2016年11月 株式会社コナミデジタルエンタテインメント代表取

締役会長(現任)

2017年６月 取締役兼執行役員副社長(経営企画責任者)に就任(現

任)

(注３) 2

取締役
執行役員

副社長
東尾　公彦 1959年９月24日生

1997年12月 当社入社

2005年６月 取締役に就任

2010年５月 関東ITソフトウェア健康保険組合理事長(現任)

2016年７月 コナミリアルエステート株式会社代表取締役社長(現

任)

2018年１月 取締役兼執行役員副社長(管理責任者)に就任(現任)

(注３) 29

取締役
執行役員

専務
坂本　哲 1948年８月22日生

1996年11月 Konami Australia Pty Ltd 取締役社長

2002年７月 Konami Gaming, Inc.取締役会長(現任)

2014年６月 取締役に就任

2017年５月 Konami Australia Pty Ltd 取締役会長(現任)

2017年６月 取締役兼執行役員専務(ゲーミング＆システム事業責

任者)に就任(現任)

(注３) －

取締役 社長室長 松浦　芳弘 1983年３月22日生

2005年４月 当社入社

2009年６月 那須事業所 総支配人

2013年１月 社長室長(現任)

2017年６月 取締役に就任(現任)

(注３) 0

取締役 － 弦間　明 1934年８月１日生

1997年６月 株式会社資生堂代表取締役社長

2001年６月 同社代表取締役執行役員会長

2004年６月 取締役に就任(現任)

2013年４月 株式会社資生堂特別顧問(現任)

(注３) 8

取締役 － 山口　香 1964年12月28日生

2007年４月 武蔵大学人文学部教授

2008年４月 筑波大学大学院人間総合科学研究科准教授

2011年10月 筑波大学体育系准教授

2014年６月 取締役に就任(現任)

2018年１月 筑波大学体育系教授(現任)

(注３) 3

取締役 － 久保　公人 1956年10月17日生

1980年４月 文部省(現 文部科学省)入省

2007年７月 文部科学省大臣官房審議官(高等教育担当)

2012年１月 文部科学省スポーツ・青少年局長

2016年４月 学校法人尚美学園理事長 兼 尚美学園大学学長(現

任)

2017年６月 取締役に就任(現任)

(注３) 0
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有

株式数

(千株)

常勤監査役 － 古川　真一 1960年２月18日生

1982年４月 当社入社

2011年４月 株式会社コナミデジタルエンタテインメント セール

ス＆マーケティング本部長

2012年10月 株式会社コナミスポーツ＆ライフ(現 株式会社コナ

ミスポーツクラブ)内部監査室長

2013年５月 株式会社コナミデジタルエンタテインメント監査役

(現任)

2013年６月 常勤監査役に就任(現任)

2016年12月 株式会社コナミアミューズメント監査役(現任)

(注４) 26

常勤監査役 － 丸岡　稔 1956年11月７日生

1979年４月 松下電器産業株式会社(現 パナソニック株式会社)入

社

2004年12月 杭州松下電化機器有限公司董事(総会計師)

2010年６月 パナソニック エコシステムズ株式会社取締役(経

理・法務・情報システム担当)

2012年９月 株式会社あきんどスシロー常勤監査役

2013年６月 常勤監査役に就任(現任)

2016年１月 株式会社コナミスポーツクラブ監査役(現任)

(注４) 1

監査役 － 薄井　信明 1941年１月１日生

1995年５月 主税局長

1998年１月 国税庁長官

1999年７月 大蔵事務次官

2003年１月 国民生活金融公庫(現 株式会社日本政策金融公庫)総

裁

2008年12月 株式会社日本総合研究所理事長

2011年６月 監査役に就任(現任)

(注５) 1

監査役 － 田中　節夫 1943年４月29日生

1993年８月 警察庁交通局長

2000年１月 警察庁長官

2006年６月 社団法人日本自動車連盟(現 一般社団法人日本自動

車連盟)会長

2011年６月 監査役に就任(現任)

(注５) 1

監査役 － 荒井　寿光 1944年１月10日生

1996年７月 特許庁長官

1998年６月 通商産業審議官

2001年４月 独立行政法人日本貿易保険理事長

2003年３月 内閣官房・知的財産戦略推進事務局長

2007年６月 東京中小企業投資育成株式会社代表取締役社長

2011年６月 監査役に就任(現任)

(注５) 2

    計  261

(注)１．取締役の弦間明、山口香及び久保公人の３名は、社外取締役であります。

２．監査役の丸岡稔、薄井信明、田中節夫及び荒井寿光の４名は、社外監査役であります。

３．2018年６月27日開催の定時株主総会から１年間

４．2017年６月28日開催の定時株主総会から４年間

５．2015年６月26日開催の定時株主総会から４年間

６．代表取締役会長上月景正と代表取締役社長上月拓也は、親子関係にあります。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（1）【コーポレート・ガバナンスの状況】

①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、「『価値ある時間』の創造と提供を通して、常に期待される企業集団を目指す」ことを企業理念としてお

ります。また、経営の基本方針として「株主重視の基本姿勢」、「ステークホルダーとの良好な関係の維持と、良き

企業市民として持続可能な社会の発展に貢献すること」を掲げております。この基本方針の堅持に不可欠である「開

かれた経営」・「透明な経営」を実現するために、コーポレート・ガバナンス体制の充実を常に念頭に置いた経営を

推進しております。

②企業統治の体制

（a）企業統治の体制の概要

　当社は2006年３月より持株会社体制に移行し、取締役会の役割を、グループ経営の基本方針と戦略の決定及び

業務執行の監督と重要事項の決定と位置付け、経営と事業の執行を明確に分離しております。これにより経営の

スピードを高めるとともに、最適な経営資源の配分を行うことで、グループの企業価値の最大化を図っておりま

す。

　当社の取締役会は社外取締役３名を含む９名で構成されており、すべての社外取締役が東京証券取引所の定め

る独立役員として指定されております。これら独立役員でもある３名の社外取締役は、一般株主と利益相反の生

じるおそれがないと当社が判断した取締役であり、その他の６名の取締役とともに、取締役会での重要事項の決

定に際して適切な判断を行える体制としております。

　また、当社の監査役会は社外監査役４名を含む５名によって構成されており、これら４名の社外監査役は東京

証券取引所の定める独立役員として指定されております。各監査役は、取締役会への出席や幹部社員との面談等

を通じて、取締役の業務執行の監査を実施しております。

　このほか、当社の企業活動全般における法令順守の徹底及び当社グループのコンプライアンス統制を図るため

の組織としてコナミグループコンプライアンス委員会を、当社及び当社グループに重大な影響を及ぼす可能性の

あるリスクを一元的に把握し適切に対処するための組織としてリスクマネジメント委員会を、また、当社グルー

プの強みを活かし、本業を通じて積極的にCSR(企業の社会的責任)活動を進めるための組織としてCSR委員会をそ

れぞれ設置しております。

　当社のコーポレート・ガバナンス体制の概要は、次のとおりであります。
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（b）当該企業統治の体制を採用する理由

　当社は、上記の体制を採用することにより、業務の適正や経営の透明性が確保されているものと考えておりま

す。

（c）内部統制システムの整備の状況

　当社が、取締役会において決議した「業務の適正を確保するための体制」の概要は、以下のとおりでありま

す。

イ．当社及びその子会社からなる企業集団(以下、「当社グループ」という。)の取締役及び使用人の職務の執行

が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(ⅰ)当社では、高い倫理性に基づいた企業活動の実現のため「コナミグループ企業行動規範」を制定し、その具

体的な指針として「コナミグループ役職員活動指針」を定め、「コナミグループコンプライアンス規程」を

整備することで、法令順守の重要性を掲げるとともに、それらの内容を当社グループ役職員に周知します。

(ⅱ)当社グループ役職員の法令順守の実効性を高めるための組織として、当社にコナミグループコンプライアン

ス委員会を設置します。

(ⅲ)違法行為に対するけん制機能として内部通報制度を制定し、不祥事の未然防止を図ります。

(ⅳ)当社グループ役職員に対して、反社会的勢力及び団体とは一切の関わりを持たず、不当な要求に対しては警

察等とも連携のうえ、毅然とした態度で臨むことを徹底します。

ロ．当社グループにおける職務の執行に係る情報の保存及び管理等に関する体制

(ⅰ)当社取締役の職務執行に係る情報については、情報管理に関する規則・規程類を整備し、重要文書の特定や

保管形態を明確化して、適切に保存・管理します。

(ⅱ)当社子会社の職務執行に係る情報については、「関係会社管理規程」を整備し、各子会社から重要な経営情

報その他必要な情報を当社に報告することを定めます。

ハ．当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(ⅰ)当社グループ全体に係るリスクの防止及び損失の最小化を図ることを目的に「コナミグループリスクマネジ

メント規程」等を整備します。

(ⅱ)当社及び主要な子会社に、リスクを一元的に把握し適切に対処するための組織としてリスクマネジメント委

員会等を設置します。

ニ．当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　各部門の担当職務内容及び職務権限を明確にするため、当社においては職務分掌及び職務権限に関する規程

を整備し、各子会社においてもこれに準拠した体制を構築します。

ホ．当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

(ⅰ)持株会社である当社は、グループ各社の適正かつ調和の取れた業務運営の確保のため、適切な議決権行使等

の手段を通じて、グループ全体の業務運営を管理します。

(ⅱ)内部統制システムの整備、リスク管理、コンプライアンス等においてはグループ全体で統一的な対応を実施

し、グループ一体経営の確立を図ります。

(ⅲ)当社監査役は、定期的に各子会社の監査役と「グループ監査役会」を開催し、適宜必要な連携を行うこと

で、グループ監査体制を構築します。

へ．監査役がその職務を補助すべき使用人(以下、「補助使用人」という。)を置くことを求めた場合における当

該使用人に関する事項

　監査役が補助使用人を置くことを要請した場合は、内部統制室構成員等、補助業務に十分な専門性を有する

者を配置します。

ト．補助使用人の当社取締役からの独立性及び監査役の補助使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

(ⅰ)監査役は、配置すべき補助使用人の選任、考課等に関して意見を述べることができるものとします。

(ⅱ)配置された補助使用人は、その補助業務に関しては監査役の指揮命令下で遂行することとし、取締役からの

指揮は受けないものとします。
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チ．監査役への報告に関する体制

(ⅰ)当社グループ役職員が当社監査役に報告すべき事項を定める基準を制定し、経営、業績に影響を及ぼす重要

な事項については、内部通報制度等により監査役に報告することとします。

(ⅱ)当社グループ役職員からの内部通報については、法令または社内規則等に従い通報内容を秘密として保持す

るとともに、通報者に対する不利益な取扱いを禁止します。

リ．監査役の職務執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用

または債務の処理に係る方針に関する事項

(ⅰ)監査役の職務執行に関して毎年、一定額の予算を設けます。

(ⅱ)監査役がその職務執行について、会社法第388条に基づく費用の前払等の請求をしたときは、当該監査役の

職務執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理します。

ヌ．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査役は、職務執行に必要があると判断した場合、弁護士、公認会計士等の専門家に意見やアドバイスを依

頼することができるものとします。

（d）責任限定契約の内容の概要

　当社と各社外取締役及び各社外監査役は、会社法第423条第１項に定める責任について、会社法第425条第１項

各号に定める金額の合計額を限度とする契約を締結しております。

③内部監査及び監査役監査の状況

（a）内部監査部門

　内部監査につきましては、監査室が各部門及びグループ各社における法令・社内規程の遵守状況等についての

監査を実施しております。また、内部統制室は財務諸表に係る内部統制の有効性の評価を行っており、同評価の

監査を会計監査人及び監査役より受けるために、これら三者は定期的に意見交換を行っております。これら当社

の内部監査部門は約10名の人員で構成されております。

（b）監査役監査

　監査役は、監査役会が定めた監査の方針及び監査計画に従って取締役の業務執行の監査を行っております。監

査役５名のうち４名は社外監査役であり、２名は常勤監査役であります。監査役は会計監査人より会計監査報告

等を四半期毎の監査役会で聴取するほか、随時必要に応じて意見交換を行っております。また、当社は持株会社

であり、事業部門はすべて傘下のグループ会社が担っておりますので、常勤監査役とグループ会社の監査役は定

期的に「グループ監査役会」を開催し、意見交換や情報共有を図ることで、グループ全体の監査の実効性を高め

ております。

　なお、常勤監査役丸岡稔はグローバル企業での財務経理部門責任者としての豊富な経験があり、また、監査役

薄井信明は国税庁長官等を歴任しており、それぞれ財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものでありま

す。

④会計監査の状況

　当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、中嶋康博、田所健及び千代田義央であり、ＰｗＣあらた有限責任監

査法人に所属しております。なお、継続監査年数については、全員７年以内であるため記載を省略しております。ま

た、当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士15名、公認会計士試験合格者４名、その他16名であります。

⑤社外取締役及び社外監査役

（a）社外取締役及び社外監査役の員数

　当社の社外取締役は３名、社外監査役は４名です。

（b）会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本関係または取引関係その他の利害関係

　社外取締役及び社外監査役と当社との資本関係（当社株式の保有状況）については、「第４　提出会社の状

況　５　役員の状況」の各所有株式数の欄に記載のとおりであります。その他社外取締役及び社外監査役と当社

との間に、人的関係、取引関係及びその他の利害関係はありません。

（c）社外取締役及び社外監査役が企業統治において果たす機能及び役割

　当社の社外取締役及び社外監査役が企業統治において果たす機能及び役割は、「②企業統治の体制（a）企業統

治の体制の概要」に記載のとおりであります。
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　社外取締役、社外監査役、内部監査部門及び会計監査人は、定期的に、あるいは必要に応じて情報共有を図

り、経営の監視機能強化及び監査の実効性向上に努めております。

（d）社外役員の独立性に関する判断基準

　現在在任中のすべての社外取締役及び社外監査役は、当社の定めた「社外役員の独立性基準」の要件を満たし

ております。また、当社は、これらの社外取締役及び社外監査役の全員を、東京証券取引所の定めに基づく独立

役員として指定し、同取引所に届け出ております。

　同基準の内容は、以下のとおりであります。

＜社外役員の独立性基準＞

　当社は、社外取締役及び社外監査役(以下、「社外役員」という。)が、当社において合理的に可能な範囲で

調査した結果、次の各項目いずれにも該当しないと判断される場合に、独立性を有しているものと判断する。

１．現在または過去10年間において、以下に該当する者

（１）当社及びその連結子会社(以下、「当社グループ」という。)の業務執行者（注１）

２．現在または過去５年間において、以下のいずれかに該当する者

（１）当社グループの大株主(注２)もしくは当社グループが大株主である者またはその業務執行者

（２）当社グループとの一事業年度の取引額が、当社グループまたは当該取引先のいずれかの連結売上高の２%

を超える取引先またはその業務執行者

（３）当社グループの借入額が当社連結総資産の２%を超える借入先またはその業務執行者

３．現在または過去３年間において、以下のいずれかに該当する者

（１）当社グループの会計監査人またはその社員等である者

（２）当社グループより役員報酬以外に年間1,000万円を超える報酬を受けた者またはその連結売上高の２%を

超える報酬を受けた団体に所属する者

（３）当社グループより当該寄付先の年間総収入の２%を超える寄付を受けた者または受けた団体に所属する者

（４）当社グループから取締役を受け入れている会社またはその親会社または子会社等の業務執行者

４．上記１．、２．及び３．に掲げる者の配偶者または二親等以内の親族

５．その他、実質的な利益相反が生じるおそれがある者

（注１）現に所属している業務執行取締役、執行役、執行役員その他これらに準じる者及び使用人（以下、「業

務執行者」という。）及び過去に当社グループに所属したことがある業務執行者をいう。なお、社外監

査役においては、非業務執行取締役を含む。

（注２）総議決権の10%以上の株式を保有する者

 

⑥定款で取締役の定数または取締役の資格制限について定めた場合の、その内容

　当社は、取締役の員数を12名以内とする旨定款に定めております。

⑦取締役の選解任の決議要件につき、会社法と異なる別段の定めをした場合の、その理由

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、及びその選任決議は累積投票によらないものとする旨を定款に定めて

おります。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを

目的とするものであります。

⑧株主総会決議事項を取締役会で決議できることとした場合の、その事項及びその理由

　当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めのある場合を除き、

株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨定款に定めております。これは剰余金の配当等を取締役会の

権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的としたものであります。

⑨株主総会の特別決議要件を変更した場合の、その事項及びその理由

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の

議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。こ

れは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするも

のであります。
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⑩その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

　当社は、2000年１月に日本企業としては初めて、米国ネバダ州のゲーミング機器製造・販売ライセンスを取得し、

現在では北米、豪州、アジア等、世界の主要なゲーミング市場におけるライセンスを取得しております。ゲーミング

機器製造・販売ライセンスは厳しい審査、特に厳格なコンプライアンス順守を継続的に求められるため、これらを維

持していくためには、グループ社員全員にコンプライアンスの重要性を徹底周知させていく努力が必要であります。

　すべてのステークホルダーからの信頼を獲得できるよう、今後も引き続きグローバル・スタンダードを意識した経

営を進めてまいります。

⑪役員報酬等

イ．当連結会計年度における当社の取締役及び監査役に対する報酬等の額

役員区分 基本報酬（百万円） 支給人数（人）

取締役（社外取締役を除く） 300 7

監査役（社外監査役を除く） 15 1

社外役員 81 7

(注)　取締役及び監査役に対して基本報酬以外の報酬の支払いはありません。（賞与、ストックオプション等はありま

せん。）

ロ．連結報酬等の総額が１億円以上である取締役及び監査役

　該当事項はありません。

ハ．役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針

　取締役の報酬は、株主総会の決議により決定した取締役報酬総額の上限の範囲内で、取締役会の決議により決

定しております。個々の報酬額については、業績動向等を勘案の上、代表権の有無、役位、役割・責任範囲、常

勤・非常勤を考慮し、実績、経営に関する貢献度を評価して決定しております。

　監査役の報酬は、株主総会の決議により決定した監査役報酬総額の上限の範囲内で、監査役の協議により決定

しております。

　なお、退職慰労金制度につきましては、取締役においては2000年６月23日開催の第28回定時株主総会終結の時

をもって、監査役においては2003年６月19日開催の第31回定時株主総会終結の時をもって、それぞれ廃止してお

ります。

⑫株式の保有状況

当社及び連結子会社のうち、投資株式の貸借対照表計上額（投資株式計上額）が最も大きい会社（最大保有会社）

である当社及び株式会社コナミアミューズメントについては、以下のとおりであります。

当社

イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

２銘柄　632百万円

ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、保有区分、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

前事業年度

特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

株式会社テレビ東京ホールディングス 118,900 303 事業上の取引関係構築・維持

 

当事業年度

特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

株式会社テレビ東京ホールディングス 118,900 332 事業上の取引関係構築・維持
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株式会社コナミアミューズメント

イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

４銘柄　398百万円

ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、保有区分、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

前事業年度

特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

株式会社ゲームカード・ジョイコホー

ルディングス
200,000 251 事業上の取引関係構築・維持

 

当事業年度

特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

株式会社ゲームカード・ジョイコホー

ルディングス
200,000 318 事業上の取引関係構築・維持
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（2）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 102 － 102 6

連結子会社 27 － 27 －

計 129 － 129 6

 

②【その他重要な報酬の内容】

当社の監査公認会計士等であるＰｗＣあらた有限責任監査法人は、プライスウォーターハウスクーパースの日本

におけるメンバーファームであります。当社及び子会社は、各国のプライスウォーターハウスクーパースのメン

バーファームに対して、監査契約に基づく監査証明業務に係る報酬や、税務申告書の作成及び税務コンサルティン

グ業務等に係る報酬を支払っております。

当社及び子会社が、前連結会計年度中に各国のプライスウォーターハウスクーパースのメンバーファーム（Ｐｗ

Ｃあらた有限責任監査法人を除く）に対し支払った監査証明業務及びその他のサービスに係る報酬の額は、それぞ

れ152百万円及び20百万円であります。

当社及び子会社が、当連結会計年度中に各国のプライスウォーターハウスクーパースのメンバーファーム（Ｐｗ

Ｃあらた有限責任監査法人を除く）に対し支払った監査証明業務及びその他のサービスに係る報酬の額は、それぞ

れ163百万円及び49百万円であります。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前連結会計年度）

該当事項はありません。

（当連結会計年度）

監査公認会計士等の当社に対する非監査業務の内容は、国際会計基準に関するアドバイザリー業務であります。

 

④【監査報酬の決定方針】

当社は、監査における品質の維持・向上を図るとともに、効率的な監査が行われることが重要であると考えてお

り、当社の監査公認会計士等に対する監査報酬については、当社及び子会社の事業内容や事業規模、監査日数等を

考慮の上、決定しております。

また、監査公認会計士等との監査契約を締結する際には、当社監査役会に事前に承認を得た上で実施することと

しております。
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第５【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について
(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下、「連結財務諸表規則」という。）第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特定会社」の要件を満たす

ことから、第93条の規定により、国際会計基準（以下、「IFRS」という。）に準拠して作成しております。

　なお、連結財務諸表の記載金額は、百万円未満の端数を四捨五入して表示しております。

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以

下、「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、財務諸表の金額の記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。

　なお、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しており

ます。

 

２　監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（2017年４月１日から2018年３月31日

まで）の連結財務諸表及び事業年度（2017年４月１日から2018年３月31日まで）の財務諸表について、ＰｗＣあら

た有限責任監査法人により監査を受けております。

 

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組み及びIFRSに基づいて連結財務諸表を適正

に作成することができる体制の整備について
　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組み及びIFRSに基づいて連結財務諸表を適正に作成

することができる体制の整備を行っております。その内容は以下のとおりであります。

 

(1) 会計基準等の内容を適切に把握し、連結財務諸表等を適正に作成できる体制を整備するため、公益財団法人財

務会計基準機構等の団体へ加入しております。また、公益財団法人財務会計基準機構や監査法人等が主催する研

修・セミナー等への参加や会計専門誌の定期購読等を行っております。

 

(2) IFRSの適用については、国際会計基準審議会が公表するプレスリリースや基準書を随時入手し、最新の基準の

把握を行っております。また、会計基準の変更等に的確に対応することができる体制を整備するために、IFRSに

関する十分な知識を有した従業員を配置するとともに、社内勉強会を実施し、社内における専門知識の蓄積に努

めております。
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１【連結財務諸表等】

（1）【連結財務諸表】

①【連結財政状態計算書】

（単位：百万円）
 

 
注記
番号

前連結会計年度
（2017年３月31日）

当連結会計年度
（2018年３月31日）

資産    

流動資産    

現金及び現金同等物 5,22 134,743 154,485

営業債権及びその他の債権 6,22 25,951 26,092

棚卸資産 7 7,430 6,840

未収法人所得税 18 846 714

その他の流動資産 13,22 5,978 7,541

流動資産合計  174,948 195,672

非流動資産    

有形固定資産 8,10 75,598 79,077

のれん及び無形資産 9 34,774 36,870

持分法で会計処理されている投資 11 2,798 3,034

その他の投資 12,22 1,266 1,313

その他の金融資産 13,22 22,362 22,578

繰延税金資産 18 22,335 21,951

その他の非流動資産  3,063 2,613

非流動資産合計  162,196 167,436

資産合計  337,144 363,108
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（単位：百万円）

 
注記
番号

前連結会計年度
（2017年３月31日）

当連結会計年度
（2018年３月31日）

負債及び資本    

負債    

流動負債    

社債及び借入金
14,22

,28
10,607 11,903

その他の金融負債
10,17

,22,28
4,007 3,876

営業債務及びその他の債務 15,22 25,852 31,252

未払法人所得税 18 2,745 7,599

その他の流動負債 16,19 13,635 14,660

流動負債合計  56,846 69,290

非流動負債    

社債及び借入金
14,22

,28
19,678 14,744

その他の金融負債
10,17

,22,28
14,633 13,105

引当金 16 8,106 9,109

繰延税金負債 18 0 －

その他の非流動負債 19 2,689 2,321

非流動負債合計  45,106 39,279

負債合計  101,952 108,569

資本    

資本金 20 47,399 47,399

資本剰余金 20 74,426 74,426

自己株式 20 △21,304 △21,321

その他の資本の構成要素 26 2,157 610

利益剰余金 20 131,763 152,668

親会社の所有者に帰属する持分合計  234,441 253,782

非支配持分  751 757

資本合計  235,192 254,539

負債及び資本合計  337,144 363,108
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

（単位：百万円）
 

 
注記
番号

前連結会計年度
（自　2016年４月１日
至　2017年３月31日）

当連結会計年度
（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

売上高及び営業収入    

製品売上高  90,787 89,606

サービス及びその他の収入  139,135 149,891

売上高及び営業収入合計 4 229,922 239,497

売上原価    

製品売上原価  △46,813 △42,415

サービス及びその他の原価  △94,378 △99,810

売上原価合計 23 △141,191 △142,225

売上総利益  88,731 97,272

販売費及び一般管理費 23 △45,107 △49,025

その他の収益及びその他の費用 24 △7,265 △3,066

営業利益  36,359 45,181

金融収益 25 199 153

金融費用 25 △1,305 △917

持分法による投資利益  268 292

税引前利益  35,521 44,709

法人所得税 18 △9,544 △14,203

当期利益  25,977 30,506

当期利益の帰属：    

親会社の所有者  25,951 30,507

非支配持分  26 △1

 

 
注記
番号

前連結会計年度
（自　2016年４月１日
至　2017年３月31日）

当連結会計年度
（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

１株当たり当期利益

（親会社の所有者に帰属）
   

基本的 27 191.89円 225.59円

希薄化後 27 189.08円 222.21円

 

EDINET提出書類

コナミホールディングス株式会社(E01956)

有価証券報告書

 51/113



【連結包括利益計算書】

（単位：百万円）
 

 
注記
番号

前連結会計年度
（自　2016年４月１日
至　2017年３月31日）

当連結会計年度
（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

当期利益  25,977 30,506

その他の包括利益    

純損益に振り替えられる可能性のある項目    

在外営業活動体の換算差額 26 △253 △1,612

売却可能金融資産の公正価値の純変動 26 2 66

持分法適用会社におけるその他の包括利

益に対する持分
26 1 △1

純損益に振り替えられる可能性のある項目

合計
 △250 △1,547

その他の包括利益合計  △250 △1,547

当期包括利益  25,727 28,959

当期包括利益の帰属：    

親会社の所有者  25,701 28,960

非支配持分  26 △1
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③【連結持分変動計算書】

（単位：百万円）
 

 
注記
番号

親会社の所有者に帰属する持分

非支配
持分

資本合計
資本金

資本
剰余金

自己株式
その他の
資本の
構成要素

利益
剰余金

合計

2016年４月１日残高  47,399 74,426 △21,284 2,407 109,802 212,750 725 213,475

当期利益      25,951 25,951 26 25,977

その他の包括利益     △250  △250  △250

当期包括利益合計  － － － △250 25,951 25,701 26 25,727

自己株式の取得 20   △20   △20  △20

自己株式の処分 20  0 0   0  0

配当金 21     △3,990 △3,990  △3,990

所有者との取引額合計  － 0 △20 － △3,990 △4,010 － △4,010

2017年３月31日残高  47,399 74,426 △21,304 2,157 131,763 234,441 751 235,192

当期利益      30,507 30,507 △1 30,506

その他の包括利益     △1,547  △1,547 △0 △1,547

当期包括利益合計  － － － △1,547 30,507 28,960 △1 28,959

自己株式の取得 20   △17   △17  △17

自己株式の処分 20  0 0   0  0

配当金 21     △9,602 △9,602  △9,602

子会社の増加による変動        7 7

所有者との取引額合計  － 0 △17 － △9,602 △9,619 7 △9,612

2018年３月31日残高  47,399 74,426 △21,321 610 152,668 253,782 757 254,539
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

（単位：百万円）
 

 
注記
番号

前連結会計年度
（自　2016年４月１日
至　2017年３月31日）

当連結会計年度
（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー    

当期利益  25,977 30,506

減価償却費及び償却費  16,286 12,490

減損損失  6,401 3,132

受取利息及び受取配当金  △195 △149

支払利息  940 824

固定資産除売却損益(△)  538 62

持分法による投資損益(△)  △268 △292

法人所得税  9,544 14,203

営業債権及びその他の債権の純増(△)減  △2,355 △731

棚卸資産の純増(△)減  1,954 610

営業債務及びその他の債務の純増減(△)  1,521 2,542

前払費用の純増(△)減  84 △379

前受収益の純増減(△)  388 1,449

その他  △1,475 △783

利息及び配当金の受取額  166 151

利息の支払額  △953 △811

法人所得税の支払額  △14,794 △8,844

営業活動によるキャッシュ・フロー  43,759 53,980

投資活動によるキャッシュ・フロー    

資本的支出  △14,969 △17,631

差入保証金の純増(△)減  1,192 393

定期預金の純増(△)減  143 △1,295

その他  19 49

投資活動によるキャッシュ・フロー  △13,615 △18,484

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金(3ヶ月以内)の純増減(△) 28 1,134 △1,121

短期借入れ(3ヶ月超)による収入 28 12,846 12,894

短期借入れ(3ヶ月超)の返済による支出 28 △17,386 △10,098

社債の償還による支出 14,28 － △5,000

リース債務の元本返済による支出 28 △2,011 △1,866

配当金の支払額 21 △3,984 △9,590

その他  △19 △17

財務活動によるキャッシュ・フロー  △9,420 △14,798

現金及び現金同等物に係る為替変動の影響額  112 △956

現金及び現金同等物の純増減額  20,836 19,742

現金及び現金同等物の期首残高 5 113,907 134,743

現金及び現金同等物の期末残高 5 134,743 154,485
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【連結財務諸表注記】

 

１．報告企業

 

　コナミホールディングス株式会社(以下、当社)は日本に所在する企業であります。

　当社の連結財務諸表は、当社及び子会社(以下、当社グループ)並びに関連会社に対する持分により構成されておりま

す。

　当社グループは、主としてデジタルエンタテインメント事業、アミューズメント事業、ゲーミング＆システム事業及

び健康サービス事業等の事業を行っております。

　各事業の内容については、「注記４．セグメント情報」に記載しております。

 

２．作成の基礎

 

(1) 連結財務諸表がIFRSに準拠している旨の記載

　当社グループの連結財務諸表は、国際会計基準審議会によって公表されたIFRSに準拠して作成しております。当社

グループは、連結財務諸表規則第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特定会社」の要件を全て満たしているため、

同第93条の規定を適用しております。

 

(2) 測定の基礎

　連結財務諸表は、「注記３．重要な会計方針」に記載している通り、公正価値で測定している金融商品等を除き、

取得原価を基礎として作成されております。

 

(3) 機能通貨及び表示通貨

　当社グループ各社の財務諸表に含まれる項目は、当社グループ各社がそれぞれ営業活動を行う主たる経済環境の通

貨(以下、機能通貨)を用いて測定しております。連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円を表示通貨としてお

り、百万円未満を四捨五入して表示しております。

 

(4) 見積り及び判断の利用

　IFRSに準拠した連結財務諸表の作成において、経営者は、見積り及び判断を利用しております。経営者による判断

並びに将来に関する仮定及び見積りの不確実性は、連結財務諸表の報告日の資産、負債の金額及び偶発資産、偶発負

債の開示、並びに収益及び費用として報告した金額に影響を与えます。

　見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直されます。会計上の見積りの見直しによる影響は、見積りを見直し

た会計期間及び影響を受ける将来の会計期間において認識されます。

　経営者が行った連結財務諸表の金額に重要な影響を与える見積り及び判断は以下のとおりであります。

・収益認識(注記３．重要な会計方針(14)収益)

・繰延税金資産の認識(注記18．法人所得税)

・有形固定資産、のれん及び無形資産の減損(注記３．重要な会計方針(9)減損②非金融資産、注記８．有形固定資

産及び注記９．のれん及び無形資産)

 

(5）表示方法の変更

（連結キャッシュ・フロー計算書）

　前連結会計年度において、独立掲記しておりました「財務活動によるキャッシュ・フロー」の「自己株式の取得に

よる支出」は、金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度においては「その他」に含めて表示しておりま

す。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の

「自己株式の取得による支出」に表示していた△20百万円は、「その他」として組み替えております。

 

(6）新基準の早期適用

　早期適用した基準書等はありません。
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(7）未適用の公表済み基準書及び解釈指針

　連結財務諸表の承認日までに新設または改訂が行われた新基準書及び新解釈指針のうち、2018年３月31日現在にお

いて当社グループが適用していない主なものは、以下のとおりであります。2019年３月期に適用する基準書が当社グ

ループの連結財務諸表に与える影響は軽微であると見積もっております。2020年３月期以降に適用する基準書が当社

グループの連結財務諸表に与える影響は検討中であり、現時点で見積ることはできません。

基準書 基準名
強制適用時期

（以降開始年度）
当社グループ
適用年度

新設・改訂の概要

IFRS第15号
顧客との契約から

生じる収益
2018年１月１日 2019年３月期

収益認識の会計処理に使用する単一のフ

レームワークの提示

IFRS第９号 金融商品 2018年１月１日 2019年３月期 金融商品の分類、測定及び認識に係る改訂

IFRS第16号 リース 2019年１月１日 2020年３月期 リース会計に関する改訂

 

３．重要な会計方針

 

(1) 連結の基礎

①子会社

　子会社とは、当社グループにより支配されている企業をいいます。企業への関与により生じる変動リターンに対す

るエクスポージャーまたは権利を有し、かつ、企業に対するパワーによりそのリターンに影響を及ぼす能力を有して

いる場合、当社グループはその企業を支配しております。

　子会社の財務諸表は、支配を獲得した日から支配を喪失する日までの間、当社グループの連結財務諸表に含まれて

おります。なお、子会社の会計方針は、当社グループが適用する会計方針と整合させるため、必要に応じて調整して

おります。

　当社グループの子会社に対する所有持分が変動した場合で、かつ、当社グループの当該子会社に対する支配が継続

する場合は、資本取引として非支配持分の修正額と支払対価または受取対価の公正価値との差額を資本に直接認識

し、親会社の所有者に帰属させております。支配を喪失した場合には、支配の喪失から生じた利得または損失は純損

益で認識しております。

　当社グループ企業間の債権債務残高及び取引、並びにグループ内取引によって発生した未実現損益は消去しており

ます。

 

②関連会社

　関連会社とは、当社グループがその財務及び経営方針に対して重要な影響力を有しているものの、支配または共同

支配はしていない企業をいいます。重要な影響力とは、投資先の財務及び営業の方針決定に参加するパワーである

が、当該方針に対する支配または共同支配ではないものをいいます。

　関連会社への投資は、持分法を用いて会計処理しており、取得時に取得原価で認識しております。当社グループの

投資には、取得時に認識したのれんが含まれております。

　連結財務諸表には、重要な影響力を有した日から喪失する日までの持分法適用会社の収益、費用及びその他の包括

利益の当社持分が含まれております。持分法適用会社の会計方針は、当社グループが適用する会計方針と整合させる

ため、必要に応じて調整しております。

　持分法適用会社との取引から発生した未実現利益は、被投資企業に対する当社グループ持分を上限として投資から

控除しております。

 

(2) 企業結合

　企業結合は取得法を用いて会計処理しております。

　のれんは、取得日時点で移転された対価、被取得企業の非支配持分の金額、及び段階取得の場合には取得日以前に

保有していた被取得企業の資本持分の取得日公正価値の合計額から、取得日における識別可能な取得資産及び引受負

債の純認識額(通常、公正価値)を控除した額として測定しております。この差額が負の金額である場合には、即時に

純損益で認識しております。

　現在の所有持分であり、清算時に企業の純資産に対する比例的な持分を保有者に与える非支配持分は、企業結合取

引ごとに公正価値もしくは被取得企業の識別可能純資産の認識金額に対する非支配持分の比例的な取り分で当初測定

しております。

　企業結合の当初の会計処理が、企業結合が発生した会計年度末までに完了していない場合には、完了していない項

目を暫定的な金額で報告し、取得日から１年以内の測定期間において、取得日に認識した暫定的な金額を遡及的に修

正しております。

　取得関連費用は発生した期間に費用として処理しております。
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　共通支配下における企業結合取引、すなわち、全ての結合企業または結合事業が最終的に企業結合の前後で同じ当

事者によって支配され、その支配が一時的なものではない企業結合取引については、帳簿価額に基づき会計処理して

おります。

 

(3) 外貨換算

①外貨建取引

　外貨建取引は、取引日における為替レートで当社グループの各機能通貨に換算しております。期末日における外貨

建貨幣性資産及び負債は、期末日の為替レートで機能通貨に再換算しております。公正価値で測定される外貨建非貨

幣性資産及び負債は、当該公正価値の算定日における為替レートで機能通貨に再換算しております。

　再換算及び決済により発生した換算差額は、その期間の純損益で認識しております。ただし、その他の包括利益を

通じて測定される金融資産から生じる換算差額については、その他の包括利益として認識しております。

 

②在外営業活動体

　在外営業活動体の資産及び負債は、取得により発生したのれん及び公正価値の調整額を含め、期末日の為替レート

で換算しております。また、在外営業活動体の収益及び費用は、為替レートが著しく変動している場合を除き、期中

の平均レートで換算しております。

　在外営業活動体の財務諸表の換算から生じる換算差額は、その他の包括利益で認識しており、「在外営業活動体の

換算差額」として「その他の資本の構成要素」に含めております。

　在外営業活動体の一部または全てを処分し、かつ支配、重要な影響力または共同支配を喪失する場合には、この在

外営業活動体に関連する換算差額の累積額は、処分に係る利得または損失の一部として純損益に振り替えておりま

す。

 

(4) 現金及び現金同等物

　現金及び現金同等物は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資から構成されております。

 

(5) 棚卸資産

　棚卸資産は、商品、製品、仕掛品、原材料及び貯蔵品から構成されております。

　棚卸資産については、取得原価と正味実現可能価額のうちいずれか低い額で測定しております。原価の算定は、平

均法を適用しております。

　正味実現可能価額は、通常の営業過程における予想販売価額から完成までに要する見積原価及び見積販売費用を控

除した額であります。

 

(6) 有形固定資産

①認識及び測定

　有形固定資産については、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した額で測定しております。

　取得原価には資産の取得に直接関連する費用、資産の解体及び除去費用、原状回復費用の当初見積額、並びに資産

計上の要件を満たす借入コストが含まれております。有形固定資産の構成要素の耐用年数が構成要素ごとに異なる場

合は、それぞれ別個の有形固定資産項目として計上しております。

 

②取得後の支出

　有形固定資産の取得後に発生した支出のうち、通常の修繕及び維持については発生時に費用として処理し、主要な

取替及び改良に係る支出については、その支出により将来当社グループに経済的便益がもたらされることが見込まれ

る場合に限り資産計上しております。

 

③減価償却

　減価償却費は、償却可能価額をもとに算定しております。償却可能価額は、資産の取得原価から残存価額を差し引

いて算出しております。

　減価償却については、有形固定資産の各構成要素の見積耐用年数にわたり、主に定額法に基づいております。定額

法を採用している理由は、これが資産によって生み出される将来の経済的便益の消費の想定パターンに最も近似して

いると考えられるためであります。

　リース資産は、リース契約の終了時までに当社グループが所有権を獲得することが合理的に確実な場合を除き、

リース期間または見積耐用年数のいずれか短い期間で償却しております。なお、土地は償却しておりません。

　主な有形固定資産の見積耐用年数は、建物及び構築物が10年から50年、工具器具備品が２年から20年であります。

　減価償却方法、耐用年数及び残存価額は、期末日に見直しを行い、必要に応じて改定しております。
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(7) のれん及び無形資産

①のれん

(ⅰ) 当初認識

　子会社の取得により生じたのれんは、「のれん及び無形資産」に計上しております。当初認識時におけるのれ

んの測定については、「(2）企業結合」に記載しております。

(ⅱ) 当初認識後の測定

　のれんは、取得価額から減損損失累計額を控除して測定しております。のれんは償却を行わず、毎年同時期及

び減損の兆候がある場合にはその都度、減損テストを行っております。

 

②企業結合により取得した無形資産

　企業結合により取得し、のれんとは区分して認識したトレードマーク、メンバーシップ、パテント及び商品化契約

等の無形資産は取得日の公正価値で計上しております。

　その後は、取得原価から償却累計額及び減損損失累計額を差し引いて測定しております。

 

③開発資産

　新しい科学的または技術的知識の獲得のために行われる研究活動に対する支出は、発生時に費用計上しておりま

す。開発活動に対する支出は、当該資産を完成させることが技術的に実行可能であり、将来の経済的便益を得られる

可能性が高く、信頼性をもって測定可能であり、完成後に使用または売却する意図、能力及び資源を有する場合にの

み、資産計上しております。

　開発資産の当初認識額は、資産計上の要件をすべて満たした日から、開発完了までに発生した支出の合計額で測定

しております。当初認識後、開発資産は、取得原価から償却累計額及び減損損失累計額を差し引いて測定しておりま

す。

 

④その他の無形資産

　当社グループが取得した無形資産で耐用年数を確定できるものについては、取得価額から償却累計額及び減損損失

累計額を控除して測定しております。

 

⑤償却

　償却費は、資産の取得原価から残存価額を差し引いた額に基づいております。

　耐用年数を確定できる無形資産は、見積耐用年数にわたって定額法により償却しており、減損の兆候がある場合に

は減損テストを行っております。定額法を採用している理由は、これが資産によって生み出される将来の経済的便益

の消費の想定パターンに最も近似していると考えられるためであります。主な耐用年数を確定できる無形資産は、以

下のとおりであります。

・開発資産等 ５年未満

・パテント及び商品化契約 ３－20年

 

　償却方法、耐用年数及び残存価額は、期末日に見直しを行い、必要に応じて改定しております。

　トレードマーク及びメンバーシップ等耐用年数を確定できない無形資産または未だ使用可能ではない無形資産は償

却を行わず、毎年同時期及び減損の兆候がある場合にはその都度、減損テストを行っております。

 

(8) リース

　当社グループは、リース契約開始時に、その契約がリースであるか否か、またはその契約にリースが含まれている

か否かを判断しております。契約の実質は、契約の履行が特定の資産または資産グループの使用に依存しているか、

及びその契約により当該資産を使用する権利が与えられるかに基づき判断しております。

 

①ファイナンス・リース

　契約により、当社グループが実質的に全てのリスク及び経済的便益を享受するリースは、ファイナンス・リースと

して分類しております。リース資産は公正価値または最低支払リース料総額の現在価値のいずれか小さい額で当初測

定しております。当初測定後は、その資産に適用される会計方針に基づいて会計処理しております。

　ファイナンス・リースにおける最低支払リース料総額は、金融費用と債務残高の減少に配分しております。金融費

用は、債務残高に対して一定の利率となるように、リース期間にわたって各期間に配分しております。

　また、変動リース料は発生した期間において費用として認識しております。
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②オペレーティング・リース

　ファイナンス・リース以外のリースはオペレーティング・リースとなり、当該リース資産は、当社グループの連結

財政状態計算書に計上されておりません。

　オペレーティング・リースにおける支払額は、リース期間にわたって定額法により純損益で認識しております。

　また、変動リース料は発生した期間において費用として認識しております。

 

(9) 減損

①非デリバティブ金融資産

　「純損益を通じて公正価値で測定する金融資産」に分類されない金融資産については、報告期間の末日ごとに減損

している客観的証拠の有無を検討しております。金融資産については、客観的な証拠によって損失事象が当該資産の

当初認識後に発生したことが示され、かつ当該損失事象によってその金融資産の見積将来キャッシュ・フローにマイ

ナスの影響が及ぼされることが信頼性をもって見積れる場合に減損していると判定しております。

　金融資産が減損していることを示す客観的な証拠には、債務者による支払不履行または滞納、当社グループが債務

者に対して、そのような状況でなければ実施しなかったであろう条件で行った債権の回収期限の延長、債務者または

発行企業が破産する兆候、活発な市場の消滅等が含まれております。

　売却可能金融資産については、その公正価値が著しく下落している、または長期にわたり取得原価を下回っている

ことも、減損の客観的証拠に含まれます。

 

(ⅰ) 償却原価で測定する金融資産

　当社グループは、金融資産の減損の客観的な証拠を、個別に重要な金融資産については個々に、個別に重要で

ない金融資産については集団的に検討しております。

　償却原価で測定される金融資産の減損損失は、その帳簿価額と当該資産の当初の実効金利で割り引いた将来

キャッシュ・フローの見積りの現在価値との差額として測定し、貸倒引当金勘定を通じて、純損益で認識してお

ります。その後、当該資産の回収不能が確定した場合には、貸倒引当金を帳簿価額から直接減額しております。

減損損失認識後に減損損失の額が減少したことを示す客観的な証拠が発生した場合には、減損損失を戻入れ、純

損益として認識しております。

 

(ⅱ) 売却可能金融資産

　売却可能金融資産の減損損失は、資本の構成要素である「売却可能金融資産の公正価値の純変動」に計上して

いた累積損失を純損益に振り替えて認識しております。その他の包括利益から純損益に振り替えられる累積損失

額は、取得原価と現在の公正価値との差額から、過去に純損益として認識済みの減損損失を控除した額となりま

す。負債性金融商品については、減損損失認識後に減損損失の額が減少したことを示す客観的な証拠が発生した

場合には、減損損失を戻入れ、純損益として認識しております。

 

(ⅲ) 持分法適用会社に対する投資

　関連会社の持分取得に伴い生じたのれんは、当該投資の帳簿価額に含められており、持分法で会計処理されて

いる投資全体に関して減損テストを行っております。当社グループは、期末日において、関連会社に対する投資

が減損しているということを示す客観的な証拠があるか否かを評価しております。投資が減損していることを示

す客観的証拠がある場合、投資の回収可能価額(使用価値と処分費用控除後の公正価値のいずれか高い方)と帳簿

価額を比較することにより、減損テストを行っております。過去の期間に認識された減損損失は、過去の減損損

失計上後、投資の回収可能価額の決定に使用された見積りの変更があった場合にのみ、戻入れております。その

場合、投資の帳簿価額は、減損損失の戻入れにより、回収可能価額まで増額しております。

 

②非金融資産

　棚卸資産及び繰延税金資産を除く、当社グループの非金融資産の帳簿価額は、期末日ごとに減損の兆候の有無を判

断しております。減損の兆候がある場合は、当該資産の回収可能価額に基づく減損テストを行っております。のれん

及び耐用年数を確定できない無形資産については、回収可能価額を毎年同時期及び減損の兆候がある場合にはその都

度、減損テストを行っております。

　資産または資金生成単位の回収可能価額は、使用価値と処分費用控除後の公正価値のうちいずれか大きい方の金額

としております。使用価値の算定において、見積将来キャッシュ・フローは、貨幣の時間的価値及び将来キャッ

シュ・フローの見積りにおいて考慮されていない当該資産に固有のリスクを反映した税引前の割引率を用いて現在価

値に割り引いております。

　減損テストにおいて、個別に回収可能価額の見積りが可能でない資産は、継続的な使用により他の資産または資産

グループのキャッシュ・インフローから、概ね独立したキャッシュ・インフローを生み出す最小の資金生成単位に統

合しております。企業結合により取得したのれんは、結合のシナジーから便益を得ると見込まれる資金生成単位に配

分しており、当該資金生成単位は内部報告目的で管理されている最小の単位で、事業セグメントの範囲内となってお
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ります。全社資産は独立したキャッシュ・インフローを生み出していないため、全社資産に減損の兆候がある場合

は、当該全社資産が帰属する資金生成単位の回収可能価額に基づき減損テストを行っております。

　減損損失は、資産または資金生成単位の帳簿価額が回収可能価額を超過する場合には純損益として認識しておりま

す。資金生成単位に関連して認識した減損損失は、まずその単位に配分されたのれんの帳簿価額を減額するように配

分し、次に当該資金生成単位内のその他の資産の帳簿価額に比例的に配分しております。

　のれんに関連する減損損失は戻入れません。その他の資産については、過去に認識した減損損失が各期末日におい

てもはや存在しないか、または、減少している可能性を示す兆候の有無を評価しております。減損の戻入れの兆候が

あり、回収可能価額の決定に使用した見積りが変化した場合は、減損損失を戻入れております。減損損失の戻入れ後

の帳簿価額は、減損損失を認識しなかった場合の帳簿価額から必要な減価償却費または償却費を控除した後の帳簿価

額を超えない金額を上限としております。

 

(10) 従業員給付

　当社及び一部の子会社では、確定拠出型年金制度を採用しております。確定拠出型年金制度は、雇用主が一定額の

掛金を他の独立した企業に拠出し、その拠出額以上の支払について法的または推定的債務を負わない退職後給付制度

であります。確定拠出型年金制度の拠出は、従業員がサービスを提供した期間に費用として認識しております。

　給与、賞与及び年次有給休暇等の短期従業員給付については、勤務の対価として支払うと見込まれる金額を、従業

員が勤務を提供した時に費用として認識しています。

 

(11) 引当金

　引当金は、過去の事象の結果として、当社グループが現在の法的または推定的債務を有しており、当該債務を決済

するために経済的便益をもつ資源の流出が必要となる可能性が高く、当該債務の金額について信頼性のある見積りが

できる場合に、認識しております。

　貨幣の時間的価値の影響が重要である場合、引当金は当該負債に固有のリスクを反映させた割引率を用いた現在価

値により測定しております。

　資産除去債務については、資産の解体及び除去費用、並びに原状回復費用に関して引当金を認識するとともに、当

該資産の取得原価に加算しております。将来の見積費用及び適用された割引率は毎年見直され、修正が必要と判断さ

れた場合は、会計上の見積りの変更として処理しております。

 

(12) 金融商品

　当社グループは、非デリバティブ金融資産を、貸付金及び債権と売却可能金融資産の各区分に分類しております。

また、非デリバティブ金融負債を、償却原価で測定される金融負債の区分に分類しております。

 

①非デリバティブ金融資産及び非デリバティブ金融負債－認識及び認識の中止

　当社グループは、貸付金及び債権を、これらの発生日に当初認識しております。その他の全ての金融資産及び金融

負債は取引日に当初認識しております。

　金融資産から生じるキャッシュ・フローに対する契約上の権利が失効した場合、または、当該金融資産の所有に係

るリスク及び便益を実質的に全て移転する取引において、金融資産から生じるキャッシュ・フローを受け取る契約上

の権利を移転する場合に、当該金融資産の認識を中止しております。

　金融負債は、契約上の義務が免責、取消、または失効となった場合に、認識を中止しております。

 

②非デリバティブ金融資産－測定

(ⅰ) 貸付金及び債権

　支払額が固定または決定可能な非デリバティブ金融資産のうち、活発な市場での公表価格がない金融資産は、

貸付金及び債権に分類しております。

　貸付金及び債権は、当初認識時に公正価値に金融資産の取得に直接起因する取引コストを加味した金額で測定

しております。当初認識後は、実効金利法による償却原価から減損損失を控除した金額で測定し、償却額は金融

収益として純損益で認識しております。

 

(ⅱ) 売却可能金融資産

　デリバティブ以外の金融資産のうち、当初認識時に売却可能に指定されたもの、または他のいずれにも分類さ

れない金融資産は、売却可能金融資産に分類されております。

　売却可能金融資産は、当初認識時に公正価値に金融資産の取得に直接起因する取引コストを加味した金額で測

定しております。当初認識後は、期末日の公正価値で測定し、公正価値の変動額をその他の包括利益の「売却可

能金融資産の公正価値の純変動」として認識しております。

　売却可能金融資産の認識を中止した場合、その他の包括利益に計上されている累積損益は純損益に振り替えら

れます。
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③非デリバティブ金融負債－測定

　非デリバティブ金融負債は、当初認識時に公正価値から金融負債の発行に直接帰属する取引費用を控除した金額で

測定しております。当初認識後は、これらの金融負債は実効金利法を用いて償却原価で測定し、償却額は金融費用と

して純損益で認識しております。

 

④複合金融商品

　複合金融商品の負債部分は、当初認識時において、資本への転換オプションがない類似の負債の公正価値により測

定しております。資本部分は、当初認識時において、当該金融商品全体の公正価値から負債部分の公正価値を控除し

た金額で測定しております。直接取引費用は負債部分と資本部分の当初の帳簿価額の比率に応じて配分しておりま

す。

　当初認識後は、複合金融商品の負債部分は実効金利法を用いた償却原価により測定しております。複合金融商品の

資本部分については、当初認識後は再測定を行っておりません。

　負債部分に関する利息は、金融費用として純損益で認識しております。転換時には、負債部分は資本に振り替え、

利得又は損失は認識しておりません。

 

⑤デリバティブ及びヘッジ活動

　当社グループは、定期的に為替変動リスクを管理するため、先物為替予約のデリバティブを利用する場合がありま

す。

　デリバティブは公正価値で当初認識し、デリバティブの取得に直接起因する取引コストは発生時に純損益として認

識しております。当初認識後は、デリバティブは公正価値で測定し、その変動は純損益に計上しております。

　なお、当社グループは、ヘッジ会計は適用しておりません。

 

(13) 資本

①普通株式

　当社グループが発行した資本性金融商品の発行に直接関連する費用は、税効果考慮後の金額を資本の控除項目とし

て認識しております。

 

②自己株式

　自己株式を取得した場合は、税効果考慮後の支払対価（株式の取得に直接起因する取引コストを含む）を、資本の

控除項目として認識しております。自己株式の購入、売却、発行または消却時において、いかなる利得及び損失も純

損益として認識しておりません。なお、帳簿価額と売却対価との差額は、資本剰余金として認識しております。

 

(14) 収益

　当社グループは、受領した対価または提供した商品及びサービスに対する債権の公正価値から、売上関連の税金を

控除した金額で収益を測定しております。

 

　物品の販売からの収益は、以下の条件が全て満たされた時に認識しております。

・重要なリスク及び経済価値を企業が買手に移転したこと

・販売された物品に対して継続的な管理上の関与も実質的な支配も保持しないこと

・収益の額を信頼性をもって測定できること

・経済的便益が企業に流入する可能性が高いこと

・発生する原価を信頼性をもって測定できること

 

　サービスの提供による収入は、取引の成果を信頼性を持って見積もることができる場合に、期末日現在の取引の進

捗度に応じて収益を認識しております。取引の成果は、次のすべての条件が満たされる場合には、信頼性をもって見

積ることができます。

・収益の額を信頼性をもって測定できること

・取引に関する経済的便益が企業に流入する可能性が高いこと

・取引の進捗度を期末日において信頼性をもって測定できること

・取引について発生した原価及び取引の完了に関する原価を信頼性をもって測定できること
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　当社グループの収益の主要な区分におけるそれぞれの収益認識基準、複数要素取引、収益の総額表示と純額表示に

関する基準は以下のとおりであります。

 

①製品売上高

　当社グループは、家庭用ゲーム及びその他の製品、アミューズメントマシン及び関連装置、ゲーミング機器及びカ

ジノマネジメントシステム等を含む製品の販売を行っており、これらの製品を顧客に引き渡した時点、あるいは顧客

の検収時点で収益を認識しております。

　当社グループは、通常、明らかに瑕疵が存在する時以外は、製品の交換または返品を認めておりませんが、ある限

られた状況において返品を認めることがあります。また、返品や値引きを行う可能性が高く、その金額を合理的に見

積ることが可能な場合は、当該見積額を収益の額から控除しております。

 

②サービス及びその他の収入

　当社グループのサービス及びその他の収入には、モバイルゲーム等のゲームコンテンツサービス収入のほか、ス

ポーツクラブの会費収入等が含まれております。

　モバイルゲームにおける当該ゲーム上で提供されるアイテムについては、アイテムを販売した時点では収益を繰り

延べており、アイテムの性質に応じて、顧客のアイテムの利用時点または見積利用期間にわたり、サービスの提供が

完了したと判断された場合に収益を認識しております。

　スポーツクラブの収入は、主に会員からの毎月の会費からなっており、サービスを提供した期間に収益を認識して

おります。

 

③複数要素取引

　当社グループは、製品及びサービスに関する様々な構成要素からなる契約を締結しております。これらの構成要素

が以下の要件を満たす場合、当社グループは公正価値の割合に基づき取引対価を各構成要素に配分し、構成要素ごと

に収益を認識しております。

・各構成要素がそれ単体で顧客にとって価値があること

・各構成要素の公正価値が信頼性をもって測定できること

　上記の要件を満たさない場合には、未提供の製品またはサービスの全てが提供されるまで、全体を１つの会計単位

として収益を繰り延べております。

　デジタルエンタテインメント事業において、オンライン対戦機能をもったパッケージソフトウェアの販売を行って

おります。当該取引は複数要素取引として各構成要素が顧客に対し単独の価値があり、公正価値が信頼性をもって測

定できない場合、収益全体を１つの会計単位として認識し、見積利用期間にわたり定額で収益を認識しております。

　また、アミューズメント事業において、アミューズメントマシン及び多数のアミューズメント施設をネットワーク

で結ぶサービスやユーザーのプレイ料金を顧客(アミューズメント施設運営者)とシェアするサービスの販売を行って

おり、これらを複数要素取引として識別しております。これらの複数要素取引に含まれるそれぞれの構成要素は顧客

に対して単独で価値があり、公正価値が信頼性をもって測定できるため、個別の会計単位として認識しており、顧客

の検収時点またはサービスの提供完了時点で収益として認識しております。

 

④収益の総額表示と純額表示

　収益を総額表示とするか純額表示とするかの判定に際しては、契約ごとに、以下の指標を考慮して、当社グループ

が取引の当事者であるか、代理人であるかを判断しております。

・顧客に対する財及びサービスの提供、または注文の履行について、第一義的な責任を有しているか

・顧客による発注の前後や輸送中、または返品の際に、在庫リスクを負っているか

・価格決定の自由を、直接または間接に有しているか

・顧客に対する債権について、顧客の信用リスクを負担しているか

　当社グループが取引の当事者であると判断した場合には、当該取引に関する収益を総額で表示し、代理人であると

判断した場合には、当該取引に関する収益を純額で計上しております。

 

(15) 金融収益及び金融費用

　金融収益は、主として受取利息、受取配当金、為替差益及び売却可能金融資産の売却益等から構成されておりま

す。受取利息は、実効金利法により発生時に認識しております。受取配当金は、当社グループの受領権が確定した日

に認識しております。

　金融費用は、主として支払利息、為替差損及び売却可能金融資産の売却損等から構成されております。支払利息

は、実効金利法により発生時に認識しております。
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(16) 法人所得税

　法人所得税費用は当期税金と繰延税金から構成されております。これらは、その他の包括利益または資本で直接認

識する項目から生じる場合、及び企業結合から生じる場合を除き、純損益で認識しております。

　当期税金は税務当局から還付もしくは税務当局に対する納付が予想される金額で測定され、税額の算定に使用する

税率または税法は、期末日までに制定もしくは実質的に制定されているものであります。

　繰延税金資産及び繰延税金負債は、資産及び負債の会計上の帳簿価額と税務基準額との差額である一時差異、税務

上の繰越欠損金及び繰越税額控除について認識しており、期末日までに制定もしくは実質的に制定されている税率及

び税法に基づいて、資産が実現する期または負債が決済される期に適用されると予想される税率を用いて算定してお

ります。以下の場合には、繰延税金資産及び繰延税金負債を認識しておりません。

・将来加算一時差異がのれんの当初認識から生じる場合

・企業結合ではなく、かつ取引日に会計上の利益にも課税所得(欠損金)にも影響しない取引における資産または負

債の当初認識から生ずる場合

・子会社及び関連会社に対する投資に係る将来加算一時差異について、解消する時期をコントロールでき、かつ、

予測可能な将来にその差異が解消されない可能性が高い場合

　繰延税金資産及び繰延税金負債は、当期税金資産と当期税金負債を相殺する法律上強制力のある権利を有してお

り、かつ法人所得税が同一の税務当局によって同一の納税主体に課されている場合に相殺しております。

　繰延税金資産は、将来減算一時差異、税務上の繰越欠損金及び繰越税額控除のうち、将来課税所得に対して利用で

きる可能性が高いものに限り認識しております。繰延税金資産の帳簿価額は期末日において再検討しており、繰延税

金資産の便益を実現させるだけの十分な課税所得を稼得する可能性が高くなくなった範囲で繰延税金資産の帳簿価額

を減額しております。

 

(17) １株当たり利益

　基本的１株当たり利益は、親会社の所有者に帰属する当期利益を、その期間の自己株式を調整した発行済普通株式

の加重平均株式数で除して計算しております。希薄化後１株当たり利益は、希薄化効果を有する全ての潜在株式の影

響を調整して計算しております。
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４．セグメント情報

 

　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、最高経営

意思決定者が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっている事業セグメント

を基礎として決定しております。

　事業セグメントとは、他の事業セグメントとの取引を含む、収益を稼得し費用を発生させる事業活動の構成単位であ

ります。

　各事業セグメントは、異なる市場において異なる製品を提供する戦略的事業単位であるため、それぞれ個別に管理さ

れております。

　当社グループの活動は、主として以下の４つの事業セグメントにより、世界的に事業を展開しております。

①デジタルエンタテインメント事業 モバイルゲーム、カードゲーム、家庭用ゲーム等のデジタルコンテンツ

及びそれに関わる製品の制作、製造及び販売

②アミューズメント事業 アミューズメントマシンの制作、製造及び販売

③ゲーミング＆システム事業 ゲーミング機器及びカジノマネジメントシステムの制作、製造、販売及

びサービス

④健康サービス事業 スポーツクラブ施設運営、健康関連商品の制作、製造及び販売

 

　セグメント損益は、売上高から売上原価と販売費及び一般管理費を控除したものであり、各セグメント損益には、全

社費用や金融収益及び金融費用、並びに有形固定資産やのれん及び無形資産の減損損失等、各セグメントに関連する特

別な費用は含まれておりません。全社の項目は、特定のセグメントに直接関連しない本社費用等により構成されており

ます。消去の項目は、主にセグメント間取引高消去等から構成されております。

　各セグメントの資産は、連結財政状態計算書の資産合計と一致しており、持分法で会計処理されている投資、繰延税

金資産等を含んでおります。また、各セグメントの資産は、それぞれのセグメントに直接関連するものであり、全社に

含まれる金額を除き、各セグメントに直接関連しない資産については、最も合理的な基準に基づいて各セグメントに配

賦しております。

　セグメント間取引は、独立企業間価格で行っております。

　なお、前連結会計年度及び当連結会計年度において、連結売上高の10％以上を占める重要な単一の顧客はありませ

ん。
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(1) 事業セグメント

売上高及び営業収入

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（自　2016年４月１日
至　2017年３月31日）

当連結会計年度
（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

デジタルエンタテインメント事業：   

外部顧客に対する売上高 105,151 119,548

セグメント間の内部売上高 422 702

計 105,573 120,250

アミューズメント事業：   

外部顧客に対する売上高 25,193 24,629

セグメント間の内部売上高 149 549

計 25,342 25,178

ゲーミング＆システム事業：   

外部顧客に対する売上高 31,251 29,628

セグメント間の内部売上高 － －

計 31,251 29,628

健康サービス事業：   

外部顧客に対する売上高 68,327 65,692

セグメント間の内部売上高 321 312

計 68,648 66,004

消去 △892 △1,563

連結計 229,922 239,497
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セグメント損益

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（自　2016年４月１日
至　2017年３月31日）

当連結会計年度
（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

デジタルエンタテインメント事業 33,759 37,405

アミューズメント事業 5,239 7,493

ゲーミング＆システム事業 4,849 4,366

健康サービス事業 4,224 3,253

計 48,071 52,517

全社及び消去 △4,447 △4,270

その他の収益及びその他の費用 △7,265 △3,066

金融収益及び金融費用 △1,106 △764

持分法による投資利益 268 292

税引前利益 35,521 44,709

　全社の費用の主な内容は、人件費、広告宣伝費及び賃借料等の当社管理部門に係る費用等であります。

 

セグメント資産

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（2017年３月31日）
当連結会計年度

（2018年３月31日）

デジタルエンタテインメント事業 150,218 166,811

アミューズメント事業 52,304 56,015

ゲーミング＆システム事業 33,178 34,106

健康サービス事業 67,489 68,880

計 303,189 325,812

全社 33,955 37,296

連結計 337,144 363,108

(注)１．全社の資産の主な内容は、現金及び現金同等物、金融資産、有形固定資産等であります。

２．健康サービス事業に含まれる持分法で会計処理されている投資は、「注記11.　持分法で会計処理されている

投資」に記載のとおりであります。

３．前連結会計年度及び当連結会計年度において、各セグメント資産に含まれる有形固定資産、のれん及び無形資

産等の減損損失は、以下のとおりであります。なお、有形固定資産、のれん及び無形資産の減損損失について

は、「注記８．有形固定資産」及び「注記９．のれん及び無形資産」に記載しております。

（単位：百万円）

 
前連結会計年度

（自　2016年４月１日
至　2017年３月31日）

当連結会計年度
（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

デジタルエンタテインメント事業 2,387 1,972

アミューズメント事業 4,013 1,158

健康サービス事業 1 2

合計 6,401 3,132
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減価償却費及び償却費

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（自　2016年４月１日
至　2017年３月31日）

当連結会計年度
（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

デジタルエンタテインメント事業 5,057 3,876

アミューズメント事業 4,507 2,722

ゲーミング＆システム事業 1,781 1,239

健康サービス事業 3,562 3,367

計 14,907 11,204

全社 1,379 1,286

連結計 16,286 12,490

 

非流動資産に対する投資

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（自　2016年４月１日
至　2017年３月31日）

当連結会計年度
（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

デジタルエンタテインメント事業 7,216 8,010

アミューズメント事業 3,878 3,849

ゲーミング＆システム事業 1,340 1,510

健康サービス事業 1,303 2,993

計 13,737 16,362

全社 667 4,710

連結計 14,404 21,072

　非流動資産に対する投資は、各セグメントの営業活動で使用した有形固定資産及び無形資産の取得であります。
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(2) 地域別情報

外部顧客に対する売上高及び営業収入

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（自　2016年４月１日
至　2017年３月31日）

当連結会計年度
（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

日本 172,448 183,222

米国 40,445 38,168

欧州 10,257 11,067

アジア・オセアニア 6,772 7,040

連結計 229,922 239,497

 

非流動資産

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（2017年３月31日）
当連結会計年度

（2018年３月31日）

日本 98,882 105,177

米国 10,897 10,061

欧州 145 268

アジア・オセアニア 448 441

連結計 110,372 115,947

　非流動資産は、有形固定資産及び無形資産(のれんを含む)から構成されております。

 

　上記の地域別情報を表示するにあたり、当社グループは、外部顧客に対する売上高及び営業収入については当社グ

ループが製品の販売もしくはサービスを行っている場所に基づき、資産については資産が実際に存在する場所に基づい

て、それぞれの地域を決定しております。

 

(3) 製品及びサービスに関する情報

　製品及びサービスの区分が報告セグメントと同一であるため、記載を省略しております。

 

EDINET提出書類

コナミホールディングス株式会社(E01956)

有価証券報告書

 68/113



５．現金及び現金同等物

 

　現金及び現金同等物の内訳は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（2017年３月31日）
当連結会計年度

（2018年３月31日）

現金及び現金同等物   

現金及び預金 132,840 151,077

定期預金（預入期間が３ヶ月以内） 1,903 3,408

連結財政状態計算書における現金及び現金同等

物
134,743 154,485

　前連結会計年度及び当連結会計年度の連結財政状態計算書上における「現金及び現金同等物」の残高と連結キャッ

シュ・フロー計算書上における「現金及び現金同等物」の残高は、一致しております。

 

６．営業債権及びその他の債権

 

　営業債権及びその他の債権の内訳は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（2017年３月31日）
当連結会計年度

（2018年３月31日）

受取手形 651 579

売掛金 25,477 25,521

その他 6 49

控除：貸倒引当金 △183 △57

合計 25,951 26,092

 

７．棚卸資産

 

　棚卸資産の内訳は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（2017年３月31日）
当連結会計年度

（2018年３月31日）

商品及び製品 2,522 2,443

仕掛品 173 82

原材料及び貯蔵品 4,735 4,315

合計 7,430 6,840

　前連結会計年度及び当連結会計年度において費用として認識した棚卸資産の金額は、それぞれ31,251百万円及び

27,818百万円であります。

　前連結会計年度及び当連結会計年度において費用として認識した棚卸資産の評価減の金額は、それぞれ965百万円及

び1,214百万円であります。
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８．有形固定資産

 

(1) 調整表

　有形固定資産の取得原価、減価償却累計額及び減損損失累計額の増減、及び帳簿価額は、以下のとおりでありま

す。

（取得原価）

（単位：百万円）
 

 土地 建物及び構築物 工具器具備品 建設仮勘定 合計

前連結会計年度期首残高 34,871 111,345 35,737 392 182,345

取得 － 698 2,114 601 3,413

処分 △3 △3,181 △4,186 － △7,370

振替 － 617 △1,175 △408 △966

為替換算差額 △2 △97 △59 1 △157

その他 － △228 289 65 126

前連結会計年度末残高 34,866 109,154 32,720 651 177,391

取得 252 1,250 3,792 3,858 9,152

処分 － △1,380 △2,790 － △4,170

振替 － 94 △1,503 △272 △1,681

為替換算差額 △23 △340 △469 △8 △840

その他 － 1,102 △74 69 1,097

当連結会計年度末残高 35,095 109,880 31,676 4,298 180,949
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（減価償却累計額及び減損損失累計額）

（単位：百万円）
 

 土地 建物及び構築物 工具器具備品 建設仮勘定 合計

前連結会計年度期首残高 △141 △73,086 △28,854 － △102,081

減価償却費 － △3,936 △2,989 － △6,925

処分 － 3,113 4,150 － 7,263

減損損失 － △25 △521 － △546

振替 － 1 704 － 705

為替換算差額 － 19 50 － 69

その他 － 59 △337 － △278

前連結会計年度末残高 △141 △73,855 △27,797 － △101,793

減価償却費 － △3,498 △2,384 － △5,882

処分 － 1,349 2,745 － 4,094

減損損失 － － － － －

振替 － － 1,360 － 1,360

為替換算差額 － 28 351 － 379

その他 － △71 41 － △30

当連結会計年度末残高 △141 △76,047 △25,684 － △101,872

 

（帳簿価額）

（単位：百万円）
 

 土地 建物及び構築物 工具器具備品 建設仮勘定 合計

前連結会計年度末残高 34,725 35,299 4,923 651 75,598

当連結会計年度末残高 34,954 33,833 5,992 4,298 79,077

　有形固定資産の減価償却費は、連結損益計算書の「売上原価」及び「販売費及び一般管理費」に含めております。

 

(2) 減損損失

　減損損失の資産種類別の内訳は以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

報告セグメント 種類
前連結会計年度

(自　2016年４月１日
至　2017年３月31日)

当連結会計年度
(自　2017年４月１日
至　2018年３月31日)

デジタルエンタテインメント

事業
建物及び構築物 1 －

工具器具備品 1 －

アミューズメント事業 建物及び構築物 24 －

 工具器具備品 520 －

合計 546 －

　減損損失は、連結損益計算書の「その他の収益及びその他の費用」に含めて表示しております。
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　有形固定資産は、概ね独立したキャッシュ・インフローを生成させる最小の資金生成単位でグルーピングを行っ

ております。ただし、遊休資産等については、個別にグルーピングを行っております。

　前連結会計年度において認識した減損損失は、デジタルエンタテインメント事業及びアミューズメント事業にお

ける遊休資産（主に建物及び構築物、工具器具備品）について、帳簿価額を回収可能価額まで減額したものであり

ます。なお、当該資産の回収可能価額は主に使用価値により算定しており、その価値を零としております。

　当連結会計年度において認識した減損損失はありません。

 

(3) 借入コスト

　前連結会計年度及び当連結会計年度において、適格資産の取得原価の構成要素として資産計上した借入コストは、

それぞれ82百万円及び69百万円であります。なお、その際に適用した資産化率は、前連結会計年度及び当連結会計年

度において、それぞれ0.55％及び0.57％であります。

 

９．のれん及び無形資産

 

(1) 調整表

　のれん及び無形資産の取得原価、償却累計額及び減損損失累計額の増減、及び帳簿価額は、以下のとおりでありま

す。

（取得原価）

（単位：百万円）
 

 のれん 開発資産
トレード
マーク

メンバー
シップ

その他 合計

前連結会計年度期首残高 22,027 57,568 50,561 6,640 8,606 145,402

取得 － 837 － － 142 979

内部開発による増加 － 10,012 － － － 10,012

処分 － △22,047 － － △59 △22,106

為替換算差額 △3 △18 － － △12 △33

その他 － 62 － － △29 33

前連結会計年度末残高 22,024 46,414 50,561 6,640 8,648 134,287

取得 － 1,085 － － 135 1,220

内部開発による増加 － 10,700 － － － 10,700

処分 － △10,912 － － △1,011 △11,923

為替換算差額 △29 △39 － － △174 △242

その他 － △176 － － △34 △210

当連結会計年度末残高 21,995 47,072 50,561 6,640 7,564 133,832
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（償却累計額及び減損損失累計額）

（単位：百万円）
 

 のれん 開発資産
トレード
マーク

メンバー
シップ

その他 合計

前連結会計年度期首残高 △4,127 △49,943 △41,701 △4,277 △5,884 △105,932

償却費 － △8,815 △11 － △535 △9,361

処分 － 21,601 － － 58 21,659

減損損失 － △3,492 － △2,363 － △5,855

為替換算差額 － 20 － － 2 22

その他 － △46 － － － △46

前連結会計年度末残高 △4,127 △40,675 △41,712 △6,640 △6,359 △99,513

償却費 － △6,061 △11 － △536 △6,608

処分 － 10,909 － － 1,011 11,920

減損損失 － △2,996 △136 － － △3,132

為替換算差額 － 39 － － 118 157

その他 － 192 － － 22 214

当連結会計年度末残高 △4,127 △38,592 △41,859 △6,640 △5,744 △96,962

 

（帳簿価額）

（単位：百万円）
 

 のれん 開発資産
トレード
マーク

メンバー
シップ

その他 合計

前連結会計年度末残高 17,897 5,739 8,849 － 2,289 34,774

当連結会計年度末残高 17,868 8,480 8,702 － 1,820 36,870

　無形資産の償却費は、連結損益計算書の「売上原価」及び「販売費及び一般管理費」に含めております。

 

(2) 耐用年数を確定できない無形資産

　上記無形資産のうち耐用年数を確定できない資産の帳簿価額は、前連結会計年度末及び当連結会計年度末におい

て、それぞれ9,011百万円及び8,996百万円であります。このうち、主なものは企業結合時に取得したトレードマーク

等であり、事業が継続する限り基本的に存続するため、当連結会計年度末においては耐用年数を確定できないものと

判断しております。
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(3) のれんを含む資金生成単位の減損

　減損テストの際に、のれん及び耐用年数を確定できない無形資産を各資金生成単位に配分しております。各資金生

成単位に配分されたのれん及び耐用年数を確定できない無形資産の帳簿価額の合計は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 報告セグメント
前連結会計年度

（2017年３月31日）
当連結会計年度

（2018年３月31日）

のれん デジタルエンタテインメント事業 15,331 15,302

 ゲーミング＆システム事業 125 125

 健康サービス事業 2,441 2,441

 合計 17,897 17,868

耐用年数を確定で

きない無形資産

ゲーミング＆システム事業 309 294

健康サービス事業 8,702 8,702

 合計 9,011 8,996

　耐用年数を確定できない無形資産には、主に健康サービス事業のトレードマーク等が含まれております。

 

　主要なのれん及び耐用年数を確定できない無形資産に対する減損テストは、以下のとおり行っております。

 

①デジタルエンタテインメント事業

　回収可能価額は、経営者によって承認された中期経営計画を基礎とし、使用価値に基づいて測定しております。以

降の期間は、過去の実績と外部からの情報をもとに資金生成単位が属する市場もしくは国の長期期待成長率を参考に

見積っております。算定された使用価値は帳簿価額を十分上回っているため、重要な減損が発生する可能性は低いと

判断しております。

②アミューズメント事業

　回収可能価額は、経営者によって承認された中期経営計画を基礎とする使用価値に基づき、経営者の過去の経験と

外部からの入手可能な情報に基づいた将来キャッシュ・フローの現在価値を反映しております。以降の期間は、過去

の実績と外部からの情報をもとに資金生成単位が属する市場もしくは国の長期期待成長率を超えない成長率を用いて

使用価値を算定しております。

　前連結会計年度において、耐用年数を確定できない無形資産の税引前の割引率11.0％を用いて測定された使用価値

に基づく回収可能価額が帳簿価額を下回っていたため、2,363百万円の減損損失を連結損益計算書の「その他の収益

及びその他の費用」に含めて計上しました。これは主に、規制強化等、市場構造の急激な変化が進む中で、事業計画

の見直し等を行ったことに伴うものであります。

　なお、減損損失を認識した資金生成単位の回収可能価額は零であります。

③健康サービス事業

　健康サービス事業は、概ね独立したキャッシュ・インフローを生成させる最小の資金生成単位でグルーピングを

行っております。当該資金生成単位の回収可能価額は、経営者によって承認された中期経営計画を基礎とする使用価

値に基づき、経営者の過去の経験と外部からの入手可能な情報に基づいた将来キャッシュ・フローの現在価値を反映

しております。以降の期間は、過去の実績と外部からの情報をもとに資金生成単位が属する市場もしくは国の長期期

待成長率を超えない成長率を用いて使用価値を算定しております。
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(4) 開発資産の減損

　開発資産については、期末日ごとに各タイトルを単位として減損の兆候の有無を判断しております。各タイトルの

損益見込がマイナス、または資産の市場価値が帳簿価額より著しく下落している等、減損の兆候が認められる開発資

産について減損テストを行い、回収可能価額が帳簿価額を下回った一部の開発資産について減損損失を認識しており

ます。開発資産の回収可能価額は、各タイトルの損益見込を基礎とした将来キャッシュ・フローの見積額による使用

価値に基づいております。

　前連結会計年度及び当連結会計年度において減損損失を認識し、連結損益計算書の「その他の収益及びその他の費

用」に含めて計上した金額は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）

報告セグメント
前連結会計年度

(自　2016年４月１日
至　2017年３月31日)

当連結会計年度
(自　2017年４月１日
至　2018年３月31日)

デジタルエンタテインメント事業 2,385 1,972

アミューズメント事業 1,106 1,022

健康サービス事業 1 2

合計 3,492 2,996

 

(5) 研究開発費

　資産計上基準を満たさない研究開発費は、発生時に費用として認識しております。前連結会計年度及び当連結会計

年度において費用認識した研究開発費は、それぞれ2,761百万円及び3,131百万円であります。
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10．リース

 

借手側

(1) ファイナンス・リース

　当社グループは、一部の建物及び工具器具備品をファイナンス・リースにより賃借しております。

　前連結会計年度及び当連結会計年度におけるファイナンス・リースにより賃借している資産の帳簿価額(減価償却

累計額及び減損損失累計額控除後)は、以下のとおりであり、連結財政状態計算書の有形固定資産に含まれておりま

す。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（2017年３月31日）
当連結会計年度

（2018年３月31日）

建物 8,191 7,163

工具器具備品 51 19

 

　前連結会計年度及び当連結会計年度におけるファイナンス・リースに基づく将来の最低支払リース料総額は以下の

とおりであります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（2017年３月31日）
当連結会計年度

（2018年３月31日）

１年以内 2,437 2,341

１年超５年以内 8,184 7,664

５年超 8,955 7,394

控除：将来財務費用 △3,153 △2,505

最低支払リース料の現在価値 16,423 14,894

 

　前連結会計年度及び当連結会計年度におけるファイナンス・リースに基づく将来の最低支払リース料総額の現在価

値の内訳は以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（2017年３月31日）
当連結会計年度

（2018年３月31日）

１年以内 1,790 1,790

１年超５年以内 6,461 6,208

５年超 8,172 6,896

合計 16,423 14,894

 

　いくつかのリース契約には、更新または購入選択権を含んでおります。

　前連結会計年度及び当連結会計年度において、費用として認識した変動リース料に重要性はありません。
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(2) オペレーティング・リース

　当社グループは、一部の事務所や機器等をオペレーティング・リースにより賃借しております。

　前連結会計年度及び当連結会計年度における解約不能オペレーティング・リースに基づく将来の最低支払リース料

は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（2017年３月31日）
当連結会計年度

（2018年３月31日）

１年以内 9,754 9,905

１年超５年以内 30,845 26,946

５年超 21,333 18,201

合計 61,932 55,052

 

　いくつかのリース契約には、更新または購入選択権を含んでおります。

　前連結会計年度及び当連結会計年度に費用として認識したオペレーティング・リース料は、それぞれ15,990百万円

及び16,695百万円であります。

　前連結会計年度及び当連結会計年度において、費用として認識した変動リース料に重要性はありません。

 

11．持分法で会計処理されている投資

 

　前連結会計年度及び当連結会計年度における当社グループの保有する関連会社株式は、以下のとおりであり、持分法

を適用しております。

会社名 事業場所 事業内容 関係内容 取得日 出資比率

リソルホールディングス株式会社 日本 リゾート施設運営

健康サービス事業における

出資提携

役員兼任　有

2006年３月 20.4％

 

　相場が公表されている持分法適用会社に対する投資の前連結会計年度末及び当連結会計年度末における帳簿価額及び

公正価値は以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（2017年３月31日）
当連結会計年度

（2018年３月31日）

帳簿価額 2,798 3,034

公正価値 3,976 4,911

　なお、要約財務情報については、重要性が乏しいため記載を省略しております。

 

12．その他の投資

 

　その他の投資の内訳は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（2017年３月31日）
当連結会計年度

（2018年３月31日）

株式 1,167 1,227

その他 99 86

合計 1,266 1,313
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13．その他の金融資産

 

　その他の金融資産の内訳は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（2017年３月31日）
当連結会計年度

（2018年３月31日）

貸付金 399 345

差入保証金 22,340 21,955

その他 1,093 1,519

控除：貸倒引当金 △161 △162

合計 23,671 23,657

流動 1,309 1,079

非流動 22,362 22,578

　なお、その他の金融資産(流動)は、連結財政状態計算書の「その他の流動資産」に含まれております。

 

14．社債及び借入金

 

　前連結会計年度及び当連結会計年度における短期借入金の内容は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（2017年３月31日）
当連結会計年度

（2018年３月31日）

無担保銀行借入金 5,610 6,906

合計 5,610 6,906

　前連結会計年度末及び当連結会計年度末における短期借入金の加重平均利率は、それぞれ年1.64％及び2.09％であり

ます。また、前連結会計年度末及び当連結会計年度末における無担保短期銀行借入金は、それぞれ50,000千米ドル

（5,610百万円）及び65,000千米ドル（6,906百万円）の外貨建借入金であります。

 

　前連結会計年度及び当連結会計年度における社債の内容は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（2017年３月31日）
当連結会計年度

（2018年３月31日）

無担保社債

（利率：年0.46％、2017年９月満期）
4,997 －

無担保社債

（利率：年0.53％、2018年９月満期）
4,992 4,997

無担保社債

（利率：年0.66％、2019年９月満期）
4,988 4,993

ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債

（利率：年－％、2022年12月満期）
9,698 9,751

社債合計 24,675 19,741

控除：１年内償還予定額 △4,997 △4,997

社債－１年内償還予定額を除く 19,678 14,744

　前連結会計年度末及び当連結会計年度末において、当社グループが借入債務のために担保として差し入れている資産

はありません。
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15．営業債務及びその他の債務

 

　営業債務及びその他の債務の内訳は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（2017年３月31日）
当連結会計年度

（2018年３月31日）

支払手形 246 419

買掛金 8,084 10,208

未払費用 15,623 18,717

その他 1,899 1,908

合計 25,852 31,252

 

16．引当金

 

　当連結会計年度における引当金の増減は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 資産除去債務 その他 合計

期首残高 8,563 809 9,372

繰入額 1,142 439 1,581

目的使用による減少額 △427 △631 △1,058

戻入れによる減少額 △100 △86 △186

割引計算による利息費用及び割引率の変

更の影響額
28 － 28

為替換算差額 △1 27 26

期末残高 9,205 558 9,763

流動 118 536 654

非流動 9,087 22 9,109

 

　当社グループは、主として事務所及び健康サービス事業における施設に帰属するリース資産の処分に関連する資産除

去活動について契約上の要請により、資産除去債務を認識しております。資産除去債務は、将来の資産除去に係る支出

の最善の見積りを用いて測定しており、これらに対応する資産除去に関連する費用は資産化され、関連する非流動資産

の帳簿価額の一部を構成し、当該非流動資産の見積耐用年数にわたって償却しております。これらの費用は、主に１年

以上経過した後に支払われることが見込まれておりますが、将来の事業計画等により今後変更される可能性がありま

す。

　当連結会計年度末において、事務所及び健康サービス事業における施設に帰属するリース資産の処分に関連する資産

除去債務について、新たな情報の入手に伴い、資産除去に関連する費用に関して見積りの変更を行っております。

　その他には、返品調整引当金等が含まれております。

　なお、引当金(流動)は、連結財政状態計算書の「その他の流動負債」に計上しております。
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17．その他の金融負債

 

　その他の金融負債の内訳は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（2017年３月31日）
当連結会計年度

（2018年３月31日）

リース債務 16,423 14,894

その他 2,217 2,087

合計 18,640 16,981

流動 4,007 3,876

非流動 14,633 13,105

 

18．法人所得税

 

　繰延税金資産及び繰延税金負債の主な内訳は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度
(2016年４月１日)

純損益を通じて
認識(注)

その他の包括利
益において認識

直接資本におい
て認識

前連結会計年度
(2017年３月31日)

繰延税金資産：      

未払費用 4,032 295 － － 4,327

棚卸資産 1,303 867 － － 2,170

税務上の繰越欠損金 2,111 857 － － 2,968

有形固定資産簿価の

差異
3,097 △369 － － 2,728

資産除去債務 875 282 － － 1,157

無形資産 11,797 △1,867 － － 9,930

前受収益 1,140 40 － － 1,180

関連会社への投資 1,109 － － － 1,109

その他 3,440 △1,005 7 － 2,442

繰延税金資産合計 28,904 △900 7 － 28,011

繰延税金負債：      

無形資産 △4,411 856 － － △3,555

子会社への投資 △1,027 △80 － － △1,107

その他 △1,095 83 △2 － △1,014

繰延税金負債合計 △6,533 859 △2 － △5,676

繰延税金資産純額 22,371 △41 5 － 22,335

(注)　純損益を通じて認識された額の合計と繰延税金費用合計との差額は、為替の変動によるものであります。
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（単位：百万円）

 

 
当連結会計年度
(2017年４月１日)

純損益を通じて
認識(注)

その他の包括利
益において認識

直接資本におい
て認識

当連結会計年度
(2018年３月31日)

繰延税金資産：      

未払費用 4,327 178 － － 4,505

棚卸資産 2,170 △704 － － 1,466

税務上の繰越欠損金 2,968 11 － － 2,979

有形固定資産簿価の

差異
2,728 34 － － 2,762

資産除去債務 1,157 103 － － 1,260

無形資産 9,930 △225 － － 9,705

前受収益 1,180 194 － － 1,374

関連会社への投資 1,109 0 － － 1,109

その他 2,442 56 △9 － 2,489

繰延税金資産合計 28,011 △353 △9 － 27,649

繰延税金負債：      

無形資産 △3,555 113 － － △3,442

子会社への投資 △1,107 △28 － － △1,135

その他 △1,014 △139 32 － △1,121

繰延税金負債合計 △5,676 △54 32 － △5,698

繰延税金資産純額 22,335 △407 23 － 21,951

(注)　純損益を通じて認識された額の合計と繰延税金費用合計との差額は、為替の変動によるものであります。

 

　連結財務諸表上の繰延税金資産及び繰延税金負債は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（2017年３月31日）
当連結会計年度

（2018年３月31日）

繰延税金資産 22,335 21,951

繰延税金負債 0 －

 

　当社グループは、繰延税金資産の認識にあたり、将来減算一時差異または繰越欠損金の一部または全部が将来課税所

得に対して利用できる可能性を考慮しております。当社グループは繰延税金資産の回収可能性の評価において、予定さ

れる繰延税金負債の取崩し、予測される将来課税所得及びタックスプランニングを考慮しております。当社グループ

は、認識された繰延税金資産については、過去における課税所得水準及び繰延税金資産が認識できる期間の課税所得の

予測に基づき、税務便益が実現する可能性が高いと判断しております。ただし、実現する可能性が高いと判断する繰延

税金資産の金額は、これらの税務便益が利用可能である期間における将来の課税所得が減少した場合には減少すること

になります。

　なお、前連結会計年度末及び当連結会計年度末の繰延税金資産のうち、その前連結会計年度またはその連結会計年度

に損失が生じている納税主体に帰属しているものは、それぞれ761百万円、277百万円であります。これらの繰延税金資

産については、納税主体の事業の特性に基づく将来課税所得発生の確実性及び所在地国における繰越欠損金の失効期限

等を勘案して、回収可能性を判断した上で認識しております。
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　繰延税金資産を認識していない将来減算一時差異及び繰越欠損金は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（2017年３月31日）
当連結会計年度

（2018年３月31日）

将来減算一時差異 22,877 20,886

繰越欠損金 40,508 33,660

合計 63,385 54,546

 

　繰延税金資産を認識していない繰越欠損金の金額と繰越期限は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（2017年３月31日）
当連結会計年度

（2018年３月31日）

１年目 6,326 8,803

２年目 10,122 1,457

３年目 1,457 7,524

４年目 8,260 1,022

５年目以降 14,343 14,854

合計 40,508 33,660

 

　当社グループは不確実性のある税務ポジションについて、最善の見積りに基づき資産または負債を計上しておりま

す。未認識の税務ベネフィットのうち、認識された場合に実効税率を改善させる金額は、前連結会計年度及び当連結会

計年度において重要ではありません。当連結会計年度末において、今後12ヶ月以内の未認識税務ベネフィットの重要な

変動を合理的に予想することはできません。

 

　当期税金費用及び繰延税金費用の内訳は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（自　2016年４月１日
至　2017年３月31日）

当連結会計年度
（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

法人所得税：   

当期税金費用   

当期 9,515 13,849

当期税金費用計 9,515 13,849

繰延税金費用   

一時差異の発生と解消 3,084 2,320

税率の変更 △801 662

繰延税金資産の回収可能性の評価 △2,254 △2,628

繰延税金費用計 29 354

合計 9,544 14,203

 

　当期税金費用合計には、過年度において繰延税金資産を未認識であった税務上の欠損金及び将来減算一時差異等から

のベネフィットが含まれており、これにより前連結会計年度及び当連結会計年度の当期税金費用が、それぞれ3,007百

万円及び2,075百万円減少しました。
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　当社及び国内子会社は、所得に対する種々の税金を課せられており、海外子会社は事業を運営している国の法人税に

従っております。

　前連結会計年度、日本国内において2016年11月18日付けで成立した「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本

的な改革を行うための消費税の一部を改正する等の法律等の一部を改正する法律」（平成28年法律第85号）及び「社会

保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための地方税法及び地方交付税法の一部を改正する法律等の

一部を改正する法律」（平成28年法律第86号）に基づき、消費税率の10%への引き上げ時期が2017年４月１日から2019

年10月１日に延期されました。これに伴い、地方法人特別税の廃止及びそれに伴う法人事業税の復元、地方法人税の税

率改正、法人住民税法人税割の税率改正の実施時期も2017年４月１日以後に開始する連結会計年度から2019年10月１日

以後に開始する連結会計年度に延期されました。上記改正に伴う、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法

定実効税率に変更はありませんが、国税と地方税の間で税率の組替えが発生しております。

　当連結会計年度、米国において2017年12月22日に、2018年1月1日以降の連邦法人税率を引き下げる税制改革法が成立

したことに伴い、当連結会計年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、従来の連邦法人

税率35%から改正後の21％を基礎とした法定実効税率に変更されております。

　当社及び国内子会社は、一時差異等の解消が見込まれる連結会計年度の税率に基づき、繰延税金資産及び繰延税金負

債を算定しております。

 

　法定税率と実効税率との差異は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2016年４月１日
至　2017年３月31日）

当連結会計年度
（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

法定税率 30.9％ 30.9％

税率の増減要因   

損金に算入されない項目 0.6 0.2

益金に算入されない項目 △0.4 △0.2

繰延税金資産の回収可能性の評価 △6.3 △5.9

過年度法人税等 0.2 1.5

税額控除 △1.1 △0.8

税率変更による影響 △2.3 1.5

損金に算入されない地方税 0.7 0.5

その他－純額 4.6 4.1

実効税率 26.9％ 31.8％
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19．従業員給付

 

(1) 複数事業主制度

　当社及び国内子会社は、複数事業主制度である関東ITソフトウェア厚生年金基金(以下、基金)に加入しておりまし

たが、基金は2016年７月１日付で厚生労働大臣の許可を得て解散いたしました。基金は日本の法令に基づき設立さ

れ、主としてソフトウェア・IT業界の複数の会社がその事業主となる総合設立型の厚生年金基金であります。基金が

行う給付は、退職年金、退職一時金及び遺族一時金であります。

　複数事業主制度である基金に加入することによるリスクは、単独の事業主制度のものと比較して、当社及び国内子

会社が基金に拠出した資産が他の事業主の従業員への給付に利用される可能性があること、当社及び国内子会社が積

立不足の状態にある基金から脱退する場合に特定の債務を負う可能性があるといった点等で違いがありましたが、基

金の解散による当社及び国内子会社の追加の負担額の発生はありません。

　直近の財政決算報告書による基金の財政状態は、以下のとおりであります。なお、2017年３月31日現在につきまし

ては、解散済みであることから記載を省略しております。

（単位：百万円）
 

 2016年３月31日現在 2017年３月31日現在

年金資産 297,649 －

年金財政計算上の給付債務 262,551 －

差引 35,098 －

年金資産の積立割合 113.4％ －

 

　当該制度に関しては、参加企業において発生した事象の影響が、他の参加企業の制度資産及び費用の分配額に影響

を及ぼすため、自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することができません。従って、確定給付型年金

制度の会計処理を行うための十分な情報を入手できないため、確定拠出型年金制度と同様に拠出額を退職給付として

費用計上しております。

　事業主は、各従業員の標準給与に一定の割合を乗じた掛金を基金に拠出しております。掛金は、年金や一時金支給

のための標準掛金、過去勤務債務を償却するための特別掛金及び基金運営のための事務費掛金等から構成されており

ます。事業主は基金へ掛金を納付する義務を負っております。

　基金は法令及び規約に基づき、将来に渡って財政の均衡を保つことができるように、少なくとも５年ごとに掛金の

額を再計算しております。また、基金は年金資産が計画どおり積み立てられているかの検証や、過去勤務期間の給付

に見合う年金資産が積み立てられているかの検証を毎年行っております。検証の結果、積立不足が生じた場合には、

特別掛金の拠出等により積立不足の解消に努めております。

　当社及び国内子会社は、前連結会計年度解散時までに223百万円を基金に拠出しており、基金への総拠出額に対す

る割合は５％を超えております。また、その費用は連結損益計算書の「売上原価」及び「販売費及び一般管理費」に

含まれております。なお、当連結会計年度における基金への拠出はありません。

　基金の解散により当社及び国内子会社は、翌連結会計年度において、基金への拠出を見込んでおりません。

(2) 確定拠出型年金制度

　当社及び国内子会社は、確定拠出型の退職給付制度を採用しております。

　一部の国内子会社は、2012年３月31日に終了した連結会計年度より確定拠出型の退職給付制度を採用しており、当

社及びその他の国内子会社は、2014年３月31日に終了した連結会計年度より確定拠出型の退職給付制度を新たに採用

しております。確定給付型の退職給付制度から確定拠出型の退職給付制度へ移行した一部の国内子会社に関する資産

移換額は1,759百万円であり、８年以内に移換する予定であります。前連結会計年度末及び当連結会計年度末におけ

る未移換額は、連結財政状態計算書の「その他の流動負債」及び「その他の非流動負債」に含まれており、金額は以

下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（2017年３月31日）
当連結会計年度

（2018年３月31日）

その他の流動負債 61 59

その他の非流動負債 72 11

合計 133 70
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　前連結会計年度及び当連結会計年度において、当社及び国内子会社は確定拠出型の退職給付制度へ478百万円及び

502百万円を拠出しており、その費用は連結損益計算書の「売上原価」及び「販売費及び一般管理費」に含まれてお

ります。

 

(3) 未払退職金

　前連結会計年度及び当連結会計年度において、当社は取締役と監査役に対する退職慰労金をそれぞれ1,056百万円

及び1,050百万円計上しており、連結財政状態計算書の「その他の非流動負債」に含まれております。

 

20．資本及びその他の資本項目

 

(1) 資本金

　当社の発行可能株式総数及び発行済株式総数は、以下のとおりであります。

 

前連結会計年度
（自　2016年４月１日
至　2017年３月31日）

当連結会計年度
（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

（株） （株）

発行可能株式総数：   

普通株式 450,000,000 450,000,000

発行済株式数：   

期首残高 143,500,000 143,500,000

期中増減 － －

期末残高 143,500,000 143,500,000

(注)　当社の発行する株式は、すべて権利内容に何ら限定のない無額面の普通株式であります。

(2) 自己株式

　前連結会計年度及び当連結会計年度における自己株式取引の推移は、以下のとおりであります。

 株式数（数） 金額（百万円）

前連結会計年度期首残高 8,258,617 21,284

単元未満株式の買取請求による増加 4,783 20

単元未満株式の売渡請求による減少 △44 △0

前連結会計年度末残高 8,263,356 21,304

単元未満株式の買取請求による増加 3,007 17

単元未満株式の売渡請求による減少 △104 △0

当連結会計年度末残高 8,266,259 21,321
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(3) 資本剰余金及び利益剰余金

①資本剰余金

　日本における会社法(以下、会社法)では、株式の発行に対しての払込みまたは給付の２分の１以上を資本金に組み

入れ、残りは資本剰余金に含まれている資本準備金に組み入れることとされております。また、会社法では、資本準

備金は株主総会の決議により、資本金に組み入れることができます。

 

②利益剰余金

　会社法では、資本準備金と利益準備金の合計額が資本金の４分の１に達するまで、会社の剰余金の配当による現金

支出額の10分の１を、資本準備金または利益準備金として留保しなければならないものとしております。

　会社法は分配可能額の算定にあたり一定の制限を設けております。会社法では、分配可能額は日本の会計基準に

従って保持された、当社の会計帳簿に記録された利益剰余金に基づいております。

　当社の剰余金の分配可能価額は、前連結会計年度末及び当連結会計年度末において、それぞれ126,653百万円及び

130,745百万円であります。

 

21．配当金

 

(1) 配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2016年５月10日

取締役会
普通株式 1,691 12.50 2016年３月31日 2016年６月３日

2016年10月28日

取締役会
普通株式 2,299 17.00 2016年９月30日 2016年11月18日

2017年５月18日

取締役会
普通株式 5,545 41.00 2017年３月31日 2017年６月７日

2017年10月31日

取締役会
普通株式 4,057 30.00 2017年９月30日 2017年11月21日

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議） 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2018年５月17日

取締役会
普通株式 利益剰余金 5,139 38.00 2018年３月31日 2018年６月６日
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22．金融商品

 

(1) 金融商品の分類

①金融資産

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（2017年３月31日）
当連結会計年度

（2018年３月31日）

現金及び現金同等物 134,743 154,485

貸付金及び債権   

営業債権及びその他の債権 25,951 26,092

その他の金融資産 23,671 23,657

売却可能金融資産   

その他の投資 1,266 1,313

合計 185,631 205,547

 

②金融負債

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（2017年３月31日）
当連結会計年度

（2018年３月31日）

償却原価で測定される金融負債   

社債及び借入金 30,285 26,647

その他の金融負債 18,640 16,981

営業債務及びその他の債務 25,852 31,252

合計 74,777 74,880

 

(2) 資本管理

　当社グループは、事業を継続的・安定的に成長・拡大し、企業価値ひいては株主利益を継続的かつ持続的に確保・

向上するために、健全な財務体質を構築・維持することを資本管理の基本方針としております。当該基本方針により

獲得した資金を基に、事業への投資及び配当による株主への還元を行っております。

　当社グループが資本管理において用いる主な指標は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（2017年３月31日）
当連結会計年度

（2018年３月31日）

現金及び現金同等物 134,743 154,485

有利子負債 46,708 41,541

自己資本額 234,441 253,782

自己資本比率(％) 69.5 69.9

有利子負債：社債、借入金及びリース債務合計

自己資本額：親会社の所有者に帰属する持分合計

自己資本比率：自己資本額／負債及び資本合計

 

　当社グループが適用を受ける重要な資本規制(会社法等の一般的な規定を除く)はありません。
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(3) 財務上のリスク管理方針

　当社グループは、世界で事業活動を行う過程において、信用リスク、流動性リスク、為替リスク及び金利リスクに

晒されており、当該リスクを回避または軽減するために、一定の方針に基づきリスク管理を行っております。

 

(4) 信用リスク管理

　営業債権である受取手形及び売掛金は顧客の信用リスクに、また、その他の金融資産に含まれる差入保証金は、差

入先の信用リスクに晒されております。

　当社グループは、与信管理規程等に従い、取引先ごとの期日管理や残高管理を行うとともに、主要な取引先の状況

を定期的にモニタリングし、取引先の財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握に努め、リスクの軽減を図ってお

ります。また、取引先の信用状態に応じて必要な担保・保証等の保全措置を講じております。

　デリバティブ取引の利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、格付の高い金融機関とのみ取引を行う方針

であります。

　連結財務諸表に表示されている金融資産の減損後の帳簿価額は、担保の評価額を考慮に入れていない、当社グルー

プの信用リスクの最大エクスポージャーであります。

 

　当社グループは、取引先の信用力、債権の回収または滞留状況等に基づき、営業債権を一般債権と貸倒懸念債権等

特定の債権に区分し、リスク管理しております。一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を貸倒引当金として計上しております。

　貸倒引当金の増減は、以下のとおりであります。なお、貸倒引当金は主にその他の金融資産を対象にしたものであ

ります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（自　2016年４月１日
至　2017年３月31日）

当連結会計年度
（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

期首残高 260 344

貸倒引当金繰入額 138 51

目的使用 △25 △34

戻入れ △22 △137

為替換算差額 △7 △5

期末残高 344 219

 

　期日が経過しているが減損していない営業債権及びその他の債権の年齢分析は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（2017年３月31日）
当連結会計年度

（2018年３月31日）

30日以内 1,081 742

30日超180日以内 562 479

180日超１年以内 61 347

１年超 51 69

合計 1,755 1,637

 

　個別に減損が生じていると判断された営業債権及びその他の債権の残高は、前連結会計年度末及び当連結会計年度

末でそれぞれ167百万円及び51百万円であり、これに対して設定した貸倒引当金はそれぞれ166百万円及び51百万円で

あります。

 

EDINET提出書類

コナミホールディングス株式会社(E01956)

有価証券報告書

 88/113



(5) 流動性リスク管理

　当社グループは、主な営業取引や設備投資等に必要な資金を、銀行借入や社債発行により調達しているため、資金

調達環境の悪化等により支払義務を履行できなくなる流動性リスクに晒されております。

　そのため、当社グループは、取引金融機関との間に特定融資枠契約(コミットメントライン契約)を締結しておりま

す。また、資金計画を月次で作成・更新する等の方法により管理しております。

 

　保証債務以外の金融負債の期日別残高は、以下のとおりであります。

 

前連結会計年度（2017年３月31日）

（単位：百万円）
 

 帳簿価額
契約上の

キャッシュ・
フロー

１年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

社債 24,675 25,134 5,071 5,046 5,017 － － 10,000

借入金 5,610 5,637 5,637 － － － － －

リース債務 16,423 19,576 2,437 2,345 2,149 1,925 1,765 8,955

営業債務及びその他の債務 25,852 25,852 25,852 － － － － －

その他 2,217 2,217 2,217 － － － － －

合計 74,777 78,416 41,214 7,391 7,166 1,925 1,765 18,955

 

当連結会計年度（2018年３月31日）

（単位：百万円）
 

 帳簿価額
契約上の

キャッシュ・
フロー

１年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

社債 19,741 20,063 5,046 5,017 - - 10,000 -

借入金 6,906 6,950 6,950 - - - - -

リース債務 14,894 17,399 2,341 2,178 1,952 1,792 1,742 7,394

営業債務及びその他の債務 31,252 31,252 31,252 - - - - -

その他 2,087 2,087 2,087 - - - - -

合計 74,880 77,751 47,676 7,195 1,952 1,792 11,742 7,394

 

　当社グループは、取引金融機関と25,000百万円のコミットメントライン契約を締結しておりますが、前連結会計年

度末及び当連結会計年度末において、使用残高はありません。
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(6) 市場リスク管理

①為替リスク

(ⅰ) 為替リスク管理

　当社グループは、世界的に事業を展開しているため、主として外貨建ての営業債権債務等に係る為替の変動リ

スクに晒されております。当社グループは、外貨建ての営業債権債務等に係る為替の変動リスクの軽減を目的と

した先物為替予約取引を行うことがあり、当社グループは、取引権限等を定めた財務規程等に従い、デリバティ

ブ取引の管理を行っております。

 

　前連結会計年度末及び当連結会計年度末における外貨建金融資産及び外貨建金融負債の残高(グループ会社間

含む)は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（2017年３月31日）
当連結会計年度

（2018年３月31日）

外貨建金融資産 5,421 12,838

外貨建金融負債 2,275 1,878

 

(ⅱ) 為替感応度分析

　前連結会計年度及び当連結会計年度において、米ドル、ユーロに対して日本円が１％円高となった場合の当社

グループの税引前利益に与える影響は、以下のとおりであります。影響額は、通貨別の金融資産及び金融負債

に、当該通貨別の為替変動幅を用いて算定しております。なお、計算にあたり使用した通貨以外の通貨の為替

レートは変動しないものと仮定しております。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（自　2016年４月１日
至　2017年３月31日）

当連結会計年度
（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

米ドル 2 53

ユーロ 7 30

 

②金利リスク

(ⅰ) 金利リスク管理

　当社グループの有利子負債は、社債、借入金及びリース債務であり、原則として固定金利で調達しておりま

す。また、有利子負債を超過する現金及び現金同等物を保有しております。従って、当社グループにとって金利

リスクは重要ではないと判断しており、金利リスクの感応度分析は行っておりません。

　なお、前連結会計年度末及び当連結会計年度末における変動金利有利子負債の残高はありません。
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(7) 金融商品の公正価値

①公正価値の算定方法

　金融資産及び金融負債の公正価値の算定方法は、以下のとおりであります。

 

(ⅰ) その他の金融資産の公正価値

　短期で満期が到来するその他の金融資産については、帳簿価額及び公正価値はほぼ同額であります。短期で満

期が到来しないその他の金融資産は、当社グループの見積りによる信用リスクを加味した割引率で、元利金の合

計額を割り引いて算定しております。

 

(ⅱ) その他の投資の公正価値

　その他の投資の公正価値は、株式市場相場における同一資産に関する相場価額を基にしております。非上場株

式は、類似企業の市場価格等の観察可能な指標と観察不能な指標を用いた評価技法により公正価値を算定してお

ります。

 

(ⅲ) 社債、借入金及びその他の金融負債の公正価値

　短期で満期が到来する社債、借入金及びその他の金融負債については、帳簿価額及び公正価値はほぼ同額であ

ります。短期で満期が到来しない社債、借入金及びその他の金融負債は、当社グループが新たに同一残存期間の

借入を同様の条件で行う場合に適用される利率で、元利金の合計額を割り引いて算定しております。

 

②公正価値ヒエラルキー

　公正価値のヒエラルキーは、以下のレベルとなっております。

レベル１・・・活発な市場における公表価格により測定された公正価値

レベル２・・・レベル１以外の、観察可能なインプットを直接、または間接的に使用して算出された公正価値

レベル３・・・観察不能なインプットを含む評価技法から算出された公正価値

 

③金融商品の公正価値

　金融商品の帳簿価額と公正価値は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（2017年３月31日）
当連結会計年度

（2018年３月31日）

 帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

金融資産：     

その他の金融資産     

差入保証金 22,340 22,506 21,955 22,145

その他 1,331 1,369 1,702 1,721

その他の投資     

株式 1,167 1,167 1,227 1,227

その他 99 99 86 86

金融負債：     

社債及び借入金 30,285 30,001 26,647 26,407

その他の金融負債     

リース債務 16,423 18,275 14,894 16,956

その他 2,217 2,217 2,087 2,087

　その他の金融資産、社債及び借入金、及びその他の金融負債のレベルは、レベル２であります。

　その他の投資の公正価値のレベルは、レベル１、レベル３であります。
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④連結財政状態計算書において認識された公正価値の測定

　前連結会計年度末及び当連結会計年度末における経常的に公正価値で測定されている金融資産は、以下のとおりで

あります。

 

前連結会計年度（2017年３月31日）

（単位：百万円）
 

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

金融資産：     

その他の投資     

株式 554 － 613 1,167

その他 － － 99 99

合計 554 － 712 1,266

 

当連結会計年度（2018年３月31日）

（単位：百万円）
 

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

金融資産：     

その他の投資     

株式 650 － 577 1,227

その他 － － 86 86

合計 650 － 663 1,313

 

　その他の投資には、市場性のある株式及び非上場株式が含まれております。市場性のある株式は、株式市場相場に

おける同一資産に関する相場価額を基にしており、レベル１に分類しております。非上場株式は、類似企業の市場価

格等の観察可能な指標と観察不能な指標を用いた評価技法により公正価値を算定しているため、レベル３に分類して

おります。

　レベル３に区分される株式については、当連結会計年度において重要な変動は生じておりません。

 

23．性質別内訳

 

　売上原価及び、販売費及び一般管理費の主な性質別内訳は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（自　2016年４月１日
至　2017年３月31日）

当連結会計年度
（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

従業員給付費用 53,343 54,593

減価償却費及び償却費 16,286 12,490

賃借料 17,394 18,545

ロイヤリティ 12,451 14,256
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24．その他の収益及びその他の費用

 

　その他の収益及びその他の費用の内訳は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（自　2016年４月１日
至　2017年３月31日）

当連結会計年度
（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

その他の収益   

固定資産売却益 7 4

損害賠償金戻入額 － 236

合計 7 240

その他の費用   

減損損失 6,401 3,132

固定資産除売却損 545 66

その他 326 108

合計 7,272 3,306

　減損損失については、「注記８．有形固定資産」及び「注記９．のれん及び無形資産」に記載しております。

 

25．金融収益及び金融費用

 

　金融収益及び金融費用の内訳は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（自　2016年４月１日
至　2017年３月31日）

当連結会計年度
（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

金融収益   

受取配当金   

売却可能金融資産 26 28

受取利息   

貸付金及び債権 169 121

その他 4 4

合計 199 153

金融費用   

支払利息   

償却原価で測定される金融負債 940 824

為替差損 345 47

その他 20 46

合計 1,305 917
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26．その他の資本の構成要素及びその他の包括利益

 

(1) その他の資本の構成要素

　その他の資本の構成要素の各項目の増減は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 
在外営業活動体
の換算差額

売却可能金融資産
の公正価値の純変動

持分法適用会社にお
けるその他の包括利
益に対する持分

合計

前連結会計年度期首残高 2,297 110 △0 2,407

期中増減 △253 2 1 △250

利益剰余金への振替 － △0 － △0

前連結会計年度末残高 2,044 112 1 2,157

期中増減 △1,612 66 △1 △1,547

利益剰余金への振替 － － － －

当連結会計年度末残高 432 178 △0 610

 

(2) その他の包括利益

　その他の包括利益の各項目の内訳とそれらに係る税効果は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 

前連結会計年度
（自　2016年４月１日
至　2017年３月31日）

当連結会計年度
（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

税効果
調整前

税効果
税効果
調整後

税効果
調整前

税効果
税効果
調整後

在外営業活動体の換算差額       

当期発生額 △246 △7 △253 △1,621 9 △1,612

当期利益への組替調整額 － － － － － －

期中増減 △246 △7 △253 △1,621 9 △1,612

売却可能金融資産の公正価値の純変動       

当期発生額 0 2 2 98 △32 66

当期利益への組替調整額 △0 0 △0 － － －

期中増減 △0 2 2 98 △32 66

持分法適用会社におけるその他の包括利益に対す

る持分
      

当期発生額 1 － 1 △1 － △1

当期利益への組替調整額 － － － － － －

期中増減 1 － 1 △1 － △1

その他の包括利益合計 △245 △5 △250 △1,524 △23 △1,547
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27．１株当たり利益

 

　前連結会計年度及び当連結会計年度の基本的１株当たり当期利益及び希薄化後１株当たり当期利益は、以下のとおり

であります。

 
前連結会計年度

（自　2016年４月１日
至　2017年３月31日）

当連結会計年度
（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

親会社の所有者に帰属する当期利益 25,951百万円 30,507百万円

希薄化後１株当たり当期利益の算定に使用する当期

利益調整額
36百万円 36百万円

希薄化後１株当たり当期利益の算定に使用する当期

利益
25,987百万円 30,543百万円

基本的加重平均発行済普通株式数 135,238,663株 135,234,933株

転換社債型新株予約権付社債による調整株式数 2,197,947株 2,215,379株

希薄化後１株当たり当期利益の算定に使用する加重

平均発行済普通株式数
137,436,610株 137,450,312株

基本的１株当たり当期利益 191.89円 225.59円

希薄化後１株当たり当期利益 189.08円 222.21円

 

28．キャッシュ・フロー情報

 

(1) 財務活動に係る負債の変動

　財務活動に係る負債の変動は、以下のとおりであります。

 

当連結会計年度（自　2017年４月１日　至　2018年３月31日）

（単位：百万円）

 2017年４月１日
キャッシュ・フ
ローを伴う変動

キャッシュ・フローを伴わない変動

2018年３月31日
在外営業活動体の

換算差額
その他

短期借入金 5,610 1,675 △379 － 6,906

社債 24,675 △5,000 － 66 19,741

リース債務 16,423 △1,866 － 337 14,894

合計 46,708 △5,191 △379 403 41,541

 

(2) 非資金取引

　重要な非資金取引は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（自　2016年４月１日
至　2017年３月31日）

当連結会計年度
（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

資産除去債務の認識に伴う有形固定資産の増加 197 1,142

 

29．関連当事者

 

　当社の取締役に対する報酬額は、前連結会計年度及び当連結会計年度において、それぞれ327百万円及び333百万円で

あります。なお、取締役に対する報酬は基本報酬のみとなっております。
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30．重要な子会社

 

　当連結会計年度末の当社グループの重要な子会社は、以下のとおりであります。

（連結子会社）

名称 住所 主要な事業の内容

議決権の所有割合

又は被所有割合

(％)

株式会社コナミデジタルエンタテイ

ンメント
東京都港区 デジタルエンタテインメント事業 100

株式会社コナミアミューズメント 愛知県一宮市 アミューズメント事業 100

ＫＰＥ株式会社 東京都港区 アミューズメント事業 100

株式会社コナミスポーツクラブ 東京都品川区 健康サービス事業 100

株式会社コナミスポーツライフ 神奈川県座間市 健康サービス事業 100

コナミリアルエステート株式会社 東京都港区 全社 100

株式会社インターネットレボリュー

ション
東京都港区

デジタルエンタテインメント事業、

アミューズメント事業
70

Konami Corporation of America 米国カリフォルニア州 全社 100

Konami Digital Entertainment,Inc. 米国カリフォルニア州
デジタルエンタテインメント事業、

アミューズメント事業
100

Konami Gaming,Inc. 米国ネバダ州 ゲーミング＆システム事業 100

Konami Digital Entertainment B.V. 英国バークシャー州
デジタルエンタテインメント事業、

アミューズメント事業
100

Konami Digital Entertainment

Limited
香港

デジタルエンタテインメント事業、

アミューズメント事業
100

Konami Amusement (Thailand)

Co.,Ltd.
タイ王国バンコク都 アミューズメント事業 49

Konami Australia Pty Ltd
オーストラリアニュー

サウスウェールズ州
ゲーミング＆システム事業 100

 

（持分法適用関連会社）

名称 住所 主要な事業の内容

議決権の所有割合

又は被所有割合

(％)

リソルホールディングス株式会社 東京都新宿区 健康サービス事業 20

 

　当社グループが保有するKonami Amusement (Thailand) Co.,Ltd.の議決権は100分の50以下でありますが、意思決定機

関を通じて実質的に支配していると判断しているため、子会社としております。
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31．コミットメント

 

（資産の取得に係るコミットメント）

　前連結会計年度末及び当連結会計年度末における当社グループの有形固定資産及び無形資産購入に係る確定した発注

額は、それぞれ280百万円及び7,635百万円であります。

 

32．偶発事象

 

　当社グループは、係争中の訴訟の対象となっております。しかし、顧問弁護士との協議を含む検討の結果、マネジメ

ントはそれらの訴訟による債務は発生したとしても、当社グループの財政状態や経営成績への影響は軽微と考えており

ます。

 

33．後発事象

 

　該当事項はありません。

 

34．連結財務諸表の承認

 

　2018年６月27日に、連結財務諸表は代表取締役　上月　拓也によって承認されております。
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（2）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高及び営業収入(百万円) 55,743 115,356 178,668 239,497

税引前四半期利益又は税引前利益

(百万円)
12,068 24,836 38,133 44,709

親会社の所有者に帰属する四半期

(当期)利益(百万円)
8,511 17,180 26,034 30,507

基本的１株当たり四半期(当期)利

益(円)
62.94 127.04 192.50 225.59

 

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

基本的１株当たり四半期利益(円) 62.94 64.10 65.47 33.08
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(2017年３月31日)
当事業年度

(2018年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 60,548 63,881

営業未収入金 ※１ 984 ※１ 829

前払費用 33 31

繰延税金資産 92 113

短期貸付金 ※１ 11,894 ※１ 2,052

その他 ※１ 425 ※１ 1,707

貸倒引当金 △1,000 －

流動資産合計 72,979 68,615

固定資産   

有形固定資産   

建物附属設備 5 66

工具、器具及び備品 7 17

有形固定資産合計 13 84

無形固定資産   

ソフトウエア 11 41

商標権 1 1

その他 14 6

無形固定資産合計 27 48

投資その他の資産   

投資有価証券 602 632

関係会社株式 144,304 144,311

長期貸付金 ※１ 21,505 ※１ 27,776

長期前払費用 － 5

その他 67 61

投資その他の資産合計 166,480 172,787

固定資産合計 166,521 172,920

資産合計 239,500 241,536
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(2017年３月31日)
当事業年度

(2018年３月31日)

負債の部   

流動負債   

短期借入金 ※１ 216 －

1年内償還予定の社債 5,000 5,000

未払金 ※１ 517 ※１ 228

未払費用 ※１ 115 ※１ 180

未払法人税等 893 4,184

預り金 15 16

賞与引当金 54 69

その他 18 －

流動負債合計 6,831 9,679

固定負債   

社債 10,000 5,000

新株予約権付社債 10,040 10,033

繰延税金負債 72 91

資産除去債務 137 206

その他 1,055 1,049

固定負債合計 21,306 16,381

負債合計 28,137 26,060

純資産の部   

株主資本   

資本金 47,398 47,398

資本剰余金   

資本準備金 36,893 36,893

その他資本剰余金 3,224 3,225

資本剰余金合計 40,118 40,118

利益剰余金   

利益準備金 283 283

その他利益剰余金   

別途積立金 80,000 80,000

繰越利益剰余金 64,331 68,440

利益剰余金合計 144,615 148,723

自己株式 △20,903 △20,920

株主資本合計 211,229 215,321

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 133 154

評価・換算差額等合計 133 154

純資産合計 211,362 215,475

負債純資産合計 239,500 241,536
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②【損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　2016年４月１日
　至　2017年３月31日)

当事業年度
(自　2017年４月１日
　至　2018年３月31日)

営業収益   

経営管理料 ※１ 2,843 ※１ 2,331

受取配当金 ※１ 14,167 ※１ 14,111

営業収益合計 17,010 16,443

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 2,310 ※１,※２ 2,973

営業利益 14,700 13,469

営業外収益   

受取利息 ※１ 173 ※１ 133

受取手数料 ※１ 97 ※１ 80

為替差益 － 2

その他 ※１ 22 ※１ 12

営業外収益合計 294 228

営業外費用   

支払利息 ※１ 2 ※１ 2

社債利息 82 68

コミットメントフィー 18 18

為替差損 58 －

その他 18 18

営業外費用合計 180 108

経常利益 14,813 13,590

特別損失   

債権放棄損 5,000 －

貸倒引当金繰入額 1,000 －

特別損失合計 6,000 －

税引前当期純利益 8,813 13,590

法人税、住民税及び事業税 △1,005 △109

法人税等調整額 △102 △10

法人税等合計 △1,107 △120

当期純利益 9,921 13,710
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　2016年４月１日　至　2017年３月31日）

         (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

 
資本準備
金

その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計

 
別途積立
金

繰越利益
剰余金

当期首残高 47,398 36,893 3,224 40,118 283 80,000 58,399 138,683 △20,883 205,316

当期変動額           

剰余金の配当       △3,989 △3,989  △3,989

当期純利益       9,921 9,921  9,921

自己株式の取得         △19 △19

自己株式の処分   0 0     0 0

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

          

当期変動額合計 － － 0 0 － － 5,931 5,931 △19 5,912

当期末残高 47,398 36,893 3,224 40,118 283 80,000 64,331 144,615 △20,903 211,229

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価
証券評価差
額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 93 93 205,409

当期変動額    

剰余金の配当   △3,989

当期純利益   9,921

自己株式の取得   △19

自己株式の処分   0

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

40 40 40

当期変動額合計 40 40 5,953

当期末残高 133 133 211,362
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当事業年度（自　2017年４月１日　至　2018年３月31日）

         (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

 
資本準備
金

その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計

 
別途積立
金

繰越利益
剰余金

当期首残高 47,398 36,893 3,224 40,118 283 80,000 64,331 144,615 △20,903 211,229

当期変動額           

剰余金の配当       △9,601 △9,601  △9,601

当期純利益       13,710 13,710  13,710

自己株式の取得         △17 △17

自己株式の処分   0 0     0 0

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

          

当期変動額合計 － － 0 0 － － 4,108 4,108 △17 4,091

当期末残高 47,398 36,893 3,225 40,118 283 80,000 68,440 148,723 △20,920 215,321

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価
証券評価差
額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 133 133 211,362

当期変動額    

剰余金の配当   △9,601

当期純利益   13,710

自己株式の取得   △17

自己株式の処分   0

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

20 20 20

当期変動額合計 20 20 4,112

当期末残高 154 154 215,475
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

　時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定しております。）

　時価のないもの

　移動平均法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

　定額法

(2) 無形固定資産

　定額法

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年以内）に基づく定額法

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

　従業員に対する賞与の支給に充てるため、翌事業年度における賞与支給見込額のうち当事業年度負担額を計上し

ております。

４．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理については、税抜方式によっております。

(2) 連結納税制度の適用

　連結納税制度を適用しております。

（貸借対照表関係）

※１　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

 
前事業年度

（2017年３月31日）
当事業年度

（2018年３月31日）

短期金銭債権 13,304百万円 4,526百万円

短期金銭債務 641 174

長期金銭債権 21,505 27,776

 

２　保証債務

　下記関係会社の金融機関からの借入に対し、債務保証を行っております。

前事業年度
（2017年３月31日）

当事業年度
（2018年３月31日）

Konami Gaming, Inc. 5,609百万円 Konami Gaming, Inc. 6,905百万円

計 5,609 計 6,905
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（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引高

 
前事業年度

（自　2016年４月１日
至　2017年３月31日）

当事業年度
（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

営業収益 16,993百万円 16,427百万円

販売費及び一般管理費 740 1,020

営業取引以外の取引高 269 214

 

※２　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額

 
前事業年度

（自　2016年４月１日
　　至　2017年３月31日）

当事業年度
（自　2017年４月１日

　　至　2018年３月31日）

広告宣伝費 311百万円 649百万円

役員報酬 380 396

給与手当 394 446

賞与引当金繰入額 54 69

減価償却費 63 20

賃借料 298 281

業務委託費 359 597
 
販売費に属する費用の割合 13.5％ 21.8％

一般管理費に属する費用の割合 86.5 78.2

 

（有価証券関係）

子会社株式及び関連会社株式

前事業年度（2017年３月31日）

区分
貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

関連会社株式 2,084 3,976 1,891

合計 2,084 3,976 1,891

 

当事業年度（2018年３月31日）

区分
貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

関連会社株式 2,084 4,911 2,826

合計 2,084 4,911 2,826

(注)　時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額

（単位：百万円）
 

区分
前事業年度

（2017年３月31日）
当事業年度

（2018年３月31日）

子会社株式 142,220 142,226

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「子会社

株式及び関連会社株式」には含めておりません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（2017年３月31日）
 

当事業年度
（2018年３月31日）

繰延税金資産    

投資等 1,614百万円 1,614百万円

長期未払金 323  321

未払費用等 34  55

その他 935  664

繰延税金資産小計 2,907  2,656

評価性引当額 △2,724  △2,443

繰延税金資産合計 183  213

繰延税金負債    

投資等 △162  △172

有形固定資産 －  △19

繰延税金負債合計 △162  △191

繰延税金資産の純額 20  21

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異の主な内訳

 
前事業年度

（2017年３月31日）
 

当事業年度
（2018年３月31日）

法定実効税率 30.9％  30.9％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.1  0.1

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △49.5  △32.0

評価性引当額 5.7  △2.1

寄附金の損金不算入額 －  2.3

その他 0.3  △0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △12.5  △0.9

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：百万円）
 

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高 減価償却累計額

有形固定資産

建物附属設備 256 68 － 7 325 258

工具、器具及び備品 120 13 － 3 133 116

計 376 82 － 10 459 374

無形固定資産

ソフトウェア 114 39 － 9 154 112

商標権 7 － － 0 7 5

意匠権 4 － － － 4 4

その他 14 6 14 － 6 －

計 141 45 14 9 171 123

(注)「当期首残高」及び「当期末残高」については、取得価額により記載しております。

 

【引当金明細表】

（単位：百万円）
 

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 1,000 － 1,000 －

賞与引当金 54 69 54 69

 

（2）【主な資産及び負債の内容】

　連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（3）【その他】

①　決算日後の状況

　該当事項はありません。

②　重要な訴訟事件

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 毎年４月１日から翌年３月31日まで

定時株主総会 毎年６月

基準日 毎年３月31日

剰余金の配当の基準日
毎年３月31日

毎年９月30日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取・買増  

取扱場所
（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 三井住友信託銀行株式会社 証券代行部

株主名簿管理人
（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 三井住友信託銀行株式会社

取次所 ──────

買取・買増手数料 無料

公告掲載方法

電子公告とする。

ただし、電子公告によることができない事故その他のやむを得ない事由が生じ

たときは、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載URL

https://www.konami.com/

株主に対する特典 該当事項はありません。

(注)　当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規定

による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権

利並びに単元未満株式の売渡請求をする権利以外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

（1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第45期）（自　2016年４月１日　至　2017年３月31日）2017年６月29日関東財務局長に提出。

（2）内部統制報告書及びその添付書類

2017年６月29日関東財務局長に提出。

（3）四半期報告書及び確認書

（第46期第１四半期）（自　2017年４月１日　至　2017年６月30日）2017年８月10日関東財務局長に提出。

（第46期第２四半期）（自　2017年７月１日　至　2017年９月30日）2017年11月13日関東財務局長に提出。

（第46期第３四半期）（自　2017年10月１日　至　2017年12月31日）2018年２月13日関東財務局長に提出。

（4）臨時報告書

2017年７月６日関東財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨

時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 

   2018年６月25日

コナミホールディングス株式会社
 

 取締役会　御中  

 

ＰｗＣあらた有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中　嶋　康　博　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 田　所　　　健　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 千代田　義　央　　印

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるコナミホールディングス株式会社の2017年４月１日から2018年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結財政状態計算書、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結持分変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書

及び連結財務諸表注記について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第93条の規定により国際会計基準に準拠し

て連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、国際会計基準に準拠して、コナミホールディングス株式会社及び連結子会社の

2018年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をす

べての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、コナミホールディングス株式

会社の2018年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、コナミホールディングス株式会社が2018年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示

した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠

して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

※１．上記は当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その

原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。

 

EDINET提出書類

コナミホールディングス株式会社(E01956)

有価証券報告書

112/113



独立監査人の監査報告書

 

   2018年６月25日

コナミホールディングス株式会社
 

 取締役会　御中  

 

ＰｗＣあらた有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中　嶋　康　博　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 田　所　　　健　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 千代田　義　央　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるコナミホールディングス株式会社の2017年４月１日から2018年３月31日までの第46期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を

行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、コナミ

ホールディングス株式会社の2018年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

※１．上記は当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その

原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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